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要旨 

 

本研究は環境保全型農法の一つである「コウノトリ育む農法」（以下育む農法と記載）

について水田生物多様性保全への効果および農業従事者の意識の多様性という側面からそ

の特徴を明らかにすることを目的とした。 

第１章ではまず本研究の目的を提示した。続いて、環境保全型農業が生物多様性の保全

に果たす役割について確認したうえで、本研究が分析対象とした環境保全型農業の一つで

ある育む農法の技術要件、栽培暦の概要、農薬不使用・減農薬を要件とするゆえに対応策

として実施する除草・病害虫抑制技術、生きもの配慮のための技術や作業の特徴を整理し

た。 

第 2 章では水田に生息する動物の例としてトノサマガエルを分析対象として扱い、育む

農法がトノサマガエルに与える影響を検証した。カエル類は生態系の食物連鎖の中で捕食

者及び被食者として重要な役割を果たしているが、農業生産の近代化等が生息環境を悪化

させカエル類の個体数は減少している。このような中、兵庫県の但馬地域においては、水

田の生きものを育みコウノトリの野生復帰を支援するために環境保全型稲作の一形態であ

るコウノトリ育む農法が実施されている。育む農法は、冬期・早期湛水、中干し延期、減

農薬あるいは無農薬による稲作栽培を特徴とし、水田の生物多様性の保全に資すると考え

られている。特に、育む農法は水田に生息するトノサマガエルの保全に有効であると期待

されている。しかし、育む農法のトノサマガエルの保全効果については未だ充分明らかで

はない。そこで、本章では育む農法がトノサマガエルの個体数密度に与える効果を評価し

た。調査方法として、ライントランセクト法によるトノサマガエル成体の個体数密度調査

を調査対象圃場において実施し、育む農法と環境要因がトノサマガエルの個体数密度に与

える効果を一般化線形モデルで解析した。その結果、調査圃場の中心から半径 100ｍ以内

に含まれる育む農法が実施されている水田の面積の割合が増えるにつれてトノサマガエル

の個体群密度が増加することがわかった。このような結果から、育む農法はトノサマガエ

ルの保全手法としての効果があると考えられた。 

第 3 章では育む農法が水田に生息する維管束植物の群落の多様性に与える影響を検証し

た。水田生態系に出現する植物群落は野生生物に餌や敵からの退避場所を提供する等によ

り生物多様性の保全に貢献している。しかしながら、湿田から乾田への転換や圃場整備に

伴う外来種の侵入等により水田の植物群落の多様性が低下している。本章では育む農法が

植物群落の多様性に与える影響を検証した。調査方法として、調査対象圃場の水田内と畦

畔において植生調査を実施し、植物群落の多様性を評価するために出現種数、累積被度と

シャノン・ウィナーの多様度指数（H’）を計算した。また、TWINSPAN により調査対象

方形区の分類を行い、方形区における植物の種組成の傾向を把握するために DCA

（Detrended Correspondence Analysis）を行い調査対象方形区を序列化した。調査の結果、

育む農法は水田の植物群落の多様性を高めることに貢献していることがわかった。 



 

 

第 4 章では育む農法を実践している農業従事者の環境意識や育む農法についての期待等

を定量的に解析し、農業従事者が育む農法に対して持つ意識の多様性を検証した。2018 年

に但馬地域における育む農法を実践する農家 328 軒を対象にアンケート調査を行い、農家

の類型化を用いて農家の育む農法に対する意識の多様性を明らかにした。本研究の結果、

アンケートに回答した 165 件の農家が４つの類型にわけられることが判明し、その環境意

識等の多様性が明らかとなった。 

最後に、本研究で得られた知見は育む農法の生物多様性保全効果の向上と但馬地域の農

業従事者へ育む農法を効果的に普及することに貢献することができることを指摘した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

Abstract 

 

This study aimed to enhance our understanding on the characteristics and environmental 

benefits of the “white stork friendly farming” (WSFF) method by evaluating the impacts of 

the method on the conservation of the fauna and flora living in the paddy fields and by 

assessing the diversity of farmers’ perceptions of the WSFF method. 

The first chapter established the purpose of this study. After reviewing the role of eco-

friendly farming method on the conservation of biodiversity, the chapter also provided an 

overview of the technical features of the WSFF method including technical standards, crop 

calendar, alternative weed and disease/pest control methods employed as a result of the 

requirements to reduce the use of agrochemicals, and technologies and practices aimed to 

conserve biodiversity. 

The second chapter assessed the impacts of the WSFF method on the population density of 

black-spotted pond frog (Pelophylax nigromaculatus). Frogs play crucial roles in ecosystems 

as both predator and prey within food webs. The decline in their populations is attributed, in 

part, to modern, intensive rice farming practices. In the Tajima region of Hyogo Prefecture, 

Japan, a subset of farmers has embraced the “white stork friendly farming” (WSFF) method 

since 2003, which promotes environment-friendly rice production to preserve and restore 

biodiversity while aiding the reintroduction of the Oriental white stork (Ciconia boyciana) 

into the ecosystem. Specifically, the WSFF method is anticipated to have a positive impact on 

conserving P. nigromaculatus populations inhabiting paddy fields. To test this hypothesis, we 

evaluated the influence of the WSFF method on the population density of P. nigromaculatus. 

Employing a line transect method, we identified and quantified individual frogs observed on 

the paddy field levees. Subsequently, we analyzed the effects of rice production using the 

WSFF method and land-use factors on the frogs’ population density. Our findings indicate 

that P. nigromaculatus population density increased with the expansion of paddy-field areas 

managed under the WSFF method within a 100 m radius of the paddy-field center. These 

results suggest that rice production following the WSFF method has a positive impact on the 

conservation of this frog species. 

The third chapter assessed the impacts of the WSFF method on the plant community 

diversity in the paddy fields. In the paddy field ecosystem, plants provide food and shelter for 

animals and support biodiversity. However, the diversity of plant communities in paddy fields 

is declining. To assess the effect of the WSFF method on plant community diversity in paddy 

fields, plant surveys were conducted to identify plant species within paddy fields and levees, 

followed by an assessment of plant community diversity using the Shannon–Weiner index. 

Plant community types were classified using two-way indicator species analysis, and the 



 

 

relationship between these community types and indicator species was identified through 

detrended correspondence analysis. The WSFF method contributed to an increase in plant 

community diversity within paddy fields, indicating a positive impact on the conservation of 

plant community diversity in these fields through rice production. 

 The fourth chapter assessed the diversity of farmers’ perceptions of the WSFF method by 

conducting a questionnaire survey targeting 328 farmers who practiced the WSFF method in 

the Tajima region. The responses were evaluated using factor analysis and cluster analyses. 

The results revealed that 165 respondents were classified into four types, suggesting that 

farmers’ perceptions of the WSFF method are diverse. 

The findings of this study will contribute to improving the effects of the WSFF method on 

conserving biodiversity in the paddy fields and help design an extension activity to increase 

the number of farmers who practice the WSFF method in the Tajima region. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 はじめに 

Chapter 1  

Introduction 
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第１節 本研究の目的 

本研究の目的は、水田生物多様性保全への効果および農業従事者の意識という側面から

環境保全型農法の一つであるコウノトリ育む農法（以下育む農法と記載）の特徴を明らか

にし、育む農法の生物多様性保全効果の向上と農業従事者への効果的な普及に資する知見

の提供を行うことである。本研究では、兵庫県の但馬地域において、水田に生息する生物

の例としてトノサマガエル（Pelophylax nigromaculatus）と維管束植物を分析対象として

扱い、定量的な解析手法によって育む農法がそれら生物に与える影響を解明する。また、

育む農法を実践している農業従事者の環境意識や育む農法実施による経済的効果について

の期待等も定量的に解析し、農業従事者が育む農法に対して持つ意識の多様性を明らかに

する。 

 

第２節 生物多様性の保全と環境保全型農業 

生物多様性とは生物の同一種内の遺伝的多様性、種の多様性と生態系の多様性であり

(Díaz et al., 2019)、生物多様性は人類の well-being に欠かせない生態系サービスを支えて

いると考えられている (Millennium Ecosystem Assessment, 2005)（図 1-1）。たとえば人間

による農業生産活動も様々な生態系サービスに依存しており、例として農作物の受粉、生

物的防除、土壌構造と肥沃度の維持、水量・水質に係る調整サービスを享受している

(Power, 2010)。 

 

 

図 1-1 生態系サービスと人類の well-being の関係 

Fig. 1-1 Linkages between ecosystem services and human well-being 

Millennium Ecosystem Assessment (2005)から転載 
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しかしながら、農業は生態系サービスに依存しながらも生物多様性喪失の主要な原因の

ひとつともなっている(Dudley and Alexander, 2017)。生物に悪影響を与える具体的な農業

生産活動としては土地利用転換 (Zedler, 2003; Laurance et al., 2014)、化学農薬の使用 

(Baker et al., 2013; Woodcock et al., 2016)、単一栽培 (Varah et al., 2013; Tissier et al., 2018)、

耕起 (McLaughlin and Mineau, 1995; Cortet et al., 2002) 等が指摘されている（表 1-1）。ま

た、世界的に 2050 年までに 20 世紀比で食糧需要が倍増すると予想される中で (Tilman et 

al., 2002)、農業の生物多様性への負の影響は今後も継続するであろうと指摘されている

(Norris, 2008)。 

表 1-1 生物多様性に影響を与える農業生産活動 

Table 1-1 Agricultural practices which affect biodiversity 

農業生産活動 影響を与える経路 

土地利用転換 湿地・森林が農地へ転換され、野生生物の

生息地が喪失する。 

単一栽培 植物の種多様性を低下させる。 

耕起 土壌の物理的特性を変え、土壌生物に影響

を与える。 

化学農薬の使用 非対象生物に悪影響を与える。 

 

日本においても農業活動が生物多様性に及ぼす影響が懸念されてきた。例えば、島根県

の宍道湖においては、水田から流入したネオニコチノイド系農薬がワカサギ (Hypomesus 

nipponensis) の餌生物に害を与えることによってワカサギを減少させたと報告されている 

(Yamamuro et al., 2019)。また、1971 年に日本で野生絶滅したコウノトリ (Ciconia 

boyciana) の絶滅の原因の一つとして農薬に含まれる有毒化学物質の生物濃縮による影響が

指摘されている (内藤・池田, 2000)。 

このような中、食糧増産を主要な目的として資源とエネルギーの大きな投入に依存し自

然資源の劣化の原因にもなってきた従来の農業生産に代わり、環境保全にも配慮する環境

保全型農業の重要性が高まっている (嘉田, 1993)。環境保全型農業という用語自体には厳

格な定義はなく、慣行農法よりも環境に配慮した農業という意味で相対的な概念といえる 

(大山, 2006)。しかし、環境保全型農業の主要な特徴に着目して、より具体的に、環境保

全型農業を環境負荷の低減、生態系との調和、社会経済的な持続性、及び肥料と農薬の適

正な使用への考慮がなされる農業 (嘉田, 1999) と考えることができる。また、農林水産省

による「環境保全型農業の基本的考え方」（1994 年 4 月農林水産省環境保全型農業推進本

部）においては、環境保全型農業とは「農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調

和に留意しつつ、土づくり等を通じて、化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に

配慮した持続的な農業」と定義されている （農林水産省北陸農政局, 2023）。環境保全型農

業として実施される具体的な営農活動は様々であり、合田 (1996) はその様々な取り組み内
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容を技術的面と地域環境保全への貢献の仕方という２つの分類基準に照らして環境保全型

農業を類型化した （表 1-2）。なお、環境保全型農法の一形態である有機農業については明

確な技術要件が定められている (大山, 2007)。 

 

表 1-2 環境保全型農業の類型 

Table 1-2 Types of Eco-Friendly Farming Practices 

類型 取り組み内容 

農業生産技術に関わるもの 環境負荷軽減の総合的取組：堆肥の活用、

減農薬・減化学肥料 

輪作体系の見直しなどの農法的対応：合理

的輪作、田畑輪換、緑肥作物等、生物防

除・フェロモン・微生物等の利用 

有機農業、アイガモ農法等 

地域環境保全に関わるもの 適正な農地管理 

排水処理等 

ビニール処理、リサイクル等の地域環境配

慮 

消費者との交流、産直等 

景観、生物等の保全・保護 

会田 （1996）より引用 

 

環境保全型農業は 1980 年代のヨーロッパにおいてその重要性が認識されはじめたが、そ

の背景には地球規模での人口と食料需要の増加に伴う資源・環境への影響についての懸念、

農業活動の環境への負荷と非持続性の認識、食の安全性の重要性の認識の高まりがあった 

(嘉田, 1999)。日本においても 1970 年代には食の安全性の重要性が認識されはじめ、減農

薬や有機農業を進める活動が始まった (合田, 1996)。しかし、農林水産省が環境保全型農

業の推進を公式に政策として位置づけたのは更に時間が過ぎた 1992 年の「新しい食料・農

業・農村の政策の方向」においてであるといわれている (風野, 1995)。その後、農林水産

省は 2007 年に農林水産省生物多様性戦略を決定し (2012 年 2 月改定)、 生物多様性に配慮

した農林水産施策を推進することを農業政策の基本的な方針の一つとしている (農林水産

省 2007)。また、2015 年から「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基

づく施策として、生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援するための「環境保全型農

業直接支払」を実施している (農林水産省, 2023a)。更に、政府が中⾧期的に取り組むべき

方針を定めた食料・農業・農村基本計画（2020 年 3 月 31 日 閣議決定）においても農業に

おいて生物多様性保全に効果の高い取組を推進することとしている (農林水産省, 2020)。 

また、近年、農林水産省は生物多様性に配慮した農業を行い農産物を活用して消費者等
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とコミュニケーションをとることを「生きものマークの取り組み」と呼び、ガイドブック

を作成して日本全国の取り組み事例を紹介する等して、生きものマークの取り組みを推進

している (農林水産省, 2010)。生きものマークの取り組みにおいては、農業活動が配慮の

対象とした生きものの名前やイラストを農産物の包装に表示することで生産者が自己の取

り組みを消費者等に向けて発信しているが、生きものマークの取り組みを行う上での特別

な認定要件は存在しない。稲作における生きものマーク (生きものマーク米) の取り組みの

中では鳥類を配慮の対象としているものも存在し、マガン (Anser albifrons) やトキ

（Nipponia nippon）を保全の対象として生産したとされる米が販売されている（表 1-3）。

農家の中には生物多様性に配慮して生産された農産物をブランド化することにより収益を

上げることに成功している者もおり (田中・大石, 2017)、同一地域内で生産された米で生

きものに配慮して生産したものとして販売された米とそうでない米の販売価格を比較した

研究において、前者は後者に比べて 5kg あたり平均 610 円高いプレミアム （価格差）があ

ったことが報告されている (田中・林, 2010)。 

 

表 1-3 鳥類を保全対象とした生きものマーク米の事例 

Table 1-3 Rice production methods which aim to support bird conservation   

名称 生産地 配慮の対象として

いる生物 

技術的特徴 

ふゆみずたんぼ米 

 

宮城県大崎市 マガン等 無農薬・無化学肥料、 

無除草剤、冬期湛水 

雁音米 

(かりおんまい) 

宮城県大崎市 マガン等 不耕起、水苗代、 

冬期湛水、深水管理 

雁の里米 

 

宮城県栗原市・ 

登米市 

水鳥全般、 

ドジョウ、 

アサザなど 

無農薬・無化学肥料、 

アイガモ農法 

はつかり米 

 

宮城県登米市 マガン等 無農薬・無化学肥料、 

アイガモ農法 

トキひかり 

 

新潟県佐渡市 トキ、ドジョウ、

カエル等 

無農薬・無化学肥料、 

自然耕栽培 

朱鷺と暮らす郷 

 

新潟県佐渡市 トキ 農薬・化学肥料を３割減

農薬・化学肥料を 5 割減

農薬・化学 肥料を５割以

上減、冬期湛水、 

水路深水管理 

加賀の鴨米ともえ 

 

石川県加賀市 トモエガモ等、 ガ

ン・カモ類 

冬期湛水 
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表 1-3（つづき）鳥類を保全対象とした生きものマーク米の事例 

Table 1-3 (Continued) Rice production methods which aim to support bird conservation   

名称 生産地 配慮の対象と

している生物 

技術的特徴 

サシバの里・ 穴塚米 

 

茨城県土浦市 サシバ、アカ

ガエル、チョ

ウトンボ等 

減農薬 

ふくろう米 

 

栃木県宇都宮市 ふくろう 減農薬、減化学肥料栽

培、天水田（山からの湧

水を使用 

湘南タゲリ米 

 

神奈川県茅ケ崎市 タゲリ ５割減農薬 or 除草剤の

み、減化学肥料 (無農

薬・無化学肥料農家もあ

る ) 

コウノトリ育むお米 

 

兵庫県豊岡市、 

養父市、朝来市、 

新温泉町 

コウノトリ 無農薬または 75％減農

薬栽培、減化学肥料、冬

季湛水、早期湛水、深水

管理、中干し延期 

つるの里米 

 

山口県周南市 ナベヅル 農薬・無化学肥料、５割

減農薬・減化学肥料、米

ぬか＋深水管理（草抑

制）、冬期湛水 

かんむりわし米 

 

沖縄県石垣市 カンムリワシ 無農薬・無化学肥料、天

日干し 

環境省 (2014) から転載 
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第 3 節 コウノトリ育む農法 

前節で述べたように生物多様性に配慮した農業が全国で推進される中、兵庫県の豊岡盆

地においては、育む農法が広く実施されている。育む農法の技術開発と普及は 2002 年から

兵庫県但馬県民局地域振興部によって開始され、技術的指針となる栽培暦が 2005 年に完成

した  (西村・江崎, 2019)。豊岡市における育む農法の水稲の作付面積は 2022 年に減農薬

タイプで約 283ha、無農薬タイプで約 163ha となっている (豊岡市, 2022)（図 1-2）。 

 

図 1-2 豊岡市における育む農法の水稲作付面積の推移 

Fig. 1-2 Changes in rice planting areas under the “white stork friendly farming” (WSFF) 

method in Toyooka city 2003–2022 

豊岡市 (2022)より転載。 

 

3-1 コウノトリ育む農法の主要な技術的特徴 

育む農法は減農薬あるいは無農薬による稲の栽培、冬期・早期湛水、深水管理、中干し

延期等を特徴とした環境保全型農法であり（表 1-4）、田んぼの生きものを育み再導入され

たコウノトリ (Ciconia boyciana) の餌環境を改善することが期待されている (西村, 2012)。

減農薬タイプのコウノトリ育む農法は、地域の慣行レベルと比べて節減対象農薬の使用回

数（成分）を 75%以上削減することが要件となっている。また、ネオニコチノイド系農薬

の使用は許されない。 
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表 1-4 育む農法の主な特徴 

Table 1-4 Main technical components of the “white stork friendly farming” (WSFF) method  

項目 主な内容 

I. 環境配慮 

1. 生きものの多様性確保 中干し前にオタマジャクシの変態確認 

2. 化学合成農薬削減  

(1)無農薬タイプ (1) 栽培期間中農薬不使用 

 殺虫剤・殺菌剤を使わない。 

 除草剤も不使用。 

 畦畔の抑草は除草剤を使わずに草刈で行う。生

きものを育むため地際まで刈り込まない。 

(2) 減農薬タイプ (2) 兵庫県地域慣行レベルの 7.5 割以上低減 

 農薬を使用する場合は普通物とし、「登録農薬

有効成分の毒性・水産動植物に対する影響等」

における「水産動植物への影響に係る使用上の

注意事項」で、水産動植物（魚類、甲殻類、藻

類）のうち魚類に影響を及ぼす、と記載されて

いる農薬及びネオニコチノイド系薬剤は使用し

ない。ただし、「有機農産物の日本農林規格」

で使用が認められている農薬は使用可とする。 

 3 成分（初中期防除に 2 成分、臨機防除に 1 成

分）の除草剤が使用できる。畦畔の抑草は除草

剤を使わずに草刈で行う。 

 無農薬タイプと同様に殺虫剤・殺菌剤は使わな

い。 

(3)農薬削減技術導入 (3) 温湯や食酢による種子消毒（化学合成農薬不使

用）、畦草管理。 

3. 化学肥料削減  栽培期間中不使用。 

II. 水管理  冬期湛水及び早期湛水（冬期湛水が実施困難な

場合は早期湛水のみでも可）。 

 深水管理、中干し延期。 

III. 資源循環  牛糞堆肥・鶏糞堆肥等、地元有機資材を活用。 

IV. その他  各種認証の何れかを取得（有機 JAS、ひょうご

安心ブランド、コウノトリの舞、コウノトリの

贈り物）。 

西村・江崎 (2019) 及び兵庫県(2022)を元に著者作成 
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3-2  コウノトリ育む農法における除草剤の不使用或いは使用回数の削減 

農薬の使用がコウノトリ絶滅の主因となったと考えられたため、育む農法を開発・導入

するにあたっては農薬に依存しない抑草技術を取り入れることとなり (西村・江崎, 2019)、

環境保全型農法としての育む農法の大きな特徴となっている。しかし、育む農法の導入初

期には雑草の発生が米の収量に影響を与え (兵庫県立農林水産技術総合センター, 2010)、

無農薬栽培の育む農法ではコナギ (Monochoria vaginalis)、オモダカ (Sagittaria trifolia)、

クログワイ (Eleocharis kuroguwai) といった雑草が多く出現し (須藤ら, 2008)、米の収量は

慣行農法と比べて 4 か年平均で 22％の減収となったと報告されている (須藤ら, 2012)。水

田の雑草の発生は稲の生育と収量に悪影響を与えるため、農業生産は雑草との戦いと言わ

れる (佐合, 2007)。そのため、除草剤は水稲栽培の雑草防除のための技術の一つとして使

用され、稲作の省力化にも貢献してきたと考えられている (横山, 2011)。除草剤は土の表

面に施用して雑草の発芽の抑制と発芽直後の枯死を目的とする土壌処理剤、及び既に成⾧

しはじめた雑草に直接施用して枯死させることを目的とする茎葉処理剤の２種類に分けら

れる (農文協, 2021)。また、水稲用の除草剤は散布する時期と効果によって初期除草剤、

中期除草剤、後期除草剤、初・中期一発除草剤に大別される (JA 全農大阪, 2023)（表 1-5）。 

表 1-5 処理時期別の除草剤の分類と特徴 

Table 1-5 Types of herbicides classified according to the time of application  

処理時期別の分類 特徴 

初期除草剤 - 主に初期のノビエの防除が目的。 

- 代かき後～田植え 7 日前まで、または田植え後～田植え後約 7 日

までに施用する。 

- 残効期間は 10～20 日程度と短い。 

- ノビエを出芽させない効果はあるが、出芽後はほとんど効果な

し。 

- 中期除草剤や後期除草剤と組み合わせて体系処理を行うことが多

い。なお、体系処理とは１回の処理で防除効果が不十分なときに

除草剤を 2 回以上の施用する除草施用方法である。 

中・後期除草剤 - 中期除草剤は田植 20 日～25 日後頃までに施用する。 

- 後期除草剤は水稲の幼穂形成期頃までに施用する。 

- 初期剤や初中期一発除草剤と組み合わせて体系処理を行うことが

多い。 

初中期一発除草剤 - 残効期間が 30 日～45 日程度であり、初期剤のものより⾧い。 

- 広範囲の種類の雑草に効果がある。１回の施用で初期除草剤と中

期除草剤の双方の効果を期待できるので「一発除草剤」と呼ば

れ、省力化につながる。 

JA 全農大阪 (2023)を元に著者作成。 
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除草剤は雑草に作用する化学物質である有効成分による違いがあり、その有効成分はそ

れぞれの化学構造と作用機構の特徴に基づいて分類される (野口ら, 2006)。個々の有効成

分の殺草スペクトルは限定されることが多いため広範囲の雑草を対象とするための複数の

成分を含んだ混合剤が開発され、例えばイネ科以外の雑草を除草するための成分とノビエ

等の一年生雑草を対象とした成分からなる混合剤が使用されている(農研機構, 2023)。ま

た、除草剤には複数の剤型が存在し、主な剤型には直接散布するための粒剤と紛粒剤、水

に溶かして使うための乳剤、液剤、水和剤が存在する(農文協, 2021)。但馬地域でも慣行

農法による稲作栽培の水田内の除草には通常は除草剤が使用されていると考えられる。本

研究で調査対象とした地域の慣行農法実施圃場では地域全体として除草剤の延べ 19 成分が

使用されたことがあることがわかっている（内藤ら, 2020)（表 1-6）。 

 

表 1-6 慣行農法実施圃場で使用された除草剤の成分 

Table 1-6 Herbicide active ingredients used in paddy fields  

under the conventional rice cultivation method 

作用機構 有効成分名 化学グルー

プ名 

主な適用草種、使用

目的 

アセト乳酸合成酵素

（ALS）阻害（アセトヒド

ロキシ酸合成酵素

（AHAS）阻害 

ピリミノバックメチル ピリミジニ

ルベンゾエ

ート 

ノビエ 

イマゾスルフロン 

スルホニル

ウレア 

ノビエを除く水田一

年生・多年生雑草 

シクロスルファムロン 一年生雑草、多年生

雑草 

オーキシン様活性 MCPB 

（2- メチル -4- クロロ

フェノキシ酪酸エチ

ル） 

フェノキシ

カルボン酸 

イネ科を除く水田一

年生雑草 

光合成（光合成系Ⅱ）阻害

（セリン 264） 

シメトリン トリアジン

系 

広葉雑草 

光合成（光合成系Ⅱ）阻害

（ヒスチジン 215） 

ベンタゾンナトリウム

塩 

ベンゾチア

ジアジノン 

一年生広葉雑草 

プロトポルフィリノーゲン

酸化酵素（PPO）阻害 

ペントキサゾン オキサゾリ

ジンジオン 

一年性雑草、 

マツバイ 

ピラクロニル その他 一年性雑草、 

多年生雑草 
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表 1-6（つづき）慣行農法実施圃場で使用された除草剤の成分 

Table 1-6 (Continued) Herbicide active ingredients used in paddy fields  

under the conventional rice cultivation method 

作用機構 有効成分名 化学グルー

プ名 

主な適用草種、使用

目的 

超⾧鎖脂肪酸伸⾧酵素

（VLCFAE）阻害 

カフェンストロール 

 

アゾリルカ

ルボキシア

ミド 

一年生イネ科雑草 

超⾧鎖脂肪酸伸⾧酵素

（VLCFAE）阻害 

フェントラザミド アゾリルカ

ルボキシア

ミド 

一年生雑草、 

マツバイ 

超⾧鎖脂肪酸伸⾧酵素

（VLCFAE）阻害 

モリネート チオカーバ

メート 

ノビエ、マツバイ、

ホタルイ 

超⾧鎖脂肪酸伸⾧酵素

（VLCFAE）阻害 

プレチラクロール 

 

α-クロロ

アセトアミ

ド 

一年生雑草、マツバ

イ、ホタルイ、ヘラ

オモダカ 

4-ヒドロキシフェニルピ

ルビン酸ジオキシゲナー

ゼ（4-HPPD）阻害 

 

ベンゾフェナップ ピラゾール 一年生雑草 

テフリルトリオン 

 

トリケトン 一年生雑草（イネ科

雑草を除く）、多年

生雑草 

フェンキノトリオン トリケトン 広葉雑草、カヤツリ

グサ科雑草 

ベンゾビシクロン 

 

トリケトン 一年生雑草 

その他 

 

オキサジクロメホン - 一年性イネ科雑草 

ダイムロン - カヤツリグサ科雑草 

ブロモブチド - カヤツリグサ科雑草 

内藤ら(2020)、日本雑草学会(2020)、JCPA 農薬工業会(2022a)を元に著者作成。 

他方、前述のように、育む農法においては除草剤を使用しない（無農薬タイプ）或いは

使用回数を削減する（減農薬タイプ）ことが要件の一つとなっている。除草剤を使用しな

い無農薬タイプの育む農法における水田内の抑草の概要は西村・江崎 (2019) が報告して

おり、主に有機資材の利用、冬期湛水、早期湛水、複数回代かき、深水管理、中干し延期

によって行われる（表 1-7）。冬期湛水については、湛水によって発生するイトミミズ類の

糞等が水田内の土壌表面に堆積することによって形成される「トロトロ層」が雑草種子を

埋没させ、萌芽・初期生育期の雑草を倒伏させる効果があると言われている。 
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表 1-7 育む農法（無農薬）の雑草防除の年間スケジュール 

Table 1-7 Weed management calendar for paddy fields  

under the WSFF rice cultivation method (non-agrochemical-use type) 

時期 主要作業 雑草防除との関連・期待する効果 

10～11 月上旬 稲刈り直後に牛

糞堆肥や米ぬか

を散布 

イトミミズ類が発生し、糞が雑草の種子を埋

没させる。イトミミズの糞等により形成され

るトロトロ層が、萌芽・初期生育期の雑草を

倒伏させる。 11 月～2 月 冬水田んぼ（冬

期湛水） 

3 月上旬 落水、田面の乾

燥 

収穫後に田面に残った稲わらが分解される。

未分解の稲わらから分泌されてコナギの発芽

を促すモミラクトンが減少し、コナギの発芽

が抑制される。 

4 月下旬～5 月

下旬 

早期湛水：田植

え約 1 カ月前か

ら湛水 

トロトロ層の再形成。田植え前に雑草を発芽

させ，仕上げの代かきで取り除き、密度を低

減させる。 

5 月 複数回代かき： 

(1) 荒代かき 

(2) 仕上げの代

かき  

(1) 荒代かきで雑草の発芽を促す。種子を土

壌表面に移動させて発芽させる。 

(2) 荒代かき後約 2 週間の間隔を確保し、雑

草を発生させる。 

(3) 雑草発生後、田植えの 3 日前に仕上げの

代かきを行い、ノビエ、コナギ、ホタル

イ等の雑草を取り除く。ドライブハロー

を使用して浅く代かきを行い、雑草を根

元から浮き上がらせるとともに種子も舞

い上がらせる。トロトロ層が再形成され

る。 

 

 

 

 

  



14 

 

表 1-7（つづき） 育む農法（無農薬）の雑草防除の年間スケジュール 

Table 1-7 (Continued) Weed management calendar for paddy fields  

under the WSFF rice cultivation method (non-agrochemical-use type) 

時期 主要作業 雑草防除との関連・期待する効果 

5 月 20 日以降 田植え 

 

5 月下旬に田植えを行うことで、雑草の発芽

後に仕上げの代かきを行うことを可能にす

る。 

中苗以上の稲苗を使用して田植えをすること

で、深水管理時に健苗が充分成⾧している状

態を作り、深水管理による抑草を可能にす

る。そのため、初期成育が良いポット成苗の

導入を進めている。 

田植え後 有機資材（米ぬ

か、EM 糖 蜜活

性液等）の投入 

微生物が有機資材を分解し酢酸、酪酸、蟻酸

等の有機酸を作り土壌の pH が低下する。コ

ナギの根は酸性状態に弱いので枯死或いは生

育不良が起こる。 

米ぬかを餌として微生物が増加し、土壌表面

を還元状態とするとヒエ等雑草の発芽が抑制

される。発生したソウ類とウキクサ類も遮光

等により雑草を抑草する。 

深水管理：田植

え後 40 日間 

田植え後に発芽したノビエの生育を抑制す

る。必要に応じて水田除草機による抑草を行

う。 

    西村・江崎 (2019)を元に著者作成。 

 

育む農法減農薬タイプにおける水田内の抑草については 3 成分（初中期防除に 2 成分、

臨機防除に 1 成分）までの除草剤が使用できることになっており、JA たじま管内において

育む農法減農薬タイプを実施する農業従事者が 2022 年度に使用した除草剤の成分はピラ

クロニル、プロピリスルフロン、ベンタゾンナトリウム塩と報告されている (JA たじま, 

2023a)（表 1-8）。 
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表 1-8 育む農法（減農薬）に使用された除草剤（2022 年度） 

Table 1-8 Herbicide active ingredients used in paddy fields  

under the WSFF rice cultivation method (reduced-agrochemical-use type) in Year 2022 

作用機構 有効成分名 化学グループ名 主な適用草種、

使用目的 

アセト乳酸合成酵素

（ALS）阻害（アセト

ヒドロキシ酸合成酵素

（AHAS）阻害） 

プロピリスルフロン スルホニルウレア 一年性雑草、 

多年生雑草 

光合成（光合成系Ⅱ）

阻害（ヒスチジン

215） 

ベンタゾンナトリウム

塩 

ベンゾチアジアジ

ノン 

一年生広葉雑草 

プロトポルフィリノー

ゲン酸化酵素（PPO）

阻害 

ピラクロニル その他 一年性雑草、 

多年生雑草 

日本雑草学会 (2020)、JCPA 農薬工業会(2022a)、JA たじま(2023a)を元に著者作成。 

 

3-3  コウノトリ育む農法における殺虫剤・殺菌剤の不使用 

本研究で調査対象とした地域の慣行農法実施圃場では殺菌剤では 6 成分、殺虫剤では 3

成分が使用されたことがあることがわかっている (内藤ら, 2020)（表 1-9, 表 1-10）。なお、

育む農法と同様に JA たじま管内で生産されている特別栽培米の「ふるさと但馬米」につい

ては使用される農薬は慣行栽培の半分以下に抑えているが、殺菌剤・殺虫剤の使用は許さ

れており、令和 4 年には殺菌剤ではイプコナゾール、トルプロカルプ、バリダマイシン、

カスガマイシン、殺虫剤では MEP、シアントラニリプロール、ジノテフランが使用された

と報告されている (JA たじま, 2023b)。 
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表 1-9 慣行農法で使用された殺菌剤 

Table 1-9 Fungicide active ingredients used in paddy fields  

under the conventional rice cultivation method 

作用機構 有効成分名 化学グループ名 

Ａ：核酸合成代謝 

 

メタラキシル M アシルアラニン 

ヒドロキシイソキサゾール イソキサゾール 

Ｇ：細胞膜のステロール生

合成 

ペフラゾエート イミダゾール 

Ｉ：細胞壁のメラニン生合

成 

ピロキロン ピロロキノリノン 

Ｍ：多作用点接触活性化合

物 

TPN（クロロタロニル） クロロニトリル (フタ

ロニトリル) 

Ｐ：宿主植物の抵抗性誘導 プロベナゾール ベンゾイソチアゾール 

  内藤ら（2020)、JCPA 農薬工業会（2022b) を元に著者作成 

 

表 1-10 慣行農法で使用された殺虫剤 

Table 1-10 Pesticide active ingredients used in paddy fields under the conventional rice 

cultivation method 

作用機構グループ サブグループ 有効成分名 

アセチルコリンエステラー

ゼ（AChE）阻害剤 

有機リン系 MEP（フェニトロチオン） 

ニコチン性アセチルコリン

受容体 (nAChR) 競合的モ

ジュレーター 

ネオニコチノイド系 

ジノテフラン 

チアメトキサム 

ニコチン性アセチルコリン

受容体 (nAChR) チャネル

ブロッカー 

ネライストキシン類縁体 カルタップ塩酸塩 

 内藤ら（2020)、JCPA 農薬工業会 (2021) を元に著者作成。 
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他方、育む農法においては無農薬タイプと減農薬タイプの両方において殺菌剤・殺虫剤

を使用しないことが満たすべき要件となっている。育む農法における農薬を使用しない病

害虫抑制の概要も西村・江崎 (2019) において報告されており、主に施肥量の調整、畦畔除

草、育苗における対策、田植え時期の調整、害虫を食べるカエル類等の生きものの保全等

によって行われる（表 1-11）。 

表 1-11 育む農法の病害虫抑制技術の年間スケジュール 

Table 1-11 Pest and disease management calendar for paddy fields  

under the WSFF rice cultivation method  

時期 主要作業 病害虫抑制との関連・期待する効果 

10～11 月上旬 稲刈り直後に

牛糞堆肥や米

ぬかを散布 

窒素施用量 を削減して、いもち病を抑制する。

窒素施用量削減による反 収の低下を補うために

牛糞堆肥、米ぬか、発酵鶏糞を散布する。冬期

湛水はユスリカ類を増加させる。ユスリカ類は

害虫の天敵であるクモ等の餌になる。 

11 月～2 月 冬水田んぼ

（冬期湛水） 

4 月の早期湛水

前 

畦畔除草 畦畔へのカメ ムシ類やイネミズゾウムシの侵入

を軽減するために実施する。除草剤を使わず草

刈り機で除草する。 

4 月下旬～5 月

下旬 

育苗 育苗中に農薬を使用しない。むれ苗（土壌菌の

フ ザ リ ウ ム  (Fusarium spp.) や ピ シ ウ ム 

(Pithium spp.) による病気）の対策としてプー

ル育苗技術を導入した。 

5 月の田植え前 畦畔除草 畦畔除草を実施して畦畔へのカメ ムシ類やイネ

ミズゾウムシの侵入を抑制する。除草剤を使わ

ず草刈り機で除草する。 

5 月 20 日以降 田植え時期を

遅らせる 

イネの食害を行うイネミズゾウムシは 5 月上旬

に発生のピークを迎えるので、5 月下旬に田植

えを行うことによって食害を軽減させることが

できる。 

6 月・7 月：イ

ネの出穂 3 週 

間前頃と出穂期

頃 

畦畔除草 畦畔に発生するイネ科雑草の穂に寄生するカメ

ムシ類の発生を抑制しカメムシの吸汁加害によ

る斑点米の発生を防止するために、畦畔の除草

を行いイネ科雑草の出穂を抑制する。 

7 月上旬 中干し延期 中干し延期によりカエル類の個体数が増える。

カエル類はカメムシ類やウ ンカ類などの害虫を

食べる。 

  西村・江崎 (2019) を元に著者作成。 
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3-4 農薬不使用・減農薬以外のコウノトリ育む農法の生き物配慮 

前述した農薬不使用・減農薬以外にも育む農法で用いられる様々な技術や作業が水田の

生きものの保全に貢献すると考えられている。まず、冬期湛水とは作付けのない冬の時期

に水田に湛水する水稲栽培技術とされ、農業従事者による導入理由は雑草の抑制や投入肥

料の削減といった営農上の利点、ガンやハクチョウ等の冬鳥の保全や生物多様性の保全等

の水田の多面的機能に係る効果への期待等多岐にわたる(嶺田ら, 2004)。育む農法におい

て冬期湛水が導入された理由はトロトロ層の形成、水田内地表面が平らになることによる

田植え作業等の効率化、生物多様性の保全と報告されている (西村 ・江崎, 2019)（表 1-

12）。生物多様性保全上の効果を期待して冬期湛水が導入された例の中でも特定の種の生

息環境の保全を目的とした事例はマガン (Anser platyrhynchos) との共生を目指した宮城県

大崎市蕪栗沼のふゆみずたんぼ  (環境省, 2010)、トキ（Nipponia nippon）の採餌環境の整

備のために新潟県佐渡市で実施されている「朱鷺と暮らす郷づくり」認証米制度 (西川, 

2015)、コハクチョウ（Cygnus columbianus）等の飛来を促進するための石川県津幡町に

よる水田の冬期湛水に関する奨励金制度等 (石川県津幡町, 2023)が存在する。 

早期湛水とは、育む農法においては田植え約 1 カ月前の 4 月中旬からから水田に湛水す

ることを言い、早春に卵を産むニホンアカガエル（Rana japonica）やシュレーゲルアオガ

エル（Zhangixalus schlegelii）の繁殖に貢献していると指摘されている (田和・佐川, 

2017b; 西村・江崎, 2019)。 

水田の畦畔は多様な生きものの生息場所としての役割を果たしている (大窪・前中, 

1994)。例えば、畦畔はカエル類に隠れ場所を提供するとともに餌となる昆虫等の生息場

所となっている (佐藤・東, 2004)。しかし、畦畔における除草剤の使用は植生への影響を

通じてカエル類の生息にも負の影響を与える (大澤, 2017)。そのため、育む農法では畦畔

に生息する生きものを育むために除草剤を使わず草刈り機で除草を行っており、「朱鷺と

暮らす郷づくり」認証米制度においても同様の理由から除草剤の使用を禁止している(大坪

ら, 2019)。 
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表 1-12 農薬不使用・減農薬以外の育む農法の生き物配慮 

Table 1-12 Biodiversity conservation measures used in paddy fields  

under the WSFF rice cultivation method other than reduced use of agrochemicals  

時期 主要作業 生きもの配慮との関連・期待する効果 

10～11 月上旬 稲刈り直後に有

機資材を散布 

イトミミズ類、ユスリカ類、ミジンコ類を増

加させ水田の食物網の形成を促進する。 

 11 月～2 月 冬期湛水 

4 月の早期湛水

前 

畦畔除草 畦畔を生きものが生息する場所として認識

し、畦畔除草には除草剤を使わず草刈り機で

除草する。 

4 月下旬～5 月

下旬 

早期湛水：田植

え約１カ月前か

ら湛水 

アカガエル等の早春に卵を産むカエル類が産

卵する場所を提供する。 

5 月の田植え前 畦畔除草 畦畔を生きものが生息する場所として認識

し、畦畔除草には除草剤を使わず草刈り機で

除草する。 

6 月・7 月 畦畔除草 畦畔を生きものが生息する場所として認識

し、畦畔除草には除草剤を使わず草刈り機で

除草する。また、生きものが生育する環境を

提供するために草を地際まで刈り込みすぎな

いようにする。 

７月上旬 生き物調査 

中干し延期 

中干し実施前に生き物調査を行いオタマジャ

クシの変態を確認してから中干しをする。中

干し延期によりカエル類の個体数が増える。 

西村・江崎 (2019)及び農業従事者等からの聞き取り結果 を元に著者作成 

 

3-5  アンケート調査の結果から見えるコウノトリ育む農法の特徴 

本項では 2018 年に育む農法を実践する農家を対象に実施したアンケート調査への回答

をもとに農家の視点から見た育む農法の特徴を概観する。育む農法の技術面、経営面、生

きもの保全への効果についての質問票を但馬地域（豊岡市、朝来市、養父市、美方郡新温

泉町）において育む農法を実践する農家 328 軒（含む集落営農組合）に配布し 165 件の回

答を得た（表 1-13）。 
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表 1-13 アンケート調査の質問項目 

Table 1-13 Survey questionnaire for farmers practicing the WSFF method 

質問項目 

技術面・経営面についての質問 

慣行農法を行っていたときと比べて（または、

現在慣行農法を行っている田んぼと比べて）育

む農法の田んぼでの農作業量は増えましたか？ 

育む農法を行うと慣行農法に比べて雑草管理の

手間が増える。 

育む農法を行うと慣行農法に比べてお米の収量

が減る 

育む農法を行うと慣行農法に比べて農業収入が

減る。 

生きもの保全への効果についての質問 

子どものころと比べて田んぼのカエルの数は減

っていると思う。 

慣行農法を行っていたとき（または現在慣行農

法を行っている田んぼ）と比べて育む農法の田

んぼでのカエルは増えましたか？ 

コウノトリ育む農法による稲作はカエルの数の

増加に役立っていると思う。 

早期湛水はカエルの数を増やすと思う。 

中干延期はカエルの数を増やすと思う。 

冬季湛水はカエルの数を増やすと思う。 

育む農法を続ける意欲についての質問 育む農法をこれからも続けていきますか？ 

 

育む農法の技術面・経営面についての質問について、回答者の 51%が慣行農法と比べて

育む農法の田んぼでの農作業量は増えたと回答した(回答「少し増えた (37%)」と「とても

増えた (14%)」の合計)（図 1-3）。特に、雑草管理については 66%が育む農法を行うと慣

行農法に比べて雑草管理の手間が増えると答えた(回答「同意 (56%)」と「強く同意 

(10%)」の合計)。また、回答者の 60%が育む農法を行うと慣行農法に比べてお米の収量が

減ると回答した(回答「同意 (54%)」と「強く同意 (6%)」の合計)。但し、収入については

慣行農法に比べて育む農法を行うことにより収入が減ると回答したのは 25%に過ぎなかっ

た(回答「同意 (22%)」と「強く同意 (3%)」の合計)。 

 

 

 

  



21 

 

 

 
 

  
 

図 1-3  技術面・経営面についての質問に対する回答 

Fig. 1-3 Responses to the questions about the productivity of the WSS method 

 

生きもの保全への効果については、回答者の中で 59%が自身の子どものころと比べて田

んぼのカエルの数は減っていると感じる中で (回答「同意 (46%)」と「強く同意 (13%)」

の合計)、60%が慣行農法と比べて育む農法の田んぼでのカエルの数が増えていると回答し

た(回答「少し増えた (41%)」と「とても増えた (19%)」の合計) (図 1-4)。また、68%の

回答者が育む農法はカエルの数の増加に役立っていると感じている(回答「同意 (59%)」と

「強く同意 (9%)」の合計)。育む農法のいくつかの技術要件の中で早期湛水と中干し延期

については其々52% (回答「同意 (45%)」と「強く同意 (7%)」の合計)と 75％(回答「同意

(62%)」と「強く同意 (13%)」の合計)の回答者がカエルの数を増やすことに資すると回答

しているのに対し、冬期湛水については 33% (回答「同意 (28%)」と「強く同意 (5%)」の

合計)がカエルの数を増やすことに役立つと回答した一方で、17% (回答「不同意 (13%)」

と「強く不同意 (4%)」の合計)が役に立っているとは思わないと回答した。 
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図 1-4  生きもの保全への効果についての質問に対する回答 

Fig. 1-4 Responses to the questions about the respondents’ perceptions on the impacts of 

the WSSF method on the conservation of frogs 

これからも育む農法を続ける意欲があるかどうかの質問については 77%が意欲ありと回

答しており、育む農法は技術面・経営面でも農家が継続して実践していくことができる農

法であることが示唆された（図 1-5）。 

 

図 1-5  育む農法を続ける意欲についての質問に対する回答 

Fig. 1-5 Responses to the questions about the respondents’ willingness to continue  

to practice the WSFF method 
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第 4 節 コウノトリ育む農法の生物多様性保全効果と普及に関する課題 

以上、本章第３節において整理されたように、環境保全型農業の一つである育む農法の

稲作は栽培スケジュール、水管理、農薬不使用・減農薬の対応策として実施する除草・病

害虫抑制技術、生きもの配慮のための技術や作業等において特徴を有する農法であると理

解できる。特に、育む農法は田んぼの生きものを育みコウノトリの餌環境を改善すること

が期待されている。しかし、そのような生物多様性保全上の効果が期待され作付面積が

年々拡大する一方で、育む農法が水田に生息する生物に与える影響についての科学的知見

の蓄積は未だ充分とは言えない。例えば、育む農法の技術要件においてはトノサマガエル

の保全を担保するための中干し前の生き物調査の実施を農業従事者に義務付けており育む

農法は水田生物の中でも特にトノサマガエルに対する保全効果の発現を期待しているが、

育む農法のトノサマガエルに対する影響は未だ充分理解されていない。 

また、育む農法の生物多様性保全効果についての既往研究は、主に水田に生息する動物

相への効果についての検証を行ってきたが、育む農法の植物相の多様性に対する影響を評

価した研究は少ない。水田の植物の多様性は動物相の多様性を支えていると考えられるた

め (大窪・前中, 1995)、育む農法のコウノトリの餌環境改善効果を評価するためにも、育

む農法が水田の植物の多様性に及ぼす影響も理解することが重要である。 

また、今後も育む農法がより多くの農業従事者に受容されるためには、農業従事者が育

む農法のような新しい環境保全型農法を受容することを促進するための普及活動を効果的

に実施する必要がある。農業従事者が育む農法を受容する要因を検証した既往研究におい

ては、大沼・山本 (2009) や 関家 (2009) が主に経済的視点から検証を行った。しかし、農

業従事者が環境保全型農法を受容するか否かについては、農法の経済性だけではなく、農

業従事者の環境保全等に対する意識も影響を与えることが指摘されている (Ahnström et al., 

2009; Greiner and Gregg, 2011)。更に、環境保全を含む様々な課題に対する農業従事者の

意識は多様であり、その点において農業従事者は一様な集団ではなく、各自が環境保全等

に対して異なった意識を持つ多様な集団と考えられる (Hammes et al., 2016)。そのため、

そのような農業従事者の環境保全等に対する意識についての多様性を理解することによっ

て、環境保全型農法を促進するための普及活動や施策を多様な農家の個々の特徴に即した

ものとするようにデザインすることができ、ひいては農業従事者による環境保全型農法の

受容の促進に貢献する可能性があると指摘されている (Upadhaya et al., 2021)。これまで、

農業従事者が育む農法に取り組む動機や意識等について把握することを目的とした既往研

究は存在する (菊地, 2012)。しかしながら、育む農法を実践する農業従事者を対象として

その環境保全等についての意識の多様性の解明を目的として実施された研究事例は無い。 

 

第 5 節 本研究論文の構成 

以上のような問題意識を踏まえ、本研究論文は育む農法が水田に生息する生物に与える

影響を評価し、育む農法を実践する農業従事者の多様性を明らかにするために、本章を含
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む５つの章で構成する。まず第 2 章では、コウノトリの餌になり育む農法の実施による保

全効果の発現が期待されているトノサマガエルに対して育む農法がどのような影響を与え

ているかを明らかにする。第 3 章では、水田に生息する野生動物に餌や退避場所を提供す

ることにより生物多様性の保全に貢献すると考えられている水田に発生する維管束植物を

研究対象とし、育む農法が水田の植物の多様性に及ぼす効果を解明する。第 4 章では、育

む農法を実践する農業従事者の環境意識と育む農法に対して抱く期待等をアンケート調査

で把握し、因子分析及びクラスター分析を用いて農業従事者を類型化することによりその

多様性を明らかにする。第 5 章では本論文全体の成果をまとめ総括をおこなう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 コウノトリ育む農法がトノサマガエルの個体数密度に及ぼす効果 

Chapter 2 

Impact of the “white stork friendly farming” (WSFF) method  

on the population density of Pelophylax nigromaculatus frogs 
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第１節 序論 

湿地は野生生物に生息場所を提供し、生物多様性の保全に貢献している (Denny, 1994; 

Verones et al., 2013)。湿地の生態学的・経済的・文化的価・科学的・レクリエーション的

な価値を確認したラムサール条約においては、湿地を天然・人工或いは永続性・一時生を

問わず沼沢地、湿原、泥炭地又は水域と定義している (林・佐藤, 2015)。現在、世界中に

はラムサール条約で指定された 2,400 の湿地が存在し、その面積は 250km2 に及んでいる

(Convention on Wetlands Secretariat, 2023)。しかしながら、湿地の多くが世界で劣化し失

われている (Zedler and Kercher, 2005; Kingsford et al., 2016)。そのような中、 稲作用の水

田は湿地生態系に生息する動植物に自然の湿地の代替となる生息地を提供することにより

生物多様性保全のために重要な役割を果たしている (Kim et al., 2011; Natuhara, 2013)。例

えば、日本の水田においては約 5600 種の生物が生息していると報告されている (桐谷, 

2010)。そのような動物のひとつとして、カエル類は多くの種が水田を生息地として利用

しており (Fujioka and Lane, 1997) 、日本でも 13 種のカエルを水田で見つけることができ

る (出口ら, 2011; Shimada et al., 2022)。 また、本研究が実施された兵庫県においては外来

種のウシガエル（Lithobates catesbeianus）を含む 15 種類のカエル類が生息している(兵庫

県立人と自然の博物館, 2023)(表 2-1)。 

表 2-1 兵庫県に生息するカエル類 

Table 2-1 Frogs living in Hyogo prefecture 
和名 学名 

アズマヒキガエル Bufo japonicus formosus 
ウシガエル Lithobates catesbeianus 
カジカガエル Buergeria buergeri 
シュレーゲルアオガエル Zhangixalus schlegelii 
タゴガエル Rana tagoi tagoi 
ダルマガエル Rana porosa brevipoda 
ツチガエル Glandirana rugosa 
トノサマガエル Pelophylax nigromaculatus 
ナガレタゴガエル Rana sakuraii 
ニホンアカガエル Rana japonica 
ニホンアマガエル Dryophytes japonicus 
ニホンヒキガエル Bufo japonicus japonicus 
ヌマガエル Fejervarya kawamurai 
モリアオガエル Rhacophorus arboreus 
ヤマアカガエル Rana ornativentris 

                 兵庫県立人と自然の博物館(2023)から転載 

 

それらのカエル類は生態系の食物連鎖の中で捕食者及び被食者として重要な役割を果た

している。例えば、カエル類は農作物の害虫を捕食するという生態系サービスを提供して

いる (Pandian and Marian, 1986; Khatiwada et al., 2016; Shuman-Goodier et al., 2019)。 ま

た、カエル類はコウノトリ (Ciconia boyciana)のような絶滅危惧種の餌ともなっている (⾧
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谷川, 2003; 佐藤・東, 2004; 田和ら, 2016)。このような理由から、2005 年からコウノトリ

の野生復帰事業が実施されている兵庫県の但馬地域においては、カエル類の保全がコウノ

トリの野生復帰事業が成功するための重要な条件の一つとして考えられている(内藤ら, 

2011; Ezaki et al., 2013)（図 2-1）。 

 

  
図 2-1 コウノトリ（左）とトノサマガエル（右） 

Fig. 2-1 Ciconia boyciana (left) and Pelophylax nigromaculatus (right) 

 

しかしながら、世界中においてカエル類の個体数は減少している (Wake and Vredenburg, 

2008; Rowley et al., 2010)。同様に、日本においても水田に生息するカエル類の個体数が減

少しており (Hirai and Matsui, 2001)、1970 年代には既に一部研究者が両生類の減少につい

ての危惧を報告し、1990 年代には両生類の生息環境の悪化について多くの報告がなされる

ようになったと言われている (⾧谷川, 2000)。例えば、トノサマガエル (Pelophylax 

nigromaculatus) は環境省が野生生物の個々の種の絶滅の危険度を評価するレッドリストに

おいて準絶滅危惧種と指定されており (環境省,2020)、24 府県において環境省の準絶滅危

惧カテゴリ相当以上に指定されている (NPO 法人 野生動物調査協会・NPO 法人 Envision

環境保全事務所, 2021)。世界的にカエル類が直面している主な脅威としては、生息域の消

滅、病気、汚染物質への暴露、生息域への外来生物の侵入や気候変動が指摘されている

(Withgott, 2002; Kats and Ferrer, 2003; Halliday, 2008; Alford, 2011; Rowley et al., 2010)。

このような脅威に加え、日本の水田に生息するカエル類においては農業生産の近代化も脅

威となり、例として圃場整備による湿田の乾田化や中干し等の近代的水管理手法の採用が

カエル類に悪影響を与えていると指摘されている (Fujioka and Lane, 1997; 大澤・勝野, 

2001)。また、土水路から 3 面コンクリート水路（図 2-2）への転換による生息環境の連続

性の喪失も水田に生息する水生動物の生息条件を悪化させていると言われている (大澤・

勝野, 2001; 川嶋, 2007; 前野・上野, 2009)。 
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図 2-2 水田における 3 面コンクリート水路 

Fig. 2-2 Concrete-made drainage canals in paddy fields 

 

このような中、兵庫県の但馬地域においては、水田の生きものを育みコウノトリの野生

復帰を支援するために環境保全型稲作の一形態である「コウノトリ育む農法」（以下育む

農法と記載）が実施されている。育む農法は、冬期・早期湛水、中干し延期（図 2-3），減

農薬あるいは無農薬による稲作栽培を特徴とし (西村・江崎, 2019; 兵庫県, 2019)、水田の

生物多様性の保全に資すると考えられている。特に、育む農法は水田に生息するトノサマ

ガエルの保全を目的の一つとして開発されたため (内藤ら, 2020)、環境配慮のための必須

要件として中干し実施前にトノサマガエルのオタマジャクシの変態確認を行うことが求め

られている。 

 

  

図 2-3 2016 年 6 月 29 日時点の調査対象慣行農法水田のひとつにおける湛水状況と 2016

年 7 月 6 日時点の調査対象育む農法水田における湛水状況 

Fig. 2-3 Water levels in a paddy field area under the conventional rice cultivation method on 

29th June 2016 (left) and in a paddy field area under the WSFF method on 6th July 

2016(right)  

 

このように育む農法が保全対象としているトノサマガエルは関東地方から仙台平野を除

く本州と四国及び九州において水田の存在と結びついて分布し、北海道の一部にも人の手

によって持ち込まれて生息している (前田・松井, 1999)。ただし、関東地方から仙台平野

の地域にはトノサマガエルは生息せず、外見が似ているが別種のトウキョウダルマガエル

(Pelophylax porosus porosus)が分布している (関, 2021)。トノサマガエルの繁殖期は４月
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から６月で水田を繁殖場所とすることが多く、水たまり等の浅い止水に産卵することもあ

る (前田・松井, 1999)(表 2-2)。 

表 2-2 トノサマガエルの生態的特徴 

Table 2-2  Profile of Pelophylax nigromaculatus 

分布 関東地方から仙台平野を除く本州、四国、九州、北海道（人為的な

移入）(前田・松井, 1999)。 

生息環境 - 平地から低山地の水田や池、河川等に生息する (関, 2021)。 

- 水田と結びついて分布しているが、非繁殖期には水辺からかな

り離れた場所でも生活する (前田・松井, 1999)。 

体の特徴・能力 - 繁殖期に雌雄で体の色に差がある (関, 2021)。 

- 成体でオスが 55 -75mm、メスが 60- 90mm (篠原, 2007)。 

- ジャンプ力に優れている (関, 2021)。 

餌 クモ類やほとんどあらゆる昆虫類の他に、同種の幼蛙、他種のカエ

ルなども食べる (前田・松井, 1999)。 

一般的な生活史

（地域によって

時期は異なる） 

 

- 繁殖期は 4 月～6 月であり、水田や河川の浅井水たまりに卵塊

を産む (関, 2021)。卵塊には 1800-3000 個の卵が含まれる(松井, 

2016)。 

- 変態期は６月下旬から９月 (前田・松井, 1999)。 

- オスは変態した翌年の秋までに性的に成熟し、２歳から繁殖行

動を行う。メスはオスに１年遅れて繁殖に参加する (前田・ 松

井, 1999)。 

- 卵は産卵後 5-7 日でふ化し幼生（オタマジャクシ）となる。ふ

化後約 1 カ月半後から変態が始まり、変態が完了後は陸上で生

活を行う。11 月に気温が 8-10 度まで低くなると水田周辺の草

地や畑で冬眠に備え始める。 

前田・松井 (1999) 、篠原 (2007) 、関 ( 2021)より抜粋 

 

上記のように、育む農法は水田の生きものを保全する効果が期待されつつ作付面積が拡

大している。これまで育む農法が水田の生物多様性の保全に及ぼす効果を評価するために

野生生物への影響を調査した先行研究は存在するが (Naito et al., 2014; 内藤ら, 2020)、育

む農法がトノサマガエルに与える影響についてはまだよくわかっていない。そのため、本

章では育む農法がトノサマガエルの個体群密度に影響を与える可能性について検証するこ

ととした。本章のために、2014 年と 2015 年に実施された野外調査の結果 (内藤ら, 2020)

の予備的な解析を行い、2016 年に本調査を実施した。 
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第２節 材料と方法 

 

2-1  予備解析の材料と方法 

2-1-1  調査地  

予備解析は 2014 年と 2015 年に兵庫県の但馬地域の豊岡市において実施された野外調査

の結果 (内藤ら, 2020)をもとに行った。野外調査は豊岡市内の3地区（三江、新田、五荘）

を調査地区として選定して行われた (図 2-4)。両年とも 3 地区のそれぞれにおいて慣行農

法が実施されている水田 4 圃場と育む農法が実施されている水田 4 圃場（無農薬タイプ、

或いは減農薬タイプ）、即ち、各地区から 8 圃場が選ばれ、3 地区全体で合計 24 圃場が調

査圃場として選定された（表 2-3）。両年とも原則的に同一の圃場で調査が行われたが、農

法が変わった場合は同じ調査地区内の可能な限り条件が同じ圃場で調査が行われ各農法の

サンプルサイズが同数にされた。 

同調査地区で実施された過去の調査ではニホンアマガエル（Dryophytes japonicus）、ヌ

マガエル（Fejervarya kawamurai）、シュレーゲルアオガエル（Zhangixalus schlegelii）、 ニ

ホンアカガエル（Rana japonica）、ヤマアカガエル（Rana ornativentris）、ツチガエル

（Glandirana rugosa）、ウシガエル（Lithobates catesbeianus）及びトノサマガエルが見つ

かっている (Naito et al., 2014;  田和・佐川, 2017a)。 

 
図 2-4 調査地区 

Fig. 2-4 Study site locations 

アルファベット略号の 1 文字目は三江（M）、新田（N）、 五荘（G）の調査地区名を示し、2 文字目は育む農法（E）

および慣行農法（C）を示した。 トノサマガエルと植物（第 3 章参照）の調査が行われた圃場を黒丸で、植物の調査の

みが行われた圃場を黒三角で示した。 
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表 2-3 各調査地区における農法別の調査圃場の数 

Table 2-3 Number of sampled paddy-field areas 
年 2014 年 2015 年 

調査地区 慣行農法 
育む農法 

慣行農法 
育む農法 

減農薬 無農薬 減農薬 無農薬 

五荘 4 1 3 4 0 4 

三江 4 0 4 4 0 4 

新田 4 2 2 4 2 2 

 

2-1-2  方法  

野外調査では⾧方形をした調査圃場の四辺の畦畔の其々にライントランセクト法による

目視調査のための調査ルート（⾧さ 20m×幅 1m = 面積 20m2）を設置した。調査ルート内

に出現したトノサマガエルの成体の数を目視にて記録した。調査は水田の中干しが行われ

る前の 6 月上旬に 2 回実施した。 

調査圃場及び周辺の主要な土地利用のタイプは以下の 5 つの類型に分類した：(1) 水田、

(2) 開放水域、(3) 草地、(4) 畑地、(5) 森林。調査地区の農耕地の土地利用の形態は現地調

査により確認し、森林及び草地は環境省実施第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査植生調

査のデータに基づいて分類した(生物多様性センター, 2017)。各タイプの土地の調査対象

圃場の中心から半径 200m 及び 800m 以内の面積を地理情報システム（GIS）で計算した

(ArgGIS 10.5 ESRI Inc.)。なお、調査地域 に点在する水田等を転用したビオトープは水田

に含めた。 

統計解析にはソフトウェアの R version 4.2.1 を使用した (R Development Core Team,  

2022)。農法と土地利用要因がトノサマガエルの個体数密度に与える影響を一般化線形モ

デル（Generalized Linear Mixed Model (GLMM)）で解析を行った。モデルの目的変数と

したトノサマガエルの個体数はポワソン分布に従うと仮定し log リンク関数を使用した。

調査面積はオフセット項とし、調査年、調査地区、圃場はランダム効果として扱った。 

フルモデルに含んだ説明変数は以下のとおりである：(1) 農法（慣行農法を参照カテゴリ

とし、その他に育む農法減農薬、及び育む農法無農薬）、(2) 調査圃場の中心から半径 200

ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における水田の面積の割合、(3) 調査圃

場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における開放水

域の割合、(4) 調査圃場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の

面積における草地の面積の割合、(5) 調査圃場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m 以内

に含まれる土地全体の面積における畑地の面積の割合、(6) 調査圃場の中心から半径 200ｍ

或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における森林の面積の割合。目的変数の

観察値が過分散であるかどうかを確認するために、オフセット項とランダム効果のみを説

明変数とするモデルを事前に作成した。このモデルのペナルティ付き残差平方和の平方根

が 1.4 以上の場合には過分散であるとみなし、目的変数の観察値毎に付した固有の ID（デ
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ータセットの 1 行毎に固有の値となる）をランダム効果としてモデルに加えた。フル モデ

ルから変数減少法により説明変数を 1 つずつ除いていき、AIC（Akaike's Information 

Criterion/赤池情報量基準） が最小となるモデルを選択した。 

 

2-2 本調査の材料と方法 

 

2-2-1  調査地  

本調査は 2016 年に兵庫県の但馬地域の豊岡市において実施した。豊岡市内の 3 地区（三

江、新田、五荘）を調査地区として選定した(図 2-5)。 

 

図 2-5 調査地区 

Fig. 2-5 Study site locations 

 

3 地区のそれぞれにおいて慣行農法が実施されている水田 10 圃場と育む農法が実施され

ている水田 10 圃場、即ち、各地区から 20 圃場を選び、3 地区全体で合計 60 圃場を調査圃

場として選定した。各圃場の農法は耕作者からの聞き取りにより確認した。調査圃場の平

均面積は 2,440m2 (range: 517–5,542 m2) であった。調査地においては育む農法は 2010 年

頃から実施されている。 

 

2-2-2  方法  

2-2-2-1 トノサマガエルの水田畦畔利用の実態と季節消⾧を把握するための調査 

⾧方形をした調査圃場の四辺の畦畔の其々にライントランセクト法による目視調査のた

めの調査ルート（⾧さ 20m×幅 1m = 面積 20m2）を設置した。調査ルートを約時速 2km

の速度で歩きながら調査ルート内に出現したトノサマガエルの成体の数を目視にて記録し
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た。各調査圃場の四辺の畦畔で記録した個体数密度を圃場毎で合計し、１圃場 80 m2 あた

りの個体数密度を計算した。このようなトノサマガエル成体の個体数密度調査を、五荘地

区の育む農法が実施されている 10 圃場において合計 5 回（2016 年 6 月 22 日、7 月 30 日、

8 月 27 日、10 月 8 日、11 月 2 日）実施した。なお、7 月 30 日に実施した第 2 回調査では

天候不順のため 8 圃場において調査を実施した。 

 

2-2-2-2 コウノトリ育む農法と環境要因がトノサマガエルの個体数密度に与える効果を検

証するための調査 

育む農法と環境要因がトノサマガエルの個体数密度に与える効果を検証するために、上

記と同様のライントランセクト法によるトノサマガエル成体の個体数密度調査を 3 地区

（三江、新田、五荘）の調査対象圃場において実施した。調査はトノサマガエルの繁殖期

間に含まれ且つ水田の中干しが実施される前の 2016 年の 6 月に一度実施した。本調査で

は、排水路による圃場の分断がトノサマガエルの個体数密度に影響を与える可能性を調べ

るために、調査圃場に隣接する排水路の高さと幅を巻尺で計測した。また、畦畔の植生が

トノサマガエルの個体数密度へ与える影響を検証するために畦畔の植生の高さと被度を計

測した。そのために、各調査ルートに 1m2 の方形区を等間隔に 5 つ設置し、畦畔の植生の

高さを巻尺で計測し被度を目視で確認した。その上で、各調査ルートの 5 つの方形区の植

生高と被度の平均を計算した。 

調査圃場及び周辺の主要な土地利用のタイプを以下の 4 つの類型に分類した：(1) 育む農

法が実施されている水田、(2) 慣行農法が実施されている水田、(3) 野菜等の稲以外の農作

物が栽培されている畑と休耕地、(4) 森林及び林縁と川沿いの草地。調査地区の農耕地の

土地利用の形態は現地調査により確認し、森林及び草地は環境省実施第 6 回・第 7 回自然

環境保全基礎調査植生調査のデータに基づいて分類した (生物多様性センター, 2017)。各

タイプの土地の調査対象圃場の中心から半径 100m 以内の面積を地理情報システム（GIS）

で計算した (ArgGIS 10.5 ESRI Inc.)。先行研究においてトノサマガエルが生息地において

移動する距離は平均 48m と報告されていたことから (後藤ら, 2011)、バッファの大きさを

半径 100m とすることとした。なお、Moran's I を計算し距離 100m および 200m の範囲で

トノサマガエルの確認個体数に有意な空間的自己相関がないことを確認した。 

統計解析にはソフトウェアの R version 4.2.1 を使用した (R Development Core Team,  

2022)。環境要因及び土地利用要因がトノサマガエルの個体数密度に与える影響を一般化

線形モデル（Generalized Linear Mixed Model (GLMM)）で解析を行った。モデルの目的

変数としたトノサマガエルの個体数はポワソン分布に従うと仮定し log リンク関数を使用

した。調査地区はランダム効果として扱った。 

フルモデルに含んだ説明変数は以下のとおりである：(1) 調査圃場の面積、(2) 排水路の

幅、(3) 排水路の高さ、(4) 畦畔の植生の高さ、(5) 畦畔の植生の被度、(6) 調査圃場の水

深、(7) 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における育む農法が
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実施されている水田の面積の割合、(8) 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地

全体の面積における水田全体の面積（育む農法が実施されている水田の面積と慣行農法が

実施されている水田の面積の合計）の割合、(9) 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含ま

れる土地全体の面積における野菜等の稲以外の農作物が栽培されている畑と休耕地の面積

の割合、(10) 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における森林

及び林縁と川沿いの草地の面積の割合。説明変数間の多重共線性の問題を回避するために

Variance Inflation Factor (VIF:分散拡大要因)を計算した。 

モデル選択は R パッケージの“glmmTMB” (Magnusson et al., 2017) 及び “MuMln” 

(Bartoń, 2020)を使用して実施した。フルモデルに含まれる説明変数を使用して作ること

のできる全ての組み合わせに対応した複数のサブモデルを生成し、その中から AIC

（Akaike's Information Criterion/赤池情報量基準）の値が最小のモデル、及びデルタ AIC

が２未満であるモデルを選択した。 

 

第３節 結果 

 

3-1 予備解析の結果 

2014 年と 2015 年の２年間の野外調査で記録されたトノサマガエル（成体）の数は合計

704 個体であった。トノサマガエルの個体数を目的変 数とし農法と土地利用要因を説明変

数とした GLMM による解析の結果として選択されたモデルの説明変数の推定値を示した 

（表 2-4）。また、慣行農法圃場、育む農法（減農薬）圃場、及び育む農法（無農薬）圃場

におけるトノサマガエルの個体数を図示した（図 2-6）。 

 

表 2-4 農法と土地利用要因がトノサマガエルの個体数に及ぼす影響に関する 

選択されたモデルの説明変数の推定値 

Table 2-4 Results of model selection and estimation of model parameters 

 
土地利用要因における距離はバッファサイズ（調査圃場を 中心とする半径）を示す 

*P <0.05、**P <0.01 

 

過分散 切片  減農薬 無農薬 
水田 畑地 草地 森林 開放水域 

200m  800m  200m  800m  200m  800m  200ｍ  800ｍ  200ｍ  800ｍ  

あり -9.934 ** — — -2.236 ** 12.728 ** —  —  -10.000 * 23.231 * —  8.858 * —  13.942  
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図 2-6 各農法の圃場におけるトノサマガエルの個体数密度 

Fig. 2-6 Boxplot of number of frogs observed in paddy fields under the conventional and  

the WSFF method (reduced-agrochemical-use type and non-agrochemical-use type) 

 

選択されたモデルの中に農法についての説明変数は含まれなかった。モデルに含まれた

説明変数のうち係数が正の値をとったのは以下のとおりである：(1) 調査圃場の中心から

半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における水田の面積の割合、(2) 調査圃場の中心

から半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における草地の面積の割合、(3) 調査圃場の

中心から半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における森林の面積の割合、(4) 調査圃

場の中心から半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における開放水域の割合。また、

係数が負の値をとった説明変数は以下のとおりである： (1) 調査圃場の中心から半径 200

ｍ以内に含まれる土地全体の面積における水田の面積の割合、 (2) 調査圃場の中心から半

径 200ｍ以内に含まれる土地全体の面積における草地の面積の割合。 

 

3-2 本調査の結果 

 

3-2-1 トノサマガエルの水田畦畔利用の実態と季節消⾧ 

2016 年の本調査で記録された五荘地区の畦畔におけるトノサマガエル成体の季節消⾧を

図に示した (図 2-7)。全体的な傾向としてトノサマガエル成体の個体数密度（個体数/80m2）

は 6 月下旬の中干し前の時期（9.7/80m2）から上昇し 7 月下旬に最大となった (32.6/80m2)。

その後に稲刈り前の 8 月下旬には減少しており（12.7/80m2）、10 月初旬には著しく少なく

なり（2.7/80m2）、11 月初旬には見られなくなった (0/80m2)。 
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図 2-7 五荘地区におけるトノサマガエル成体の季節消⾧（n=10*） 

Fig. 2-7 Seasonal changes in the number of Pelophylax nigromaculatus frogs observed in  

the sample paddy-field areas in Gonosho study site 

*但し、7 月 27 日調査のサンプル数は 8。 

 

3-2-2 コウノトリ育む農法と環境要因がトノサマガエルの個体数密度に与える効果 

2016 年の調査の結果、60 圃場において合計 210 個体のトノサマガエルが確認された。

１圃場 80 m2 あたりの個体数密度の平均値は慣行農法の圃場では 2.70 (SD = 4.07; range 0–

16)、育む農法の圃場では 4.30 (SD = 5.19; range 0–21)であった（図 2-8）。また、環境要

因に係る変数の概要は表 2-5 のとおりである。 
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図 2-8 各農法の圃場におけるトノサマガエルの個体数密度 

Fig. 2-8 Boxplot of number of frogs observed in paddy fields under the conventional and the 

WSFF method 

* Conventional: 慣行農法、WSFF: 育む農法 

 

           表 2-5 環境要因に係る変数の概要 

Table 2-5 Summary of  

environmental factor variables 

変数 

(n=60) 
平均 Range 

圃場面積 (m2) 2,440 517–5,542 

排水路の幅 (cm) 59.27 24–210 

排水路の高さ (cm) 50.27 0–80 

植生の高さ (cm) 12.87 3.5–36 

植生の被度 (%) 74.17 26.25–100 

圃場の水深 (cm) 5.62 0–13.25 

 

フルモデルに含まれる説明変数の全ての組み合わせについて VIF の値は 10 以下であっ

た。モデル選択の結果は表 2-6 のとおりとなった。フルモデルに含まれる説明変数を使用

して 1024 個のサブモデルが生成され、その中から AIC の値が最小或いはデルタ AIC が 2

未満のモデルが 7 個選択された。選択された 7 個のサブモデルの全てにおいて一貫して含

まれた説明変数は植生の高さと被度、圃場の水深、調査圃場の面積、調査圃場の中心から

半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における育む農法が実施されている水田の面積

の割合であった。それらの説明変数の中で植生の被度を除く全ての変数の係数が正の値を
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とった。トノサマガエルと調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積

における育む農法が実施されている水田の面積の割合との間の正の関係が検出された。 

 

表 2-6 モデル選択の結果と各説明変数の係数の推定値 

Table 2-6 Results of model selection and parameter estimates. 

a) AER: 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における育む農法が実施されている水田の面積

の割合、b) ATR: 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における水田全体の面積、c) AHO: 調

査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における野菜等の稲以外の農作物が栽培されている畑と休

耕地の面積の割合、d)AFG: 調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる土地全体の面積における森林及び林縁と川

沿いの草地の面積の割合 

 

第 4 節 考察 

まず、コウノトリの餌資源の一つとしてトノサマガエルの成体の役割を考えるときに、

畦畔におけるトノサマガエル成体の季節消⾧を調べた 2016 年の本調査の結果、６月から８

月にかけて餌として重要な役割を果たす可能性があることがわかった。11 月には畦畔で見

かけることが少なることも判明した。 

育む農法と環境要因がトノサマガエルの個体数密度に与える効果の検証については、予

備解析の結果では育む農法がトノサマガエルに与える影響は検出されなかったが、本調査

ではトノサマガエルの個体数密度と調査圃場の中心から半径 100ｍ以内における育む農法

が実施されている水田の面積の割合との間に正の相関があることが分かった。予備的解析

が対象としたサンプルのサイズが 24 であったの対し本調査のサンプルサイズは 60 であっ

たので、本調査で大きなサンプルサイズを用いたことにより正の相関関係を検出したもの

と考えられる(Field and Hole, 2003)。 

本調査で育む農法が実施されている水田の面積の割合とトノサマガエルの個体数密度の

間の正の相関が検出された理由は育む農法は早期湛水や中干延期といった特徴的な水管理

によってトノサマガエルの繁殖期に水田の湛水期間を相対的に⾧くすることによりトノサ

AIC ∆AIC 
選択された 

説明変数の数 
切片  

排水路に関する変数 植生に関する変数 
水深  圃場面積  a) AER  b) ATR  c) AHO  d) AFG 

幅  高さ  高さ  被度  

フルモデル                   

217.90 — — -2.4797  -0.0041  0.0003  0.0650  -0.0271  0.0835  0.0178  0.0197  -0.0215  -0.0167  -0.0043 

ベストモデル                   

 212.76 —  7 1.5770  -0.0038  —  0.0604  -0.0260  0.0871  0.0193  0.0197  -0.0192  —  — 

デルタ AIC の値が 2 未満のモデル                   

213.08 0.3199  6 1.2198  —  —  0.0686  -0.0289  0.0845  0.0174  0.0168  -0.0133  —  — 

213.97 1.2108  5 0.6658  —  —  0.0596  -0.0300  0.1073  0.0137  0.0100  —  —  — 

214.01 1.2524  8 1.8163  -0.0041  —  0.0625  -0.0268  0.0848  0.0184  0.0201  -0.0207  -0.0146  — 

214.68 1.9214  7 1.3727  —  —  0.0707  -0.0297  0.0822  0.0168  0.0170  -0.0141  -0.0106  — 

214.71 1.9501  8 1.6653  -0.0039  -0.0013  0.0594  -0.0259  0.0839  0.0197  0.0194  -0.0190  —  — 

214.76 1.9999  8 1.5788  -0.0038  —  0.0604  -0.0260  0.0871  0.0193  0.0196  -0.0192  —  -0.0001 
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マガエルの個体群の維持に有効であることが考えられる。トノサマガエルは水田や水路を

繁殖の場として利用し一生を水際からあまり離れずに生活する (⾧谷川, 2003)。そのよう

なトノサマガエルの生存の条件としての水の存在の重要性を考えると、異なる稲作方法に

おける水管理の仕方の相違は水田に生息するトノサマガエルの生息数に影響を与えるもの

と考えられる (村上・大澤, 2008)。特に、慣行農法水田における中干しの実施はトノサマ

ガエルの幼生が圃場内で変態を完了することを妨げることが指摘されており (吉田ら, 

2007; 村上・大澤, 2008)、育む農法の中干し延期は水田の湛水期間を⾧くすることによっ

てトノサマガエルの繁殖にとって有利に働くと考えられる。 

トノサマガエルの平均的な繁殖期は 4 月から 6 月の間であり (前田・松井, 1999)、トノ

サマガエルは水田が湛水されると産卵を始め (後藤ら, 2011)、幼生は 2 か月間ほどかけて

成体に変態する(松井・関, 2008)。豊岡市においては育む農法による水田は田植えが始ま

る 1 ヶ月前の 4 月中旬から湛水が始まり (西村・江崎, 2019)、慣行農法の水田においては 4

月下旬頃に湛水が始まる (田和・佐川, 2017)。また、慣行農法の水田においては中干しは 6

月の中旬から下旬に行われるのに対し (田和・佐川, 2017)、育む農法による水田での中干

しは慣行農法水田より 2 週間ほど遅い 7 月初旬に始まる (西村, 2012)。このように春夏に

育む農法を実施する水田においては慣行農法水田におけるよりも⾧い湛水期間が確保され

ており、トノサマガエルが産卵し幼生が変態を完了するための比較的良好な機会を与えて

いる。また、育む農法の水田においては慣行農法と比べて農薬成分の使用回数が少ないこ

ともトノサマガエルの保全にとって有益と考えられる。しかしながら、育む農法を実践す

る農家を対象に実施したアンケート調査の回答では（第 1 章参照）、複数の農家が育む農法

による冬期湛水がトノサマガエルの冬眠を妨げる等の負の影響を与えるかもしないとの懸

念を表明した。もしもそのような負の影響が事実であれば、中干延期等によって育む農法

がトノサマガエルに与える有益な効果が減殺されるかもしれない。 

本調査の結果として圃場面積が小さいほどトノサマガエルの個体数密度が小さいことが

わかった。その理由は、小さな圃場は圃場群の外縁の道路や裸地に近い場所に位置するこ

とが多く、トノサマガエルにとってはあまり良い生息環境を提供できないことによるかも

しれない。 

排水路の幅と高さはトノサマガエルの個体数密度に影響を与えていないことが判明した。

調査対象地域の排水路の幅は比較的狭いためトノサマガエルは飛び越えることができるた

めかもしれない。また、圃場への入り口はしばしば農道につながっており排水路経由以外

にも近隣圃場と往来する経路を提供しているため、排水路による生息地の分断の効果が検

出されなかったのかもしれない。 

本調査では、畦畔の植生の高さはトノサマガエルの個体数密度と正の相関があり、植生

の被度は負の相関があることが示された。既往研究は水田の畦畔はカエル類が採餌を行う

場所 (Hirai and Matsui, 1999; 更科ら, 2011; 佐野・篠原, 2012) や捕食者からの避難場所 (平

井, 2006)を提供するという重要な役割を果たしていることを指摘している。Katayama et al. 
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(2019) による研究においても水田の畦畔における植生の高さと本章が対象としたトノサマ

ガエルと同属の３種のカエルの個体数との間の正の相関を報告しており、その理由として

高さが高い畦畔の植生はカエルが捕食者から逃れることを可能にすることでカエルにとっ

て好条件であろうことを指摘している。鈴木ら (2002) は植被率が 80%を超える場合は植

被率とトノサマガエルの個体数密度の間に負の相関があり、植被率が 30%から 70%の間の

ときには両者の間に正の相関があることを報告している。この既往研究の結果と同様に本

調査の結果は植被率とトノサマガエルの個体数密度の間に負の相関があることを示唆して

いるが、それは調査対象 60 圃場のうち 29 圃場において 植被率が 80%を超え、38 圃場に

おいて植被率が 70%を超えていたからかもしれない。 

また、圃場の水深とトノサマガエルの個体数密度の間に正の相関があることが判明した

が、トノサマガエルの繁殖にとっての水の存在の不可欠さを考慮すると妥当な結果と言え

る。 

本調査では調査圃場の周辺における野菜等の畑と休耕地の面積の割合とトノサマガエル

の個体数密度との間には相関関係が確認されなかった。トノサマガエルと近縁種であり水

田に生息するトウキョウダルマガエルの生息要因を考察した大澤 (2014) も同様の点を指摘

しており、その原因として畑は耕作や除草により農作物以外の植生が少ないのでトウキョ

ウダルマガエルの生息にとってそれほど有益な寄与をしていないのではないかと考察して

いる。 

調査圃場周辺の森林及び林縁と川沿いの草地の面積の割合についてもトノサマガエルの

個体数密度との間の相関関係が確認されなかった。大河内 (2001) や村上・大澤 (2008) も

指摘するように、近傍の樹林の有無は水田に生息するトノサマガエルの生息可否の条件に

大きな影響は与えていないと考えられる 

 

第 5 節 結論 

予備解析及び本調査によって稲作の育む農法と水田周辺の環境要因が水田に生息するト

ノサマガエルの個体群密度に及ぼす影響を検討した。本調査の結果として、トノサマガエ

ルの個体数密度と調査圃場の中心から半径 100ｍ以内に含まれる育む農法が実施されてい

る水田の面積の割合との間に正の相関があることがわかった。育む農法を実施することで

減農薬あるいは無農薬でイネを栽培し中干しを延期することができる。このような結果か

ら、育む農法はトノサマガエルの保全手法としての効果があると考えられる。トノサマガ

エルの保全に資する他の技術を開発し育む農法に組み込むことができれば育む農法は一層

トノサマガエルの保全とコウノトリの野生復帰に貢献できるであろう。 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 コウノトリ育む農法が植物群落の多様性に及ぼす効果 

Chapter 3 
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第１節 序論 

水田は湿地生態系に生息する生物に代替的な生息域を提供できると考えられている (日

鷹, 1998; Natuhara, 2013; 大谷ら, 2013)。そのような水田の生態系に発生する植物群落は

野生動物に餌や敵からの退避場所を提供する等により生物多様性の保全に貢献している 

(大窪・前中, 1995)。しかし、湿田から乾田への転換 (工藤, 2017) や圃場整備に伴う外来種

の侵入 (大窪・前中, 1995) 等により水田の植生の多様性が低下していることが指摘されて

いる。 

このような中、兵庫県の但馬地域においては、コウノトリの野生復帰を支援するために

環境保全型稲作の一形態である「コウノトリ育む農法」（以下育む農法と記載）が実施さ

れている。育む農法は、冬期・早期湛水，深水管理、中干し延期，減農薬あるいは無農薬

による稲作栽培を特徴とし水田の生物多様性の保全に資することが期待されている。 

これまで、いくつかの既往研究が水田の圃場整備や稲作の農法の相違が水田における植

物群落の組成に影響を与えることを報告している (野口, 1992; 大窪・前中, 1995; 山口ら, 

1998; 伊藤ら, 1999; 松村, 2001)。しかしながら、育む農法が水田の植物の多様性に与える

影響についての知見の蓄積は未だ充分とは言えない。したがって、本章では育む農法は水

田の植物の多様性を増加させるとの仮説を設定し、水田内及び畦畔に発生する植物の多様

性に与える影響について仮説の検証を行った。本章のために、2014 年と 2015 年に実施さ

れた野外調査の結果 (内藤ら, 2020) の予備的な解析を行い、2016 年に本調査を実施した。 

 

第２節 材料と方法 

 

2-1  予備解析の材料と方法 

 

2-1-1  調査地  

予備解析は 2014 年と 2015 年に兵庫県の但馬地域の豊岡市において実施された野外調査

の結果 (内藤ら, 2020) をもとに行った。野外調査は豊岡市内の 3 地区（三江、新田、五荘）

を調査地区として選定して行われた (図 3-1)。両年とも 3 地区のそれぞれにおいて慣行農

法が実施されている水田 10 圃場と育む農法が実施されている水田 10 圃場 (無農薬タイプ、

或いは減農薬タイプ)、即ち、各地区から 20 圃場を選び、3 地区全体で合計 60 圃場が調査

圃場として選定した (表 3-1)。両年とも原則的に同一の圃場で調査が行われたが、農法が

変わった場合は同じ調査地区内の可能な限り条件が同じ圃場で調査が行われ各農法のサン

プルサイズが同数にした。 
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図 3-1 調査地区 

Fig. 3-1 Study site locations 

アルファベット略号の 1 文字目は三江（M）、新田（N）および 五荘（G）の調査地区名を示し、2 文字目は育む農法

（E）および慣行農法（C）を示した。 トノサマガエル（第 2 章参照）と植物の調査が行われた圃場を黒丸で、植物の

調査のみが行われた圃場を黒三角で示した。 

 

表 3-1 各調査地区における農法別の調査圃場の数 

Table 3-1 Number of sampled paddy-field areas 
年 2014 年  2015 年 

調査地区 慣行農法 
育む農法  

慣行農法 
育む農法 

減農薬 無農薬  減農薬 無農薬 

五荘 10 2 8  10 2 8 

三江 10 6 4  10 6 4 

新田 10 0 10  10 0 10 

 

2-1-2  方法 

植生調査のために各圃場の 4 辺の畦畔から調査対象とする 3 つを無作為に選んだ。調査

対象とした各畦畔において、田面（水田内）と畦畔それぞれについて 1 方形区が設定され

た。その結果、田面と畦畔それぞれにおいて 180 方形区で植生調査が行われた（1 圃場あ

たり 3 方形区×10 圃場×2 農法×3 地区＝180 方形区）。 

田面の調査は、畦畔から 1m 程度内側のイネ (Oryza sativa) が植栽された場所で行われ

た。方形区の大きさは 1m2 とされ、その中に出現する維管束植物の出現種および種別の被

度が目視で記録された。植生調査はイネの植栽後 である 6 月、および収穫前の 8 月下旬か
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ら 9 月中旬の 2 回実施された（表 3-2）。２回の調査において同一の圃場が調査対象とされ

たが、方形区の位置は各回の調査時にランダムに設置された。 

 

表 3-2 1 年につき田面と畦畔で各２回行われた調査における調査圃場の数 

Table 3-2 Number of paddy-field areas sampled in June and August-September 

調査地区 
第１回田面（６月）  第 2 回田面（8-9 月）  第１回畦畔（６月）  第 2 回畦畔（8-9 月） 

慣行農法 育む農法  慣行農法 育む農法  慣行農法 育む農法  慣行農法 育む農法 

五荘 10 10  10 10  10 10  10 10 

三江 10 10  10 10  10 10  10 10 

新田 10 10  10 10  10 10  10 10 

 

調査圃場及び周辺の主要な土地利用のタイプを以下の 5 つの類型に分類した：(1) 水田、

(2) 開放水域、(3) 草地、(4) 畑地、(5) 森林。調査地区の農耕地の土地利用の形態は現地調

査により確認し、森林及び草地は環境省実施第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査植生調

査のデータに基づいて分類した (生物多様性センター, 2017)。各タイプの土地の調査対象

圃場の中心から半径 200m 及び 800m 以内の面積を地理情報システム（GIS）で計算した

(ArgGIS 10.5 ESRI Inc.)。なお、調査地域 に点在する水田等を転用したビオトープは水田

に含んだ。 

統計解析にはソフトウェアの R version 3.4.0 を使用した (R Development Core Team,  

2022)。農法と土地利用要因が維管束植物の 出現種数（方形区の出現種数を 3 方形区分ま

とめた合計値）と累積被度（方形区の各出現種の被度を累積し 3 方形区分まとめた合計値）

に与える影響を一般化線形モデル（Generalized Linear Mixed Model (GLMM)）で解析を

行った。モデルの目的変数とした出現種数と累積被度はポワソン分布に従うと仮定し log

リンク関数を使用した。調査面積をオフセット項とし、調査年、調査地区、圃場はランダ

ム効果として扱った。 

フルモデルに含んだ説明変数は以下のとおりである：(1) 農法（慣行農法を参照カテゴ

リとし、その他に育む農法減農薬、及び育む農法無農薬）、(2) 調査圃場の中心から半径

200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における水田の面積の割合、(3) 調

査圃場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における開

放水域の割合、(4) 調査圃場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全

体の面積における草地の面積の割合、(5) 調査圃場の中心から半径 200ｍ或いは半径 800m

以内に含まれる土地全体の面積における畑地の面積の割合、(6) 調査圃場の中心から半径

200ｍ或いは半径 800m 以内に含まれる土地全体の面積における森林の面積の割合。目的変

数の観察値が過分散であるかどうかを確認するために、オフセット項とランダム効果のみ

を説明変数とするモデルを事前に作成した。このモデルのペナルティ付き残差平方和の平

方根が 1.4 以上の場合には過分散であるとみなし、目的変数の観察値毎に付した固有の ID

（データセットの 1 行毎に固有の値となる）をランダム効果としてモデルに加えた。フル 

モデルから変数減少法により説明変数を 1 つずつ除いていき、AIC（Akaike's Information 
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Criterion/赤池情報量基準）が最小となるモデルを選択した。 

 

2-2 本調査の材料と方法 

 

2-2-1  調査地  

本調査は兵庫県の但馬地域の豊岡市において 2016 年に実施した。豊岡市内の 3 地区（三

江、新田、五荘）を調査地区として選定した（図 3-2）。調査地区の圃場の形はほぼ⾧方形

である。3 地区のそれぞれにおいて慣行農法が実施されている水田 10 圃場と育む農法が実

施されている水田 10 圃場、即ち、各地区から 20 圃場を選び、3 地区全体で合計 60 圃場を

調査圃場として選定した。各圃場の農法は耕作者からの聞き取りにより確認した。調査地

においては育む農法は 2010 年頃から実施されている。 

 
図 3-2 調査地区 

Fig. 3-2 Study site locations 

 

2-2-2  方法 

⾧方形をした各圃場の 4 辺の畦畔から調査対象とする 3 つを無作為に選んだ。調査対象

とした各畦畔において、田面（水田内）と畦畔それぞれについて 1 方形区を設定した。そ

の結果、田面と畦畔それぞれにおいて 180 方形区で植生調査を行った（1 圃場あたり 3 方

形区×10 圃場×2 農法×3 地区＝180 方形区）。 

田面の調査は、畦畔から 1m 程度内側のイネが植栽された場所で行った。方形区の大き

さは 1m2 とし、その中に出現する維管束植物の出現種および種別の被度を目視で確認し記

録した。田面の植生調査は、イネの植栽後 である 6 月上旬、7 月下旬、および収穫前の 8

月下旬から 9 月中旬の 3 回実施した（表 3-3）。畦畔の調査は 6 月下旬から 7 月上旬および

9 月下旬から 10 月上旬の 2 回実施した。全ての調査において同一の圃場を調査対象とした
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が、方形区の位置は各回の調査時にランダムに設置した。なお、畦畔の第 2 回目の調査に

おいては、天候不順のため慣行農法の２圃場の調査を行えず調査対象圃場が 58 圃場（174 

方形区）となった。 

 

表 3-3 本調査の各調査地区における農法別の調査圃場の数 

Table 3-3 Number of sampled paddy-field areas 

調査地区 

第１回田面 

(6 月) 

 第 2 回田面 

（7 月） 

 第 3 回田面 

（8-9 月） 

 第１回畦畔 

（6-7 月） 

 第 2 回畦畔 

（9-10 月） 

慣行 

農法 

育む

農法 

 慣行 

農法 

育む 

農法 

 慣行 

農法 

育む

農法 

 慣行

農法 

育む

農法 

 慣行

農法 

育む

農法 

五荘 10 10  10 10  10 10  10 10  10 10 

三江 10 10  10 10  10 10  10 10  10 10 

新田 10 10  10 10  10 10  10 10  10 8 

 

調査対象方形区で確認された植物群落の多様性を評価するためにシャノン・ウィナーの

多様度指数（H’）を計算した。H’ は以下の式(1)で算出した。 

        H’= -Σ pi×ln（pi） （1） 

pi は相対優占度であり、出現植物種の被覆面積の割合（各方形区における各植物種の被

覆面積/全植物種の全被覆面積）とした。各圃場につき 3 方形区の H’ の値の平均値を計算

し、当該圃場を代表する H’ の値とした。各地区において田面と畦畔のそれぞれにおいて植

物群落のシャノン・ウィナーの多様度指数について慣行農法の圃場と育む農法の圃場の間

の差の有無を確認するためにマン・ホイットニーの U 検定を行った。H’ の値は R version 

4.2.1 (R Development Core Team, 2022)で計算した。マン・ホイットニーの U 検定には

SPSS (IBM SPSS Statistics 28.0.0.0)を用いた。調査対象方形区における植物の種組成の傾

向を把握するために出現種の被度を用いて DCA（Detrended Correspondence Analysis, 

Hill・Gauch, 1980）を行い調査対象方形区を序列化した。また、TWINSPAN（Hill, 1979）

により方形区の分類を行った。DCAとTWINSPANを行うためにPCORD ver. 7（McCune 

and Grace, 2002）を用いた。 

 

第３節 結果 

 

3-1 予備解析の結果 

予備解析の対象とした 2014 年と 2015 年の 6 月に実施された田面の植生調査では、イ

ネを除いて 16 種が確認された。出現頻度（調査した全 180 方形区のうち当該種が確認さ

れた方形区の割合）が高い種は、コナギ (Monochoria vaginalis var. plantaginea)（15.0％）、

アオウキクサ (Lemna aoukikusa)（13.3％）、キシュウスズメノヒエ (Paspalum distichum)

（9.2％）、オモダカ (Sagittaria trifolia) （4.2％）であった。 

8-9 月に実施された田面調査では、イネを除いて 66 種が確認 された。出現頻度が高い

種は、ミズワラビ (Ceratopteris thalictroides)（50.0％）、コナギ (48.8％）、チョウジタデ 
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(Ludwigia epilobioides) (47.8％）、アゼナ (Lindernia procumbens) (46.4％）であった。 

6 月に実施された畦畔の植生調査では 148 種が確認された。出現頻度が高い種は、オオ

チドメ (Hydrocotyle ramiflora)（79.2％）、スギナ (Equisetum arvense)（73.6％）、シロツ

メクサ (Trifolium repens)（62.2％）、トウバナ (Clinopodium gracile)（41.7％）であった。 

8-9 月に実施された畦畔の植生調査では 136 種が確認された。出現頻度が高い種は、オ

オチドメ（78.9％）、スギナ（64.2％）、メヒシバ (Digitaria ciliaris)（60.0％）、ヒメクグ

(Kyllinga brevifolia var. leiolepis)（52.2％）であった。 

維管束植物の出現種数と累積被度を目的変数とし農法と土地利用要因を説明変数とし

た GLMM による解析の結果として選択されたモデルの説明変数の推定値を示した （表 3-

4）。



51 

 

表 3-4 農法と土地利用要因が維管束植物の出現種数と累積被度に及ぼす影響に関する 

選択されたモデルの説明変数の推定値 

Table 3-4 Results of model selection and parameter estimates 

切片  減農薬 

 

無農薬 

 
水田 

 
畑地 

 
草地 

 
森林 

 
開放水域 

200m 800m 
 

200m 800m 
 

200m 800m 
 

200ｍ 800ｍ 
 

200ｍ 800ｍ 

田面 6 月 出現種数 （過分散 なし） 

-0.359  0.102  0.478 *** —  —   —  —   —  —   —  —   -7.116  —  

田面 8-9 月 出現種数 （過分散 なし） 

1.434 *** —  —  —  —   —  5.921   —  —   —  0.538   —  5.661 * 

田面 6 月 累積被度 （過分散 なし） 

-2.683 *** 1.513 * 1.192 * —  —   —  —   —  —   -8.450 * —   —  —  

田面 8-9 月 累積被度 （過分散 あり） 

-7.856 ** 1.964 *** 2.330 *** —  10.993 **  —  —   —  17.917 *  —  9.483 **  —  —  

畦畔 6 月 出現種数 （過分散 なし） 

1.706 *** 0.377 *** 0.242 *** —  1.076 *  -0.888  -4.417 *  —  —   -0.365  0.621 *  2.013  —  

畦畔 8-9 月 出現種数 （過分散 なし） 

0.310  0.166 ** 0.080  -0.325  2.772 ***  —  -3.074   -1.173  6.494 ***  -0.929 *** 2.777 ***  2.463  —  

畦畔 6 月 累積被度 （過分散 あり） 

4.161 *** 0.563 *** 0.422 *** 0.530  —   —  —   2.995 ** —   0.851 * -1.233 ***  4.250 * -8.482 ** 

畦畔 8-9 月 累積被度 （過分散 あり） 

4.361 *** 0.171 * 0.307 * -0.462  0.693   —  -10.587 *  —  —   —  —   —  —  

* p < 0.05、 ** p < 0.01、 *** p < 0.001 
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また、慣行農法圃場、育む農法（減農薬）圃場、及び育む農法（無農薬）圃場におけ

る出現種数（圃場内 3 方 形区の平均値）と累積被度（出現種の被度の合計、圃場 内 3 方形

区の平均値）を図示した（図 3-3）。 

 

 
図 3-3 各農法の圃場における維管束植物の出現種数と累積被度 

Fig. 3-3 Boxplots of average number of species (upper diagram) and average cumulative 

total plant cover (lower diagram) observed in June and in August-September in paddy fields 

under the conventional and the WSFF method (reduced-agrochemical-use type and non-

agrochemical-use type)  

2014 年と 2015 年の 2 年分のデータを含む。両年の同一時期に調査が行われた同一圃場における 3 方形区の数値の平

均を計算し圃場毎の値として示した。慣行農法圃場: n=60、育む農法（減農薬）圃場: n=44、育む農法（無農薬）圃場: 

n=16。田面の出現種数には イネを含み、累積被度にはイネの被度は含まれない。 

 

6 月の田面の出現種数について選択されたモデルでは育む農法（無農薬）の説明変数が

正の値をとった。出現種数の中央値は育む農法（無農薬）が育む農法（減農薬）及び慣行

農法よりも大きかった。8-9 月の田面の出現種数について選択されたモデルには農法につ

いての説明変数は含まれなかったが、800m スケールの開放水域の割合の説明変数が正の

値をとった。出現種数の中央値を農法間で比較すると、育む農法（無農薬）及び育む農法

（減農薬）の値は双方とも慣行農法の値よりも大きかったが、農法間の差が 6 月の調査の

ときよりも小さかった。 

6 月の田面の累積被度について選択されたモデルでは育む農法（無農薬）及び育む農法
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（減農薬）の説明変数が正の値をとり、200m スケールの森林の割合の説明変数が正の値

をとった。累積被度を農法間で比較すると、育む農法（無農薬）、育む農法（減農薬）、慣

行農法の順で値が大きい傾向があった。8-9 月の田面の累積被度について選択されたモデ

ルでも育む農法（無農薬）及び育む農法（減農薬）の説明変数が正の値をとり、800m ス

ケールの水田の割合の説明変数、800m スケールの草地の割合の説明変数、800m スケール

の森林の割合の説明変数が正の値をとった。累積被度を農法間で比較すると、育む農法

（無農薬、減農薬）と慣行農法の値の差が６月調査の時より大きくなった。 

なお、6 月の田面については、慣行農法の 26 圃場（43.3％）、育む農法（減農薬）の 15

圃場（34.1％）、育む農法（無農薬）の 7 圃場（43.8％）の方形区内でイネ以外の種が確認

されなかった。イネ以外の種が確認された方形区でも被度が小さく、育む農法（無農薬）

の圃場においては累積被度の最大値は 20％程度であった。他方、8-9 月の田面では、農法

の違いに関わらず全体的に出現種数が増加し、育む農法（減農薬、無農薬共）の圃場の方

形区では累積被度が 80％程度に達するものもあった。 

6 月の畦畔の出現種数について選択されたモデルでは育む農法（無農薬）及び育む農法

（減農薬）の説明変数が正の値をとった。また、800m スケールの水田の割合の説明変数

と 800m スケールの森林の割合の説明変数が正の値をとり、800m スケールの畑地の割合の

説明変数が負の値をとった。出現種数の中央値は育む農法（無農薬、減農薬）の値が慣行

農法の値よりも大きい傾向があった。 

8-9 月の畦畔の出現種数について選択されたモデルでは育む農法（減農薬）の説明変数

が正の値をとった。また、800m スケールの水田の割合の説明変数、800m スケールの草地

の割合の説明変数と 800m スケールの森林の割合の説明変数が正の値をとり、200m スケー

ルの森林の割合の説明変数が負の値をとった。出現種数の中央値は育む農法（無農薬、減

農薬）の値が慣行農法の値よりも大きい傾向があった。 

6 月の畦畔の累積被度について選択されたモデルでは育む農法（無農薬）及び育む農法

（減農薬）の説明変数が正の値をとった。また、200m スケールの草地の割合の説明変数、

200m スケールの森林の割合の説明変数と 200m スケールの開放水域の割合の説明変数が正

の値をとり、800m スケールの森林の割合の説明変数と 800m スケールの開放水域の割合の

説明変数が負の値をとった。累積被度を農法間で比較すると、育む農法（無農薬）、育む

農法（減農薬）、慣行農法の順で値が大きい傾向があった。 

8 月の畦畔の累積被度について選択されたモデルでは育む農法（無農薬）及び育む農法

（減農薬）の説明変数が正の値をとった。また、800m スケールの畑地の割合の説明変数

が負の値をとった。累積被度を農法間で比較すると、育む農法（無農薬、減農薬）の値が

慣行農法の値より大きい傾向があったが６月と比べて農法間の差が小さくなった。 
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3-2 本調査の結果 

本調査の 6 月に実施した第 1 回田面調査では、イネを除いて 12 種が確認された（表 3-

5）。 

表 3-5 第１回田面調査（６月）で確認された維管束植物 

Table 3-5 Plant species identified by the survey within the paddy fields in June 
和名 学名 生活形 外来種 

アオウキクサ Lemna aoukikusa 1 年草 - 

イチョウウキゴケ Ricciocarpos natans 多年草   

イヌビエ Echinochloa crus-galli var. crus -galli 1 年草 - 

イボクサ Murdannia keisak  1 年草 - 

ウキクサ Spirodela polyrhiza  多年草 - 

アイオオアカウキクサ Azolla cristata x filiculoides 多年草 外来種 

オモダカ Sagittaria trifolia  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ Paspalum distichum  多年草 外来種 

コナギ Monochoria vaginalis  1 年草 - 

セリ Oenanthe javanica 多年草 - 

ホタルイ Schoenoplectus hotarui  1 年草 - 

ミゾソバ Persicaria thunbergii  1 年草 - 

 

出現頻度（調査した全 180 方形区のうち当該種が確認された方形区の割合）が高い種

は、アイオオアカウキクサ (Azolla cristata x filiculoides)（15%）、アオウキクサ（8.3%）、

コナギ（7.2%）、ウキクサ (Spirodela polyrhiza)（6.7%）であった。慣行農法水田と育む農

法水田の双方においてイネ以外の出現種がほとんどなく、慣行農法水田においては 67 方形

区（74.4％）、育む農法水田においては 51 方形区（56.7％）でイネ以外の種が確認されな

かった。方形区当たりの出現種数の平均値（イネを含む）は、慣行農法水田で 1.36 種 (SD 

= 0.74)、育む農法の水田では 1.67 種 (SD = 0.89)であった（表 3-6）（図 3-4）。 
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表 3-6 慣行農法水田と育む農法水田における維管束植物の平均出現種数 

Table 3-6 Average number of species observed in paddy fields under the conventional and 

the WSFF methods 

地区 
 

五荘 
 

新田  三江 
 

総合 

農法 
 慣行農法 

(n = 30) 

育む農法  

(n = 30) 

 慣行農法 

(n = 30) 1) 

育む農法 

(n = 30) 
 

慣行農法 

(n = 30) 

育む農法 

(n = 30) 

 慣行農法 

(n = 90) 2) 

育む農法 

(n = 90) 

第 1 回

田面 

 1.13 

(±0.43) 

1.13 

(±0.35) 

 
1.30 (±0.54) 

1.63 

(±0.85) 
 

1.63 

(±1.03)  

2.23 

(±0.97)  

 1.36 

(±0.74) 

1.67 

(±0.89) 

第 2 回

田面 

 2.83 

(±1.64) 

3.77 

(±1.14)  

 
3.57(±1.36)  

4.97 

(±1.45)  
 

3.73 

(±1.93)  

3.67 

(±1.56) 

 3.38 

(±1.69)  

4.13 

(±1.50)  

第 3 回

田面 

 5.80 

(±1.85) 

6.17 

(±1.86)  

 
5.60 (±2.08)  

8.50 

(±1.80)  
 

5.57 

(±2.40)  

6.60 

(±1.69)  

 5.66 

(±2.10)  

7.09 

(±2.04)  

第 1 回

畦畔 

 10.00 

(±3.13) 

10.87 

(±2.57) 

 10.87 

(±2.49)  

11.97 

(±2.55)  
 

11.07 

(±4.29)  

13.80 

(±2.80)  

 10.64 

(±3.38)  

12.21 

(±2.88)  

第 2 回

畦畔 

 12.03 

(±3.36) 

13.67 

(±3.40) 

 12.33 

(±2.57) 

12.70 

(±3.00) 
 

10.47 

(±2.40)  

13.33 

(±3.07)  

 11.56 

(±2.91)  

13.23 

(±3.15)  

標準偏差を平均値に続く括弧内に表示した。 

1) 各地区における各農法の調査対象方形区数は新田地区の慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合（n = 24）を

除いて 30 である。 

2) 各調査回における農法別の総合比較に用いた調査対象方形区数は慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合（n 

= 84）を除いて 90 である。 

 
  出現種数 積算被度 

  
図 3-4 第１回田面調査（６月）で確認された維管束植物の平均出現種数と平均積算被度 

Fig. 3-4 Boxplots of average number of species per plot (left) and average cumulative total 

plant cover per plot (right) observed in June within the paddy fields under the conventional 

and the WSFF methods 

また、出現したイネ以外の植物の被度は小さかった。方形区当たりの積算被度（イネ

以外の出現種の被度を合計した値）の平均値は、慣行農法水田で 2.49 % (SD = 12.88)、育

む農法の水田では 0.33 % (SD = 1.22) であった(表 3-7)。慣行農法水田の方形区において

被度が 10％以上であった種はアイオオアカウキクサとイヌビエ (Echinochloa crus-galli) で

あったのに対し、育む農法水田の方形区において被度が 10％以上であった種はアイオオア

カウキクサのみであった。 
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表 3-7 維管束植物の平均積算被度の農法別比較 

Table 3-7 Average cumulative total plant cover observed in paddy fields under the 

conventional and the WSFF methods 
 地

区 

 
五荘 

 
新田  三江 

 
総合 

農法 
 慣行農法 

(n = 30) 

育む農法  

(n = 30) 

 慣行農法 

(n = 30) 1) 

育む農法 

(n = 30) 
 

慣行農法 

(n = 30) 

育む農法 

(n = 30) 

 慣行農法 

(n = 90) 2) 

育む農法 

(n = 90) 

第 1 回田面 
 0.01 

(±0.04) 
0.13 

(±0.03) 

 0.13  
(±0.04) 

0.13 
(±0.03) 

 
7.41 

(±21.70)  
0.89 

(±2.01)  

 2.49 
(±12.88) 

0.33 
(±1.22) 

第 2 回田面 
 1.44 

(±2.16) 
5.44 

(±6.26)  

 1.44 
(±2.16)  

5.44 
(±6.26)  

 
1.44 

(±3.66)  
26.65 

(±32.40) 

 1.32 
(±2.55)  

20.04 
(±24.91)  

第 3 回田面 
 1.90 

(±2.30) 
14.96 

(±11.50)  

 1.90 
(±2.30)  

14.96 
(±11.50)  

 
1.86 

(±3.37)  
21.03 

(±23.31)  

 2.15 
(±2.80)  

21.05 
(±18.66)  

第 1 回畦畔 
 78.81 

(±31.06) 
60.03 

(±18.15) 

 78.81 
(±31.06)  

60.03 
(±18.15)  

 
84.73 

(±28.41)  
103.16 

(±12.22)  

 80.35 
(±28.30)  

82.70 
(±25.37)  

第 2 回畦畔 
 96.29 

(±23.37) 
128.21 

(±28.67) 

 96.29 
(±23.37) 

128.21 
(±28.67) 

 
98.07 

(±15.65)  
81.24 

(±20.30)  

 102.93 
(±22.08)  

108.64 
(±29.70)  

標準偏差を平均値に続く括弧内に表示した。 

1) 各地区における各農法の調査対象方形区数は新田地区の慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合（n = 24）を除いて 30 で

ある。 

2) 各調査回における農法別の総合比較に用いた調査対象方形区数は慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合（n = 84）を除

いて 90 である。 

 

田面の植生についての 7 月の第 2 回調査では、イネを除いて 33 種が確認された（表 3-

8）。出現頻度が高い種は、コナギ（43.3%）、オモダカ（32.8%）、チョウジタデ（22.2%）、

アゼナ（22.2%）であった。方形区あたりの平均出現種数は、慣行農法水田で 3.38 種 (SD 

= 1.69)、育む農法の水田では 4.13 種 (SD = 1.50) であった（図 3-5）。方形区あたりの積

算被度の平均値は、慣行農法水田で 1.32% (SD = 2.55)、育む農法の水田では 20.04% (SD 

= 24.91)であった。慣行農法水田の方形区において被度が 10％以上であった種はアイオオ

アカウキクサのみであったのに対し、育む農法水田の方形区において被度が 10％以上であ

った種はコナギ、オモダカ、タケトアゼナ (Lindernia dubia var. dubia)  であった。 
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表 3-8 第 2 回田面調査（７月）で確認された維管束植物 

Table 3-8 Plant species identified by the survey within the paddy fields in July 
和名 学名 生活形 外来種 

アオウキクサ Lemna aoukikusa 1 年草 - 

アゼナ Lindernia procumbens 1 年草 - 

アブノメ Dopatrium junceum 1 年草 - 

イチョウウキゴケ Ricciocarpos natans 多年草 -  
イヌガラシ Rorippa indica 多年草 - 

イヌビエ 
Echinochloa crus-galli var. crus 
-galli 

1 年草 - 

イボクサ Murdannia keisak  1 年草 - 

ウキクサ Spirodela polyrhiza  多年草 - 

アイオオアカウキクサ Azolla cristata x filiculoides 多年草 外来種 

オオチドメ Hydrocotyle ramiflora  多年草 - 

オモダカ Sagittaria trifolia  多年草 - 

キクモ Limnophila sessiliflora  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ Paspalum distichum  多年草 外来種 

ギョウギシバ Cynodon dactylon  多年草 - 

クサネム Aeschynomene indica  1 年草 - 

クログワイ Eleocharis kuroguwai  多年草 - 

コケオトギリ Hypericum laxum  多年草 - 

コナギ Monochoria vaginalis  1 年草 - 

セリ Oenanthe javanica 多年草 - 

タカサブロウ Eclipta thermalis 1 年草 - 

タケトアゼナ  Lindernia dubia var. dubia   1 年草 外来種 

タネツケバナ Cardamine occulta 越年草 - 

チョウジタデ Ludwigia epilobioides  1 年草 - 

トキンソウ Centipeda minima  1 年草 - 

ホタルイ Schoenoplectus hotarui  1 年草 - 

ミズハコベ Callitriche palustris 1 年草 - 

ヒメミズワラビ 
Ceratopteris gaudichaudii var. 
vulgaris 

1 年草 - 

ミゾカクシ Lobelia chinensis  多年草 - 

ヤナギタデ Persicaria hydropiper  1 年草 - 

*種名まで判明した種のみ記載。 
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出現種数 積算被度 

  
図 3-5 第 2 回田面調査（７月）で確認された維管束植物の平均出現種数と平均積算被度 

Fig.  3-5 Boxplots of average number of species per plot (left) and average cumulative 

total plant cover per plot (right) observed in July within the paddy fields under the 

conventional and the WSFF methods 

 

田面の 8-9 月の第 3 回調査では、イネを除いて 41 種が確認された（表 3-9）。出現頻度

が高い種は、アゼナ（68.9%）、コナギ（43.9%）、ヤナギタデ (Persicaria hydropiper)

（37.2%）、チョウジタデ（36.1%）であった。方形区あたりの平均出現種数は、慣行農法

水田で 5.66 種 (SD = 2.10)、育む農法の水田では 7.09 種 (SD = 2.04) であった (図 3-6)。

方形区あたりの積算被度の平均値は、慣行農法水田で 2.15% (SD = 2.80)、育む農法の水田

では 21.05% (SD = 18.66) であった。また、慣行農法水田の方形区において被度が 10％以

上であった種はアイオオアカウキクサとイヌビエであったのに対し、育む農法水田の方形

区において被度が 10％以上であった種はコナギ、オモダカ、タケトアゼナ、アゼナ、キシ

ュウスズメノヒエ、クログワイ (Eleocharis kuroguwai)、ヒメミズワラビ (Ceratopteris 

gaudichaudii var. vulgaris) であった。 
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表 3-9 第 3 回田面調査（8-9 月）で確認された維管束植物 

Table 3-9 Plant species identified by the survey within the paddy fields  

in August-September 
和名 学名 生活形 外来種 

アオウキクサ Lemna aoukikusa 1 年草 - 

アゼナ Lindernia procumbens 1 年草 - 

イヌビエ Echinochloa crus-galli var. crus -galli 1 年草 - 

イボクサ Murdannia keisak  1 年草 - 

ウキクサ Spirodela polyrhiza  多年草 - 

エノキグサ Acalypha australis  1 年草 - 

アイオオアカウキクサ Azolla cristata x filiculoides 多年草 外来種 

オオチドメ Hydrocotyle ramiflora  多年草 - 

オモダカ Sagittaria trifolia  多年草 - 

キカシグサ Rotala indica 1 年草 - 

キクモ Limnophila sessiliflora  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ Paspalum distichum  多年草 外来種 

ギョウギシバ Cynodon dactylon  多年草 - 

クサネム Aeschynomene indica  1 年草 - 

クログワイ Eleocharis kuroguwai  多年草 - 

コケオトギリ Hypericum laxum  多年草 - 

コナギ Monochoria vaginalis  1 年草 - 

シロツメクサ Trifolium repens  多年草 外来種 

セリ Oenanthe javanica 多年草 - 

タカサブロウ Eclipta thermalis 1 年草 - 

タケトアゼナ Lindernia dubia var. dubia Pennell 1 年草 外来種 

タネツケバナ Cardamine occulta 越年草 - 

チョウジタデ Ludwigia epilobioides  1 年草 - 

トキワハゼ Mazus pumilus  1 年草 - 

トキンソウ Centipeda minima  1 年草 - 

ニガナ Ixeridium dentatum ssp. dentatum 多年草 - 

ハコベ Stellaria neglecta 1-越年草 - 

ヒデリコ Fimbristylis littoralis 1 年草 - 

ヒナガヤツリ Cyperus flaccidus 1 年草 - 

フタバムグラ Hedyotis brachypoda 1 年草 - 

ホタルイ Schoenoplectus hotarui  1 年草 - 

ヒメミズワラビ 
Ceratopteris gaudichaudii var. 
vulgaris 

1 年草 - 

ミゾカクシ Lobelia chinensis  多年草 - 

ミゾソバ Persicaria thunbergii  1 年草 - 

ヤナギタデ Persicaria hydropiper  1 年草 - 

ヨツバムグラ Galium trachyspermum  多年草 - 

ヨモギ Artemisia indica var. maximowiczii 多年草 - 
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平均出現種数 平均積算被度 

  
図 3-6 第 3 回田面調査（8-9 月）で確認された維管束植物の平均出現種数と平均積算被度 

Fig.  3-6 Boxplots of average number of species per plot (left) and average cumulative 

total plant cover per plot (right) observed in August-September within the paddy fields 

under the conventional and the WSFF methods 

 

6-7 月の畦畔の植生調査についての第 1 回調査では、 103 種が確認された（表 3-10）。出

現頻度が高い種は、オオチドメ（85.0%）、スギナ（72.2%）、シロツメクサ（68.9%）、エ

ノコログサ (Setaria viridis)（51.1%）であった。方形区当たりの平均出現種数は、慣行農

法水田で 10.64 種 (SD = 3.38)、育む農法の水田では 12.21 種  (SD = 2.88) であった（図 3-

7）。方形区当たりの積算被度の平均値は、慣行農法水田で 80.35% (SD =28.30 )、育む農

法の水田では 82.70%  (SD = 25.37) であった。 

 

表 3-10 第 1 回畦畔調査（6-7 月）で確認された維管束植物 

Table 3-10 Plant species identified by the survey in the levees in June-July 
和名 学名 生活形 外来種 

アキノノゲシ Lactuca indica  1 年草/多年草 - 

アマチャヅル Gynostemma pentaphyllum 多年草 - 

アメリカセンダングサ Bidens frondosa 1 年草 外来種 

イヌガラシ Rorippa indica 多年草 - 

イヌザンショウ Zanthoxylum schinifolium 落葉低木 - 

イヌタデ Persicaria longiseta  1 年草 - 

イヌビエ Echinochloa crus-galli var. crus -galli 1 年草 - 

イヌムギ Bromus catharticus  多年草 外来種 

イボクサ Murdannia keisak  1 年草 - 

エノキグサ Acalypha australis  1 年草 - 

エノコロクサ Setaria viridis  1 年草 - 

オオスズメノカタビラ Poa trivialis 多年草 - 

オオチドメ Hydrocotyle ramiflora  多年草 - 

オオツメクサ Spergula arvensis var. sativa  1 年草 外来種 

オオニシキソウ Chamaesyce nutans  1 年草 外来種 

オオニワゼキショウ Sisyrinchium angustifolium 多年草 外来種 
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表 3-10（つづき） 第 1 回畦畔調査（6-7 月）で確認された維管束植物 

Table 3-10(Continued) Plant species identified by the survey 

 in the levees in June-July 
和名 学名 生活形 外来種 

オオバコ Plantago asiatica  多年草 - 

オオマツヨイグサ Oenothera glazioviana  越年草 外来種 

オニタビラコ Youngia japonica  1-2 年草 - 

オニノゲシ Sonchus asper  2 年草 外来種 

オヘビイチゴ Potentilla anemonifolia 多年草 - 

オランダミミナグサ Cerastium glomeratum  越年草 外来種 

カキドオシ Glechoma hederacea ssp. Grandis 多年草 - 

カスマグサ Vicia tetrasperma  越年草 - 

カゼクサ Eragrostis ferruginea 多年草 - 

カタバミ Oxalis corniculata  多年草 - 

カモジグサ Elymus tsukushiensis var. transiens  多年草 - 

ギシギシ Rumex japonicus  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ Paspalum distichum  多年草 外来種 

キツネノボタン Ranunculus silerifolius var. glaber 多年草 - 

キツネノマゴ Justicia procumbens 1 年草 - 

キュウリグサ Trigonotis peduncularis  2 年草 - 

ギョウギシバ Cynodon dactylon  多年草 - 

クサイ Juncus tenuis  多年草 - 

クサネム Aeschynomene indica  1 年草 - 

クズ Pueraria lobota 多年草 - 

クルマバナ Clinopodium chinense ssp. grandflorum 多年草 - 

コオニタビラコ Lapsanastrum apogonoides  2 年草 - 

コケオトギリ Hypericum laxum  多年草 - 

コナスビ Lysimachia japonica  多年草 - 

コニシキソウ Chamaesyce maculata 1 年草 外来種 

コヒルガオ Calystegia hederacea  多年草 - 

コブナグサ Arthraxon hispidus 1 年草 - 

コメツブツメクサ Trifolium dubium 1 年草 外来種 

コモチマンネングサ Sedum bulbiferum  多年草 - 

シバ Zoysia japonica  多年草 - 

シバスゲ Carex nervata  多年草 - 

シロツメクサ Trifolium repens  多年草 外来種 

シロネ Lycopus lucidus 多年草 - 

スイバ Rumex acetosa  多年草 - 

スギナ Equisetum arvense 多年草 - 

ススキ Miscanthus sinensis 多年草 - 

スズメノカタビラ Poa annua  1-2 年草 - 

スズメノヒエ Paspalum thunbergii  多年草 - 
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表 3-10（つづき） 第 1 回畦畔調査（6-7 月）で確認された維管束植物 

Table 3-10 (Continued) Plant species identified by the survey  

in the levees in June-July 
和名 学名 生活形 外来種 

スズメノヤリ Luzula capitata 多年草 - 

スミレ Viola mandshurica  多年草 - 

セイタカアワダチソウ Solidago altissima  多年草 外来種 

セイヨウタンポポ Taraxacum officinale  多年草 外来種 

セリ Oenanthe javanica 多年草 - 

タカサブロウ Eclipta thermalis 1 年草 - 

タチイヌノフグリ Veronica arvensis  2 年草 外来種 

チガヤ Imperata cylindrica 多年草 - 

チカラシバ Pennisetum alopecuroides 多年草 - 

ツボスミレ Viola verecunda  多年草 - 

ツユクサ Commelina communis  1 年草 - 

トウバナ Clinopodium gracile 多年草 - 

トキワハゼ Mazus pumilus  1 年草 - 

トキンソウ Centipeda minima  1 年草 - 

ドクダミ Houttuynia cordata  多年草 - 

ナギナタガヤ Vulpia myuros  1-2 年草 外来種 

ニガナ 
Ixeridium dentatum ssp. 

dentatum 
多年草 - 

ニワゼキショウ Sisyrinchium rosulatum 多年草 外来種 

ヌカキビ Panicum bisulcatum 1 年草 - 

ヌカボ 
Agrostis clavata ssp. 

matsumurae 
2 年草 - 

ネズミムギ Lolium multiflorum  1-2 年草 外来種 

ノミノフスマ 
Stellaria uliginosa var. 

undulata 
1-越年草 - 

ハナイバナ Bothriospermum zeylanicum 1-2 年草 - 

ハナニガナ 
Ixeris dentata ssp. nipponicum 

var. albiflora f. ampilifolia 
多年草 - 

ハハコグサ Gnaphalium affine  1-2 年草 - 

ヒメクグ 
Cyperus brevifolius var. 
leiolepis  

多年草 - 

ヒメコバンソウ Briza minor  1 年草 外来種 

ヒメジョオン Erigeron annuus 1-2 年草 外来種 

ヒメムカシヨモギ Conyza canadensis  2 年草 外来種 

ブタナ Hypochoeris radicata  多年草 外来種 

フタバムグラ Hedyotis brachypoda 1 年草 - 

ヘクソカズラ Paederia scandens 多年草 - 

ヘビイチゴ Potentilla hebiichigo 多年草 - 

ホトケノザ Lamium amplexicaule  2 年草 - 

ミゾカクシ Lobelia chinensis  多年草 - 

ミゾソバ Persicaria thunbergii  1 年草 - 

メヒシバ Digitaria ciliaris  1 年草 - 

メリケンカルカヤ Andropogon virginicus  多年草 外来種 
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表 3-10（つづき） 第 1 回畦畔調査（6-7 月）で確認された維管束植物 

Table 3-10 (Continued) Plant species identified by the survey  

in the levees in June-July 
和名 学名 生活形 外来種 

ヤナギタデ Persicaria hydropiper  1 年草 - 

ヤハズソウ Kummerowia striata 1 年草 - 

ヤブマメ 
Aamphicarpaea bracteata subsp. 
edgeworthii var. japonica 

1 年草 - 

ヨメナ Aster yomena 多年草 - 

ヨモギ Artemisia indica var. maximowiczii 多年草 - 

 
平均出現種数 平均積算被度 

  
図 3-7 第１回畦畔調査（6-7 月）で確認された維管束植物の平均出現種数と平均積算被度 

Fig.  3-7 Boxplots of average number of species per plot (left) and average cumulative 

total plant cover per plot (right) observed in June-July in the levees under the 

conventional and the WSFF methods 

 

9-10 月の畦畔の第 2 回調査では、103 種が確認された（表 3-11）。出現頻度が高い種は、

メヒシバ（83.9%）、スギナ（70.1%）、ヒメクグ（67.8%）、オオチドメ（78.2%）であっ

た。方形区当たりの平均出現種数は、慣行農法水田で 11.56 種  (SD = 2.91)、育む農法の

水田では 13.23 種  (SD = 3.15) であった（図 3-8）。方形区当たりの積算被度の平均値は、

慣行農法水田で 102.93%  (SD = 22.08)、育む農法の水田では 108.64%  (SD = 29.70) であ

った。 
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表 3-11 第 2 回畦畔調査(9-10 月)で確認された維管束植物 

Table 3-11 Plant species identified by the survey in the levees 

 in September-October 
和名 学名 生活形 外来種 

アキノノゲシ Lactuca indica  1 年草/多年草 - 

アゼナ Lindernia procumbens 1 年草 - 

アマチャヅル Gynostemma pentaphyllum 多年草 - 

アメリカセンダングサ Bidens frondosa 1 年草 外来種 

イヌガラシ Rorippa indica 多年草 - 

イヌタデ Persicaria longiseta  1 年草 - 

イヌトウバナ 
Clinopodium micranthum var. 
micranthum 

多年草 - 

イヌビエ 
Echinochloa crus-galli var. crus 
-galli 

1 年草 - 

イノコヅチ 
Achyranthes bidentata var. 
japonica  

多年草 - 

イボクサ Murdannia keisak  1 年草 - 

ウシハコベ Stellaria aquatica 多年草 - 

ウマノアシガタ Ranunculus japonicus  多年草 - 

エノキグサ Acalypha australis  1 年草 - 

エノコロクサ Setaria viridis  1 年草 - 

オオチドメ Hydrocotyle ramiflora  多年草 - 

オオバコ Plantago asiatica  多年草 - 

オニタビラコ Youngia japonica  1-2 年草 - 

オニノゲシ Sonchus asper  2 年草 外来種 

オヒシバ Eleusine indica  1 年草 - 

オヘビイチゴ Potentilla anemonifolia 多年草 - 

オランダミミナグサ Cerastium glomeratum  越年草 外来種 

カキドオシ 
Glechoma hederacea ssp. 
Grandis 

多年草 - 

カスマグサ Vicia tetrasperma  越年草 - 

カゼクサ Eragrostis ferruginea 多年草 - 

カタバミ Oxalis corniculata  多年草 - 

ギシギシ Rumex japonicus  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ Paspalum distichum  多年草 外来種 

キツネノボタン 
Ranunculus silerifolius var. 
glaber 

多年草 - 

キツネノマゴ Justicia procumbens 1 年草 - 

キュウリグサ Trigonotis peduncularis  2 年草 - 

ギョウギシバ Cynodon dactylon  多年草 - 

キンエノコロ Setaria pumila 1 年草 - 

クサネム Aeschynomene indica  1 年草 - 

クルマバナ 
Clinopodium chinense ssp. 
grandflorum 

多年草 - 

コケオトギリ Hypericum laxum  多年草 - 

コニシキソウ Chamaesyce maculata 1 年草 外来種 

コヌカグサ Agrostis gigantea 多年草 外来種 
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表 3-11（つづき） 第 2 回畦畔調査 (9-10 月)で確認された維管束植物 

Table 3-11 (Continued) Plant species identified by the survey in the levees  

in September-October 
和名 学名 生活形 外来種 

コヒルガオ Calystegia hederacea  多年草 - 

コブナグサ Arthraxon hispidus 1 年草 - 

サクラタデ 
Persicaria macrantha ssp. 
conspicua 

多年草 - 

ザクロソウ Mollugo stricta 1 年草 - 

シナダレスズメガヤ Eragrostis curvula  多年草 外来種 

シバ Zoysia japonica  多年草 - 

シバスゲ Carex nervata  多年草 - 

シロツメクサ Trifolium repens  多年草 外来種 

シロネ Lycopus lucidus 多年草 - 

スイバ Rumex acetosa  多年草 - 

スギナ Equisetum arvense 多年草 - 

ススキ Miscanthus sinensis 多年草 - 

スズメノテッポウ Alopecurus aequalis 1-2 年草 - 

スズメノヒエ Paspalum thunbergii  多年草 - 

スベリヒユ Portulaca oleracea  1 年草 - 

スミレ Viola mandshurica  多年草 - 

セイタカアワダチソウ Solidago altissima  多年草 外来種 

セイヨウタンポポ Taraxacum officinale  多年草 外来種 

セリ Oenanthe javanica 多年草 - 

タカサブロウ Eclipta thermalis 1 年草 - 

タガラシ Ranunculus sceleratus  2 年草 - 

タネツケバナ Cardamine occulta 越年草 - 

チガヤ Imperata cylindrica 多年草 - 

チカラシバ Pennisetum alopecuroides 多年草 - 

チョウジタデ Ludwigia epilobioides  1 年草 - 

ツボスミレ Viola verecunda  多年草 - 

ツユクサ Commelina communis  1 年草 - 

トウバナ Clinopodium gracile 多年草 - 

トキワハゼ Mazus pumilus  1 年草 - 

トキンソウ Centipeda minima  1 年草 - 

ドクダミ Houttuynia cordata  多年草 - 

ニガナ 
Ixeridium dentatum ssp. 

dentatum 
多年草 - 

ヌカキビ Panicum bisulcatum 1 年草 - 

ヌカボ 
Agrostis clavata ssp. 

matsumurae 
2 年草 - 

ヌスビトハギ 
Desmodium podocarpum ssp. 
oxyphyllum var. japonicum 

多年草 - 

ノミノフスマ 
Stellaria uliginosa var. 

undulata 
1-越年草 - 
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表 3-11（つづき） 第 2 回畦畔調査 (9-10 月)で確認された維管束植物 

Table 3-11 (Continued) Plant species identified by the survey in the levees  

in September-October 
和名 学名 生活形 外来種 

ハキダメソウ Galinsoga quadriradiata 1 年草 外来種 

ハコベ Stellaria neglecta 1-越年草 - 

ハッカ 
Mentha canadensis var. 
piperascens  

多年草 - 

ハナイバナ Bothriospermum zeylanicum 1-2 年草 - 

ハナニガナ 
Ixeris dentata ssp. nipponicum 

var. albiflora f. ampilifolia 
多年草 - 

ヒガンバナ Lycoris radiata  多年草 外来種 

ヒデリコ Fimbristylis littoralis 1 年草 - 

ヒメクグ 
Cyperus brevifolius var. 
leiolepis  

多年草 - 

ヒメジョオン Erigeron annuus 1-2 年草 外来種 

ヒメムカシヨモギ Conyza canadensis  2 年草 外来種 

ブタナ Hypochoeris radicata  多年草 外来種 

フタバムグラ Hedyotis brachypoda 1 年草 - 

ヘクソカズラ Paederia scandens 多年草 - 

ヘビイチゴ Potentilla hebiichigo 多年草 - 

ホトケノザ Lamium amplexicaule  2 年草 - 

ミゾカクシ Lobelia chinensis  多年草 - 

ミゾソバ Persicaria thunbergii  1 年草 - 

ムラサキサギゴケ Mazus miquelii  多年草 - 

メヒシバ Digitaria ciliaris  1 年草 - 

メリケンカルカヤ Andropogon virginicus  多年草 外来種 

ヤナギタデ Persicaria hydropiper  1 年草 - 

ヤハズソウ Kummerowia striata 1 年草 - 

ヤブマメ 

Aamphicarpaea bracteata 
subsp. edgeworthii var. 

japonica 
1 年草 - 

ヨシ Phragmites australis 多年草 - 

ヨメナ Aster yomena 多年草 - 

ヨモギ 
Artemisia indica var. 

maximowiczii 
多年草 - 
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平均出現種数 平均積算被度 

  
図 3-8 第 2 回畦畔調査 (9-10 月) で確認された維管束植物の平均出現種数と平均積算被度 

Fig.  3-8 Boxplots of average number of species per plot (left) and average cumulative 

total plant cover per plot (right) observed in September-October in the levees under the 

conventional and the WSFF methods 

 

田面及び畦畔の方形区に出現した植物群落についてシャノン・ウィナーの多様度指数

（H’）を計算したところ、第１回田面調査における植物群落の H’ の値は五荘、新田、三

江の慣行農法圃場で其々0.01、0.03、0.19 であり、育む農法圃場で 0.01、0.11、0.20 であ

った（表 3-12）。第 2 回田面調査における植物群落の H’ の値は五荘、新田、三江の慣行農

法圃場で 0.10、0.09、0.10 であり、育む農法圃場で 0.31、0.74、0.61 であった。第 3 回田

面調査における植物群落の H’ の値は五荘、新田、三江の慣行農法圃場で 0.14、 0.18、0.13

であり、育む農法圃場で 0.65、 0.94、0.60 であった。第１回畦畔調査における植物群落の

H’ の値は五荘、新田、三江の慣行農法圃場で其々1.63、1.68、1.77 であり、育む農法圃場

で 1.84、1.79、1.88 であった。第 2 回畦畔調査における植物群落の H’ の値は五荘、新田、

三江の慣行農法圃場で 1.66、1.72、1.45 であり、育む農法圃場で 2.03、1.80、1.99 であっ

た。 
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表 3-12  シャノン・ウィナーの多様度指数 H’ と マン・ホイットニーの U 検定の結果 

Table 3-12 Comparison of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities  

in the paddy fields under the conventional and the WSFF methods 

地区 五荘  新田  三江  総合  

農法 慣行農法 
 (n = 10) 

WSFF  
(n = 10) 

 
慣行農法 
(n = 10) 1) 

WSFF  
(n = 10) 

 
慣行農法 
 (n = 10) 

WSFF  
(n = 10) 

 
慣行農法 
(n = 30) 2) 

WSFF  
(n = 30) 

 

第 1 回

田面 
0.01  

(±0.00) 
0.01  

(±0.00) 
 

0.03 
(±0.02) 

0.11 
(±0.04) 

 
0.19 

(±0.10) 
0.20 

(±0.06) 
 

0.07 
(±0.04) 

0.11 
 (±0.03) 

 

第 2 回

田面 
0.10 

 (±0.02)  
0.31 

 (±0.06)  
* 

0.09 
(±0.02) 2) 

0.74 
(±0.10)  

* 
0.10 

(±0.04) 2) 
0.61 

(±0.15)  
* 

0.10 
(±0.01)  

0.55  
(±0.07)  

* 

第 3 回

田面 
0.14 

 (±0.03)  
0.65 

 (±0.08)  
* 

0.18 
(±0.03) 2) 

0.94 
(±0.09)  

* 
0.13 

(±0.03) 2) 
0.60 

(±0.12)  
* 

0.15 
(±0.02)  

0.73 
 (±0.06)  

* 

第 1 回

畦畔 
1.63 

 (±0.14) 
1.84 

 (±0.11) 
 

1.68 
(±0.06) 

1.79 
(±0.06) 

 
1.77 

(±0.17) 
1.88 

(±0.09) 
 

1.69 
(±0.07)  

1.84 
 (±0.05)  

 

第 2 回

畦畔 
1.66 

 (±0.12) 
2.03  

(±0.11) 
 

1.72 
(±0.12) 

1.80 
(±0.07) 

 
1.45 

(±0.11)  
1.99 

(±0.09)  
* 

1.60 
(±0.07)  

1.94  
(±0.06)  

* 

Conv., Conventional method; White Stork Friendly Farming method 

標準偏差を平均値に続く括弧内に表示した。 

1) 各地区における各農法の調査対象方形区数は新田地区の慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合（n = 8）

を除いて 10 である。 

2) 各調査回における農法別の総合比較に用いた調査対象方形区数は慣行農法圃場における第２回畦畔調査の場合

（n = 28）を除いて 30 である。 

*P <0.05 マン・ホイットニーの U 検定 
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各調査回について慣行農法と育む農法における H’ の値を比較したところ、第１回田面

調査においては農法間で H’ の有意な相違は確認されなかった（図 3-9）。 

 
五荘 新田 

  
三江 総合 

  
図 3-9 第１回田面調査 (6 月) での各地区における植物群落の H’ の農法間の比較 

Fig. 3-9 Boxplots of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities 

within the paddy fields under the conventional and the WSFF methods in June 

 

しかし、田面第 2 回と第 3 回の調査の全ての地区において育む農法のシャノン・ウィナ

ーの多様度指数（H’）の値が慣行農法の数値よりも有意に高いことが確認された (図 3-

10、図 3-11)。 
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五荘 新田 

  
三江 総合 

  
図 3-10 第 2 回田面調査（７月）での各地区における植物群落の H’ の農法間の比較 

Fig. 3-10 Boxplots of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities 

within the paddy fields under the conventional and the WSFF methods in July 
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五荘 新田 

  
三江 総合 

  
図 3-11 第 3 回田面調査（8-9 月）での各地区における植物群落の H’ の農法間の比較 

Fig. 3-11 Boxplots of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities within the 

paddy fields under the conventional and the WSFF methods in August-September 
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また、畦畔第 1 回調査については全ての地区において育む農法の H’ の値が慣行農法の値

よりも高かったが統計的に有意な差はなかった（図 3-12）。 

畦畔第 2 回調査については三江地区においてだけ育む農法の H’ の値が慣行農法の値より

も有意に高かった（図 3-13）。 

 
五荘 新田 

  
三江 総合 

  
図 3-12 第 1 回畦畔調査 (6-7 月)での各地区における植物群落の H’ の農法間の比較 

Fig. 3-12 Boxplots of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities 

in the levees under the conventional and the WSFF methods in June-July 
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五荘 新田 

  
  

三江 総合 

  
図 3-13 第 2 回畦畔調査 (9-10 月) での各地区における植物群落の H’ の農法間の比較 

Fig. 3-13 Boxplots of Shannon–Wiener diversity indices of plant communities 

in the levees under the conventional and the WSFF methods in September-October 
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TWINSPAN により方形区の分類を行った結果、各調査につき第２段階までのグループ

分けにより４つのグループに分類された。第 1 回田面調査についての TWINSPAN の結果

として第１段階の分類で方形区はグループ 0 とグループ 1 の２つのグループに分類され、

アイオオアカウキクサとイヌビエが正の指標種であった（図 3-14）。グループ０は更にグ

ループ 00 とグループ 01 の２つのグループに分類され、アオウキクサ、コナギとイボクサ

(Murdannia keisak) が負の指標種でイネが正の指標種であった。グループ 01 は 163 方形区

を含む最大のグループでほとんどイネだけが出現した。グループ 00 は小さなグループで育

む農法圃場における方形区だけを含んだ。他の２つのグループ（グループ 10 とグループ

11）は非常に小さなグループで其々３方形区と２方形区を含んだ。 

 

 
図 3-14 田面第 1 回調査の TWINSPAN の結果 

Fig. 3-14 Dendrogram of plant community types identified by TWINSPAN  

for the plant survey within the paddy fields in June 

Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法 
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第 2 回田面調査についての TWINSPAN の結果においては第１段階の分類で方形区はグ

ループ 0 とグループ 1 の２つのグループに分類され、タケトアゼナ、コナギ、オモダカ、

ウキクサが負の指標種であり、ヤナギタデが正の指標種であった（図 3-15）。グループ０

は主に育む農法の方形区を含み更にグループ 00 とグループ 01 の２つのグループに分類さ

れ、アゼナ、チョウジタデ、コナギが負の指標種でオモダカとウキクサが正の指標種であ

った。グループ 1 は主に慣行農法の方形区を含み更にグループ 10 とグループ 11 の２つの

グループに分類され、オモダカが負の指標種でタネツケバナ (Cardamine occulta)、アゼナ、

チョウジタデ、ヤナギタデが正の指標種であった。 

 

図 3-15 田面第２回調査の TWINSPAN の結果 

Fig. 3-14 Dendrogram of plant community types identified by TWINSPAN  

for the plant survey within the paddy fields in July 

Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法 
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第 3 回田面調査についての TWINSPAN の結果においては第１段階の分類で方形区はグル

ープ 0 とグループ 1 の２つのグループに分類され、キクモ (Limnophila sessiliflora)、コナ

ギ、オモダカが負の指標種でありタネツケバナ、ヤナギタデが正の指標種であった（図 3-

16）。グループ０は主に育む農法の方形区を含み更にグループ 00 とグループ 01 の２つの

グループに分類され、ヒメミズワラビ、アオウキクサ、 チョウジタデ、コナギが負の指標

種でありオモダカが正の指標種であった。 グループ 00 は育む農法の方形区だけを含みグ

ループ 01 は育む農法の方形区を慣行農法の方形区よりも多く含んだ。グループ 1 は更にグ

ループ 10 とグループ 11 の２つのグループに分類され、タネツケバナ、 トキンソウ

(Centipeda minima)、タカサブロウ (Eclipta thermalis) が負の指標種でありアオウキクサ

とオモダカが正の指標種であった。グループ 10 とグループ 11 は共に主に慣行農法の方形

区を含んだ。 

 

 
図 3-16 田面第 3 回調査の TWINSPAN の結果 

Fig. 3-16 Dendrogram of plant community types identified by TWINSPAN  

for the plant survey within the paddy fields in August-September 

Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法 
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第 1 回畦畔調査についての TWINSPAN の結果においては第１段階の分類で方形区はグ

ループ 0 とグループ 1 の２つのグループに分類され、オオチドメが負の指標種でありメヒ

シバが正の指標種であった（図 3-17）。グループ０は更にグループ 00 とグループ 01 の２

つのグループに分類され、チガヤ (Imperata cylindrica) が負の指標種であった。グループ 1

は慣行農法の方形区だけを含み更にグループ 10 とグループ 11 の２つのグループに分類さ

れ、イヌビエが負の指標種であった。 

 

図 3-17 畦畔第 1 回調査の TWINSPAN の結果 

Fig. 3-17 Dendrogram of plant community types identified by TWINSPAN 

for the plant survey in the levees in June-July 

Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法 
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図 3-18 畦畔第 2 回調査の TWINSPAN の結果 

Fig. 3-18 Dendrogram of plant community types identified by TWINSPAN  

for the plant survey in the levees in September-October 

Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法 

 

第 2 回畦畔調査についての TWINSPAN の結果においては第１段階の分類で方形区はグ

ループ 0 とグループ 1 の２つのグループに分類され、メヒシバが負の指標種でありカゼク

サ (Eragrostis ferruginea)、チガヤ、チカラシバ (Pennisetum alopecuroides) が正の指標種

であった（図 3-18）。 グループ０は更にグループ 00 とグループ 01 の２つのグループに分

類され、ヨモギ (Artemisia indica var. maximowicaii)、 ツユクサ (Commelina communis)、 

スギナ、 ギシギシ (Rumex japonicus) が負の指標種であった。 グループ 1 は慣行農法の方

形区だけを含み更にグループ 10 とグループ 11 の２つのグループに分類され、チガヤとシ

バ (Zoysia japonica) が負の指標種でありメヒシバ、カゼクサとチカラシバが正の指標種で

あった。グループ 11 は主に育む農法の方形区を含んだが、他のグループについては農法と

の関係は見られなかった。 

各調査回の調査対象方形区を DCA により序列化したところ田面における第 1 回調査に

おいては育む農法の方形区の多くが図中の原点近くにまとまって配置された（図 3-19）。

第 1 軸と第 2 軸の固有値 (Eigenvalues) はそれぞれ 0.73 と 0.38 であった。 
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図 3-19 田面第 1 回調査の DCA 図 

Fig. 3-19 Diagram of sample plots in DCA ordination for the plant survey within the paddy 

fields in June 

 Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法、Acf: アイオオアカウキクサ (Azolla cristata x filiculoides)、Ecr: イヌビエ

(Echinochloa crus-galli)、Lao: アオウキクサ(Lemna aoukikusa)、Mke: イボクサ(Murdannia keisak)、Mva: コナギ

(Monochoria vaginalis)、Osa: イネ(Oryza sativa) 

 

しかし、田面第 2 回と第 3 回の調査の結果においては、慣行農法の方形区と比べて育む

農法の方形区のほうが第１軸に沿って比較的広く分散した（図 3-20、図 3-21）。第 2 回田

面調査の第 1 軸と第 2 軸の固有値はそれぞれ 0.30 と 0.11 であった。第 3 回田面調査の第 1

軸と第 2 軸の固有値はそれぞれ 0.21 と 0.12 であった。また、田面第２回と第３回の調査

の DCA による解析の結果では育む農法水田とコナギが関連していることと、慣行農法と

タネツケバナが関連していることが表されている。コナギとタネツケバナは DCA 図の中

で第１軸に照らして相反する場所に位置づけられており、グループ 00 の育む農法の方形区

は両調査回において比較的コナギと関連づけられている。 

更に、田面第３回調査の DCA 図ではグループ 00 の育む農法の方形とキクモが関連して

いることが読み取れる。また、田面第２回と第３回の DCA 図ではグループ 01 の方形区が

オモダカと関連づけられている。グループ 01 には育む農法の方形区が慣行農法の方形区よ

りも多く含まれている。 
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図 3-20 田面第 2 回調査の DCA 図 

Fig. 3-20 Diagram of sample plots in DCA ordination for the plant survey within the paddy 

fields in July 
Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法、Coc: タネツケバナ (Cardamine occulta)、 Ldd: タケトアゼナ(Lindernia dubia var. 
dubia)、Lep: チョウジタデ(Ludwigia epilobioides)、Lpr: アゼナ(Lindernia procumbens)、Mva: コナギ(Monochoria 
vaginalis)、Phy: ヤナギタデ(Persicaria hydropiper)、 Str: オモダカ(Sagittaria trifolia)、 Spo: ウキクサ(Spirodela 
polyrhiza)  
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図 3-21 田面第 3 回調査の DCA 図 

Fig. 3-21 Diagram of sample plots in DCA ordination for the plant survey  

within the paddy fields in August-September 
Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法、Cgv: ヒメミズワラビ (Ceratopteris gaudichaudii var. vulgaris)、Cmi: トキンソウ

(Centipeda minima)、Coc: タネツケバナ(Cardamine occulta)、 Eth: タカサブロウ(Eclipta thermalis)、Lse: キクモ

(Limnophila sessiliflora)、Mva: コナギ(Monochoria vaginalis)、Phy: ヤナギタデ (Persicaria hydropiper)、Str: オモダカ

(Sagittaria trifolia) 
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図 3-22 畦畔第 1 回調査の DCA 図 

Fig. 3-22 Diagram of sample plots in DCA ordination for the plant survey  

in the levees in June-July 
Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法、Dci: メヒシバ (Digitaria ciliaris)、 Ecr: イヌビエ (Echinochloa crus-galli)、Hra: オ

オチドメ (Hydrocotyle ramiflora)、Icy: チガヤ (Imperata cylindrica) 

 

畦畔における第１回調査についての DCA による解析の結果においては育む農法の方形

区と慣行農法の方形区が図中で混在し顕著な傾向は確認できなかった（図 3-22）。 
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図 3-23 畦畔第 2 回調査の DCA 図 

Fig. 3-22 Diagram of sample plots in DCA ordination for the plant survey 

in the levees in September-October 
Conv.: 慣行農法、WSFF: 育む農法、 Efe: カゼクサ (Eragrostis ferruginea), Pal: チカラシバ (Pennisetum 
alopecuroides), Aim: ヨモギ (Artemisia indica var. maximowicaii), Coc: ツユクサ (Commelina communis), Ear: スギナ 

(Equisetum arvense), Rja: ギシギシ (Rumex japonicus), Zja: シバ (Zoysia japonica) 

 

畦畔第２回調査 DCA 図においては、カゼクサと チカラシバがグループ 11 の方形区と関連

づけられていた（図 3-23）。グループ 11 には育む農法の方形区が慣行農法の方形区よりも

多く含まれている。 

 

第４節 考察 

2014 年と 2015 年に実施された植生調査の結果に基づく予備解析の結果では、6 月にお

ける田面の出現種数には育む農法（無農薬）だけが正の影響を与え、土地利用要因につい

ての説明変数は影響を与えていなかった。育む農法における除草剤の不使用が維管束植物

の出現種数を増加させた可能性が考えられる。しかし、8-9 月の 田面の出現種数には農法

の影響は見られなかった。これは、 田面の維管束植物の出現種数についての農法間の相違

は中干以前の時期に顕著であったが、中干し以降の 8-9 月頃には農法に関わらず畑地や路

傍の陸生草本が乾燥した田面に侵入するため、農法による出現種数の相違を検出すること

が困難となったためと考えられる。 

累積被度については 6 月の田面の時よりも 8-9 月の田面において育む農法（無農薬、減

農薬）の正の影響が強く観察された。これは、6 月時点では慣行農法圃場においても育む

農法圃場においても田面の雑草はまだ成⾧していなかったため農法間の相違が大きくなか
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ったが、8-9 月には田面の植物が成⾧して農法間の相違が明瞭になったためと思われる。 

6 月における畦畔の出現種数には育む農法（無農薬、減農薬）が正の影響を与えていた。

慣行農法圃場及び育む農法圃場共に畦畔に除草剤が使用された調査対象圃場はなかったの

で、育む農法圃場において出現種数が多かった原因は、慣行農法圃場において田面に使用

された除草剤が畦畔の植生に影響を与えた可能性と育む農法圃場で使用される有機肥料に

よる施肥効果による可能性が考えられる。 

畦畔の出現種数と累積被度に関する解析の結果においては、田面の場合と対照的に選択

されたモデルに土地利用要因に関する説明変数が複数含まれた。8-9 月の出現種数と 800m 

スケールの水田の割合の説明変数、800m スケールの草地の割合の説明変数と 800m スケー

ルの森林の割合の説明変数の間に正の相関があったことは複数の形態の土地利用が水田周

辺に存在 することが畦畔植生の種多様性を高める可能性を示唆している。 

また、6 月の累積被度と 200m スケールの草地の割合の説明変数、200m スケールの森林

の割合の説明変数と 200m スケールの開放水域の割合の説明変数の間に正の相関があった

原因は、草地、森林および開放水域に隣接する圃場は農地への進入経路である主要道路や

集落から遠い場所に位置しているため人の往来が比較的少ないために、機械除草等による

植生管理の強度が低かったことによるかもしれ ない。 

2016 年の本調査の 6 月の田面の植生調査の結果においては、慣行農法水田と育む農法水

田の双方においてイネ以外の出現種がほとんどなく、出現したイネ以外の植物の被度も小

さかった。このことにより水田内の植生の多様性について農法間での差が検出されなかっ

たと考えられる。 

田面における 7 月と 8-9 月の植生調査についてシャノン・ウィナーの多様度指数（H’）

を農法間で比較した結果、育む農法水田のほうが植物群落の多様性が高いことが確認され

た。水田に発生する雑草はイネの栽培方法や除草剤の種類・処理方法に大きく影響を受け

ると言われている (須藤, 2022)。育む農法は除草剤の不使用か使用回数を減らすことが特

徴の一つであるが、このことが水田の田面の植物群落の多様性の増加に寄与していること

が考えられる。DCA によるプロットの序列化の結果も TWINSPAN の結果も農法の相違が

水田内の植物群落の組成に影響を与えたことを示唆している。また、DCA による序列化の

結果及び TWINSPAN によるプロットの分類の結果から、育む農法はコナギの出現に影響

を与えていることが示された。この結果は、内藤・佐川 (2014) による既往研究の結果とも

一致している。コウノトリ育む農法の圃場においては除草剤の使用を削減する代わりに冬

期湛水等を実施することによって雑草を抑草しようとしている。しかし、既往研究では冬

期湛水や深水管理だけでコナギの発生を抑制することは困難であることが指摘されている 

(稲葉, 1999)。むしろ、冬期湛水田ではコナギが増加することも報告されている (金子・中

村, 2009)。また、育む農法は田植え前の複数回代かきと田植え直後の有機資材の投入によ

ってもコナギの抑草を図っているが (西村・江崎, 2019)、慣行農法の圃場と比べると相対

的に多く出現することとなっている。 
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また、本調査では、育む農法の水田では慣行農法の水田と比べてキクモの出現が顕著と

なることがわかった。田中・狩野（2002）は水田の深水管理がキクモを増加させることを

報告している。育む農法では田植え後に深水管理を行い、田植え後 40 日間の水深を約 8cm

に保つ (兵庫県, 2019; 西村・江崎, 2019)。育む農法の圃場でも除草剤の使用の削減と深水

管理がキクモの出現を促したものと考えられる。 

他方、本調査では、タネツケバナの出現は比較的に慣行農法の圃場に関連づけられてい

ることがわかった。タネツケバナは、2016 年 6 月の第１回田面調査においては慣行農法の

圃場にも育む農法の圃場にも出現しなかったが、７月の第２回田面調査においては慣行農

法の 15 方形区に出現し、育む農法の方形区には出現しなかった。また、タネツケバナは 8-

9 月の第３回田面調査においては慣行農法の 32 方形区に出現したのに対し育む農法の 1 方

形区にだけ出現した。DCA による序列化の結果もタネツケバナは慣行農法と関連している

ことを表した。既往研究においても冬期の湛水でタネツケバナの出芽が抑制されることが

報告されている (在原・小山, 2002)。したがって、育む農法水田においては冬期湛水によ

ってタネツケバナの出現が抑えられていることが考えられる。 

畦畔の植物群落については 2016 年 6-7 月の第 1 回調査の結果では、慣行農法水田と育む

農法水田の間でシャノン・ウィナーの多様度指数(H')の値の有意な相違は無かった。DCA

によるプロットの序列化を行った結果においても農法間の特に顕著な相違は確認できなか

った。畦畔の 9-10 月の第 2 回植生調査においては三江地区においてだけ育む農法水田のシ

ャノン・ウィナーの多様度指数(H')が慣行農法水田よりも有意に大きかった。DCA による

プロットの序列化を行った結果においては育む農法の方形区が第１軸に沿ってわずかに比

較的広く分散して配置されていた。予備解析では育む農法が水田の植物の種数と積算被度

に正の影響を与えていることがわかった。本調査でも育む農法の畦畔では慣行農法の畦畔

よりも一貫して植物の種数が多く H' の値が大きかった。ただし、それらの値の農法間での

相違が常に統計的に有意ということではなかった。このことは、育む農法は畦畔の植物群

落の多様性に若干の正の影響を与えるもののその影響はあまり大きくなかったことを示唆

している。 

 

第 5 節 結論 

本章では育む農法が水田の植物群落の多様性に及ぼす効果の有無を検証した。その結果、

環境保全型農法の一種である育む農法を実施することにより田面の植物群落が慣行農法の

ものより多様となり得るということが示唆された。育む農法は深水管理と冬期湛水により

除草剤の使用回数を削減することができる。今後も、コメの収量を確保しつつ水田の植物

群落の多様性に貢献することができる技術を開発することができれば、水田の生物多様性

の保全及びコウノトリの野生復帰の手段としての育む農法の効果を一層高めることができ

るであろう。



 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 コウノトリ育む農法を実践する農家の多様な意識 
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第１節 序論 

兵庫県の豊岡盆地では、環境保全型稲作の一形態である「コウノトリ育む農法」（以下

育む農法と記載）が広く実施されている。育む農法は冬期・早期湛水，深水管理、中干し

延期，減農薬あるいは無農薬による稲の栽培を特徴とし、田んぼの生き物を育み再導入さ

れたコウノトリ（Ciconia boyciana）の餌環境を改善することが期待されている。今後とも

より多くの農家が育む農法のような環境保全型農法を採用し実践することが期待されてい

るが、農業生産において生物多様性の保全という公共財の供給が行われることを促進する

ためには、国・地方自治体が農業における生物多様性を保全するための政策と制度を形

成・実施することによって農家による環境保全型農法の受容と実践を支援する必要がある

(嘉田, 1993)。 

欧州連合（European Union：以下「EU」と記載）においては欧州委員会が 2001 年に共

通 農 業 政 策 （ Common Agricultural Policy ） の 下 で の Biodiversity Action Plan for 

Agriculture を採択し、生物多様性保全に資する環境保全型農業の推進を優先的に実施すべ

き行動計画と位置づけた (European Union, 2001)。また、2020 年にも新たな生物多様性戦

略としての「EU Biodiversity Strategy for 2030: Bringing nature back into our lives」、及び

2030 年までに農地の 25％を有機農業とすることを目指す数値目標を明記した「A Farm to 

Fork Strategy for a fair, healthy and environmentally-friendly food system」を採択し、農業

生産における生物多様性保全を推進している (Moschitz et al., 2021; Hermoso et al., 2022)。

また、EU においては、環境保全に資する営農活動を実施する農家に対して所得の減少を

補償する環境直接支払制度を実施しており、その起源は 1985 年に制定された The 

Agricultural Structures Regulation of 1985 (EU Regulation 797/85) にまでさかのぼること

ができる (Batáry et al., 2015)。 

日本においては 2007 年に農林水産省生物多様性戦略が決定され (2012 年 2 月改定) 生物

多様性を重視した農林水産施策を推進することが基本的な方針の一つとされた (農林水産

省, 2007)。また、2015 年から「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基

づく施策として、生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援するための「環境保全型農

業直接支払」を実施している (農林水産省, 2023a)。更に、政府が中⾧期的に取り組むべき

方針を定めた食料・農業・農村基本計画（2020 年 3 月 31 日 閣議決定）においても農業に

おいて生物多様性保全に効果の高い取組を推進することとしている。 

また、地方自治体における農業における生物多様性保全促進のための対応の例としては、

兵庫県は農林水産行政の総合的な指針として「ひょうご農林水産ビジョン 2030」を策定し、

環境創造型農業の拡大を施策項目の一つと位置づけた (兵庫県, 2021a)。但馬地域における

具体的な取り組みを定めた但馬地域アクションプランにおいてはコウノトリ育む農法の

2025 年度の目標実施面積を 800ha としている (兵庫県, 2021b)。 

環境保全型農業の普及拡大のための政策手段の一つは環境保全型農業直接支払のような

補助事業である (胡, 2006)。環境支払いは農業活動による環境負荷の削減や環境保全効果
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の向上に資する技術を採用した農家に対し、生じた費用の一部を国が負担することによっ

て農家による環境保全型農業の実施を促進する制度である (野村・矢部, 2007)。兵庫県が

実施する環境保全型農業直接支払交付金制度においては全国共通取組に対する交付金に加

えて、地域特認取組として水田の冬期湛水管理に対して最大 8,000 円/10a の交付金を支払

うこととしている (兵庫県, 2023a)（表 4-1）。 

 

表 4-1 環境保全型農業直接支払交付の交付単価 

Table 4-1 Direct payments schemes for environmentally friendly agriculture 
全国共通取組 交付単価 

（円/10a） 

全国共通取組 交付単価 

（円/10a） 

有機農業：そば等雑穀、飼料作

物以外 

12,000 秋耕 800 

炭素貯留効果の高い有機農業を実施する場合に

限り 2,000 円を加算。 

地域特認取組（兵庫県） 交付単価 

（円/10a） 

有機農業：そば等雑穀、飼料作

物 

3,000 冬期湛水管理（対象作物：水田

で作付する作物） 

4,000 

堆肥の施用 4,400 加算：畦補強を実施 1,000/10a、有機質肥料を

購入・施用 3,000 円/10a 

カバークロップ 6,000 中干延期（対象作物：水稲） 3,000 

リビングマルチ（うち、小麦・

大麦等） 

5,400 (3,200) 取組拡大加算 交付単価 

（円/10a） 

草生栽培 5,000 有機農業の栽培技術の指導等の

活動を実施する農業者団体を支

援。(新規取組面積あたり) 

4,000 

不耕起播種 3,000 

⾧期中干し 800 

農林水産省 (2023a) 及び兵庫県 (2023a) から抜粋。 

 

また、比較的新しい稲作栽培技術である育む農法のような環境保全型農業の普及・拡大

を促進するために、農家への補助金の支払いに加えて、行政機関或いは生産者団体等が農

家に接触して農家が環境保全型農業を採用・実践できるように農業技術・経営に関する支

援を行う普及事業を実施している。農業普及とは、新たに開発した農業技術に係る情報等

を行政や民間の組織が農家に伝えて個々の農家の厚生の向上等を支援する仕組みである

(Anderson and Feder, 2004) 。日本においては、農業改良助⾧法に基づき国と都道府県が

協同して協同農業普及事業を実施しており、普及指導員が農業者に技術及び経営面の助言

を行っている (農林水産省, 2023b)。また、民間による普及活動も行われている。環境保全

型農法の推進は協同農業普及事業の実施についての考え方（ガイドライン）（2015 年５月

14 日付 27 生産第 519 号農林水産省生産局⾧通知）の中で協同農業普及事業における重点

課題の一つと位置付けられている (農林水産省, 2015)。また、本章の研究が調査対象地域

としている兵庫県の但馬地域においても但馬県民局豊岡農業改良普及センターが環境創造
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型農業の推進を主要な普及活動として実施している (兵庫県, 2023b)。 

このように、国、県、市町村及び民間事業者が新たな農業技術を農業事業者に普及する

ための事業を行っているが、たとえ試験研究段階で潜在的に農家に利益をもたらす技術だ

としても、必ずしもそのすべてが農家に採用されるわけではないと言われている(Ridgley 

and Brush, 1992)。そのため、普及事業の有効性を評価し、その改善に資するため、農家

による環境保全型農法の受容に影響を与える要因についての研究が行われ、農家の年齢や

受けた教育の程度 (D’souza et al., 1993) や営農規模 (Hall et al., 2009) などが環境保全型農

法の受容に影響を与えることが指摘されている。特に、新技術受容により得られる経済的

利益は最も重要な要因であると指摘されている (Trujillo-Barrera et al. 2016)。例えば、農

家による育む農法の導入動機を検証した上西 (2018) も経済的動機の重要性を指摘している。

他方で、農法の経済性、技術的属性や農家の社会的属性だけではなく、農家の環境保全に

対する意識等も環境保全型農法の採用に影響を与えることが指摘されている(Ahnström et 

al., 2009; Greiner and Gregg, 2011)。更に、環境保全を含む様々な課題に対する農業従事者

達の意識は多様であるため (Hammes et al., 2016)、そのような農業従事者の意識の多様性

を理解することによって、環境保全型農法を促進するための普及活動や施策を多様な農家

の個々の特徴に即したものとするようにデザインすることができ、ひいては農業従事者に

よる環境保全型農法の採用の促進に貢献する可能性があると指摘されている (Upadhaya et 

al., 2021)。また、そのような環境保全型農法についての農家の意識の多様性を理解するた

めには、様々な属性に基づいて農家を類型化するという手法の有効性が指摘されている

(Soule, 2001; Vanclay, 2005)。農家の類型化という手法はマーケットリサーチ（市場調査）

におけるマーケットセグメンテーション（市場細分化）に相応し、消費者がある財を購入

することに対して努力を行うかどうかはどれほど当該財が消費者にとって重要かどうかに

依存するという消費者行動理論に依拠している (Kaine et al., 2005)。マーケットセグメン

テーションは一つのセグメント（共通の属性を共有する顧客層）を他のセグメントから差

別化する属性を識別し、商品を特定の顧客層にむけて販売促進を行うためのマーケティン

グ戦略を形成する際に用いられる。また、マーケットセグメンテーションは個々の顧客で

はなく顧客層別に標的を絞って販売促進を行うことを可能にするという点で効率的である

と言われている (Dolnicar et al., 2018）。このため、農家の類型化を普及事業のデザインに

活用することの利点が指摘されている (Schwarz et al., 2009)。 

育む農法に関しては、農業従事者等の意識の多様性の把握を試みた既往研究がいくつか

存在する (菊地, 2012; 本田, 2016)。しかし、農家の意識及び農家の多様性を類型化という

方法で分析した研究は無い。そこで、本章においては、育む農法を実践する農家の育む農

法に対する意識の多様性を類型化という手法で理解することを目的とした。 

 

第２節 材料と方法 

2018 年に但馬地域（豊岡市、朝来市、養父市、美方郡新温泉町）におけるコウノトリ育
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む農法を実践する農家 328 軒（含む集落営農組織）を対象に質問票を配布しアンケート調

査を行った。農家の諸属性、自身の環境意識、及び育む農法についての認識に係る 14 項目

の質問について 5 段階のリッカート尺度に基づく回答を依頼した (表 4-2)。質問内容は主

にコウノトリやカエル等の水田に生息する生きものに対する農家の気持ち、コウノトリ育

む農法への農家の期待、営農における収益性と環境保全についての農家の考えを問うもの

とした。回答者は各質問項目に対して「1. 強く不同意」「2. 不同意」「3. わからない」「4. 

同意」「5. 強く同意」の５段階の選択肢から一つを選択することとした。得られた回答を

因子分析及びクラスター分析で解析し、農家の類型化を行った。解析には統計解析ソフト

ウェアの SPSS（IBM SPSS Statistics 28.0.0.0)を使用した。 

 

表 4-2 分析の対象とした 14 の質問項目 

Table 4-2 Survey questionnaire for farmers practicing the WSFF method 

質問項目 

1. 農家が育む農法を行わないとコウノトリは再び但馬地域の田んぼからいなくなってし

まうと思う。 

2. コウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養父市）にとって重要なことで

ある。 

3. コウノトリの保全は自分自身にとって重要なことである。 

4. 次世代（子供、孫）に生きものが豊富な田んぼを残すために育む農法を続ける責務が

あると思う。 

5. 育む農法を行えば、収益を減らさずに（または、増やしながら）コウノトリやカエル

を守ることは可能だ 。 

6. もはや育む農法でないと利益がでず、農家経営が成り立たない。 

7. これからは育む農法のような環境保全型農法をしなければ、消費者の支持を得られ

ず、農家として生き残れないと思う。 

8. 農業の経営環境は厳しいので、生きてゆくためには私は環境（コウノトリやカエルの

保全）のことよりもお米の生産に注力しなければならない。 

9. 農家は常に稲作の収量や収益を最大にすることを目標に農法を選択すべきである。 

10. 育む農法で作られたコメは慣行農法で作られたコメより高く売れるべきである 。 

11. 育む農法を実施する農家は収益の増加などで報われるべきである。 

12. 家族が自分の田んぼについて思うこと（生きもの保全に貢献しているかどうか）は気

になる。 

13. コウノトリやカエルなどの田んぼの生きものを守るためには自分は農家として責任を

果たすべきであると思う。 

14. 稲作農家は田んぼのカエルの保全の責任を果たすべきである。 

回答 

1.  強く不同意 2. 不同意 3. わからない 4. 同意 5. 強く同意 
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表 4-3 回答者サンプルの属性 

Table 4-3 Profile of the respondents 

属性 選択肢 n % 

年齢 

30 代以下 2 1.2 

40 代 9 5.5 

50 代 21 12.9 

60 代 63 38.7 

70 代以上 68 41.7 

居住地 

旧「豊岡市」 22 13.3 

新「豊岡市」（日高、出石、但東） 92 55.8 

朝来市 29 17.6 

養父市 19 11.5 

美方郡新温泉町 3 1.8 

営農形態 

農業に専従 93 56.4 

年間を通じて兼業に従事 54 32.7 

農閑期のみ兼業に従事 13 7.9 

不明 5 3.0 

農業後継者の有無 

いる 52 31.5 

いない 105 63.6 

不明 8 4.9 

 

第３節 結果 

3-1 回答者の属性 

アンケート調査における有効回答数は 165 件（有効回答率：47％）であった。回答者サ

ンプルの属性は表 4-3 のとおりである。なお、居住地の分類については、豊岡市を 2005 年

4 月の合併前から豊岡市と呼ばれていた地区を旧「豊岡市」地域、合併後に豊岡市となっ

た出石、但東、竹野、日高を新「豊岡市」に区別した。 

 

3-2 因子分析の結果 

因子分析の結果得られたパターン行列を表 4-4 に示す。回転法については、プロマック

ス回転を行い、因子得点を推定する方法については Anderson-Rubin 法を用いた。Kaiser-

Meyer-Olkin の標本妥当性の測度を用いてサンプル数の大きさが充分であるか検証した結

果 0.809 であったので、サンプルの大きさは因子分析を行うのに充分であると確認された。

また、Bartlett の球面性検定を行ったところ、相関行列が単位行列であるという帰無仮説

が有意水準 5％で棄却された。次に、カイザー基準を考慮し且つ因子のスクリープロット

を検証した上で因子の数を４個と決定した。 
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表 4-4  パターン行列（プロマックス回転後の因子負荷量） 

Table 4-4 Pattern matrix for principal component analysis 

質問項目 
因子 

1 2 3 4 

もはや育む農法でないと利益がでず、農家経営が成り立たない。 .888 - -.329 - 

これからは育む農法のような環境保全型農法をしなければ、消費者の

支持を得られず、農家として生き残れないと思う。 
.804 - - - 

家族が自分の田んぼについて思うこと（生きもの保全に貢献している

かどうか）は気になる。 
.661 - - - 

稲作農家は田んぼのカエルの保全の責任を果たすべきである。 .652 - - - 

育む農法を行えば、収益を減らさずに（または、増やしながら）コウ

ノトリやカエルを守ることは可能だ 。 
.590 - - - 

コウノトリの保全は自分自身にとって重要なことである。 - .903 - - 

コウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養父市）にとっ

て重要なことである。 
- .884 - - 

農家が育む農法を行わないとコウノトリは再び但馬地域の田んぼから

いなくなってしまうと思う。 
- .786 - - 

次世代（子供、孫）に生きものが豊富な田んぼを残すために育む農法

を続ける責務があると思う。 
.329 .454 - - 

育む農法を実施する農家は収益の増加などで報われるべきである。 - - .962 - 

育む農法で作られたコメは慣行農法で作られたコメより高く売れるべ

きである 。 
- - .947 - 

コウノトリやカエルなどの田んぼの生きものを守るためには自分は農

家として責任を果たすべきであると思う。 
- .302 .343 - 

農家は常に稲作の収量や収益を最大にすることを目標に農法を選択す

べきである。 
- - - .873 

農業の経営環境は厳しいので、生きてゆくためには私は環境（コウノ

トリやカエルの保全）のことよりもお米の生産に注力しなければなら

ない。 

- - - .862 

Cronbach のα .756 .771 .869 .678 

 

次に、各因子につき、構成する質問項目の中から因子負荷量の絶対値の大きい項目に着

目して各因子に名前を付けることとした。第１因子を「環境保全型農業への社会的要請の

高まりと機会を認識している度合い」因子、第 2 因子を「コウノトリの保全を重視する度

合い」因子、第 3 因子を「育む農法実施による収益増を重視する度合い」因子、第 4 因子

を「稲作経営の収益性を優先する度合い」因子と名付けた。 

 

3-3 クラスター分析の結果 

各農家について算出された因子得点に基づいてクラスター分析を行った結果は表 4-5 に示

すとおりとなった。クラスター化の方法はウォード法を用い、出力されたデンドログラム

に基づき、農家を４つのクラスターにわけることとした。各クラスターを構成する農家の
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数は、第 1 クラスターが 48 人、第 2 クラスターが 26 人、第 1 クラスターが 62 人、第 4

クラスターが 29 人となった。 

表 4-5 クラスター分析の結果 

Table 4-5 Cluster analysis results 

クラスター 

(類型) 

n=165 因子得点の平均値 

第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子 

第 1 48 1.0490063 .9226254 .7239301 .1059263 

第 2 26 .0122613 -.0124684 .2126919 -1.3160603 

第 3 62 -.5104483 -.3183840 .0050724 .4959011 

第 4 29 -.6559758 -.8352426 -1.3997629 -.0556126 

 

3-4 各クラスター（類型）の特性 

４つのクラスター（類型）の特徴を各因子の平均値に基づいて視覚的に把握するために

作成したグラフを図 4-1 に示す。また、後述するように、４つの各クラスターに類型の名

前をつけた。 
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図 4-1  クラスター毎の各因子の得点の平均値 

Fig. 4-1 Radar diagrams of clusters 

 

また、各クラスターの属性を把握するために、各質問項目に対する回答結果を表 4-6 に

示した。 
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表 4-6 各質問に対して「同意」或いは「強く同意」と回答した割合(%) 

Table 4-6 Percentage of respondents in each cluster 

who agreed or strongly agreed with the statements  

質問項目 

各類型の回答者が各質問に同意した

割合(%) 

類型

1 

類型

2 

類型

3 

類型

4 

全体 

1.農家が育む農法を行わないとコウノトリは再び但馬地域の

田んぼからいなくなってしまうと思う。 
68.8 46.2 43.5 20.7 47.3 

2.コウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養父

市）にとって重要なことである。 
100.0 80.8 79.0 55.2 81.2 

3.コウノトリの保全は自分自身にとって重要なことである。 85.4 65.4 40.3 27.6 55.2 

4.次世代（子供、孫）に生きものが豊富な田んぼを残すため

に育む農法を続ける責務があると思う。 
100.0 92.3 40.3 20.7 62.4 

5.育む農法を行えば、収益を減らさずに（または、増やしな

がら）コウノトリやカエルを守ることは可能だ 。 
79.2 46.2 21.0 27.6 43.0 

6.もはや育む農法でないと利益がでず、農家経営が成り立た

ない。 
47.9 11.5 9.7 10.3 21.2 

7.これからは育む農法のような環境保全型農法をしなけれ

ば、消費者の支持を得られず、農家として生き残れないと思

う。 

81.3 57.7 35.5 27.6 50.9 

8.農業の経営環境は厳しいので、生きてゆくためには私は環

境（コウノトリやカエルの保全）のことよりもお米の生産に

注力しなければならない。 

39.6 0.0 43.5 27.6 32.7 

9.農家は常に稲作の収量や収益を最大にすることを目標に農

法を選択すべきである。 
66.7 0.0 59.7 20.7 45.5 

10.育む農法で作られたコメは慣行農法で作られたコメより高

く売れるべきである 。 
100.0 96.2 91.9 31.0 84.2 

11.育む農法を実施する農家は収益の増加などで報われるべき

である。 
100.0 92.3 90.3 24.1 81.8 

12.家族が自分の田んぼについて思うこと（生きもの保全に貢

献しているかどうか）は気になる。 
77.1 46.2 19.4 13.8 39.4 

13.コウノトリやカエルなどの田んぼの生きものを守るために

は自分は農家として責任を果たすべきであると思う。 
95.8 92.3 41.9 24.1 62.4 

14.稲作農家は田んぼのカエルの保全の責任を果たすべきであ

る。 
77.1 30.8 12.9 13.8 34.5 

各類型の度数（人） 48 26 62 29 165 

 

第 1 クラスターは「環境保全型農業への社会的要請の高まりと機会を認識している度合

い」、「コウノトリの保全を重視する度合い」、「育む農法実施による収益増を重視する度合

い」の 3 つの因子において他のクラスターよりも高い得点をつけている。質問項目「2. コ
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ウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養父市）にとって重要なことである。」

及び「4. 次世代（子供、孫）に生きものが豊富な田んぼを残すために育む農法を続ける責

務があると思う。」に対して 100％が「同意」或いは「強く同意」と回答しており、育む農

法の実践を通して環境の保全に貢献したい意欲が強いグループであることがわかる。また

同時に、質問項目「7. これからは育む農法のような環境保全型農法をしなければ、消費者

の支持を得られず、農家として生き残れないと思う。」に対して 81.3％が「同意」或いは

「強く同意」と回答し、質問項目「5.育む農法を行えば、収益を減らさずに（または、増

やしながら）コウノトリやカエルを守ることは可能だ 。」に対して 79.2％が「同意」或い

は「強く同意」と回答していることから、環境保全型農業を行うことについての社会的要

請があることを認識し、且つ収益を向上させることも可能であると感じている農家のクラ

スターであると解釈できる。このことから、第１クラスターには類型の名前として「環

境・収益両立型 a」と名付けることができるであろう。 

第 2 クラスターは「環境保全型農業への社会的要請の高まりと機会を認識している度合

い」と「育む農法実施による収益増を重視する度合い」の 2 つの因子については全クラス

ターの中で 2 番目に高い得点をつけているが、「稲作経営の収益性を優先する度合い」因子

の得点では最も低い点をつけている。質問項目「8. 農業の経営環境は厳しいので、生きて

ゆくためには私は環境（コウノトリやカエルの保全）のことよりもお米の生産に注力しな

ければならない。」及び「9. 農家は常に稲作の収量や収益を最大にすることを目標に農法

を選択すべきである。」において、「同意」或いは「強く同意」の回答は無い。類型１と同

様に環境保全型農業への社会的要請や収益の向上の機会について意識しているが、収益性

の追求についての大きな関心はないクラスターと解釈できる。類型１と共に大きなまとま

りの「環境・収益両立型」を構成するサブクラスターとしての「環境・収益両立型 b」の

類型と名付けることができると考えられる。 

第 3 クラスターは質問項目「2. コウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養

父市）にとって重要なことである。」に対して 79％が「同意」或いは「強く同意」と回答

していることから環境の保全に貢献したい意欲を持つものと解釈できるが、「育む農法実

施による収益増を重視する度合い」因子と「稲作経営の収益性を優先する度合い」因子の

得点が他の因子の得点よりも相対的に高いので「収益重視型」の類型と名付けることがで

きるであろう。 

第 4 クラスターは全ての因子について得点が低く「環境・収益双方に関してあまり大き

な関心を持たない」類型と名付けることができると考えられる。ただし、質問項目「2.コ

ウノトリの保全は地域や市全体（朝来市、豊岡市、養父市）にとって重要なことである。」

に対して 55.2％が「同意」或いは「強く同意」と回答していることから、環境保全の重要

性を感じていることが伺える一方で、質問項目「10. 育む農法で作られたコメは慣行農法

で作られたコメより高く売れるべきである 。」に対して「同意」或いは「強く同意」と回

答した割合は 31%と 4 つのクラスターの中で最も低く、育む農法で栽培された米に支払わ
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れる価格プレミアムへの期待が低いことが伺われる。これは育む農法を実施することによ

る収益向上の実感が少ないことによるのかもしれない。 

 

3-5 各類型に属する農家の割合の地域間比較 

農業従事者の居住地域の相違が各類型に分類された農業従事者の多寡に関係しているか

調べるために各類型に属する農業従事者の割合を各地域で計算し比較した（図 4-2）。その

結果、旧「豊岡市」（2005 年 4 月の合併前から豊岡市と呼ばれていた地区）においては類

型 1 に 9 人（41%）、類型 2 に 2 人（9%）、類型 3 に 9 人（41%）、類型 4 に 2 人（9%）が

分類された。新「豊岡市」（合併後に豊岡市となった出石、但東、竹野、日高）において

は類型 1 に 26 人（28%）、類型 2 に 14 人（15%）、類型 3 に 30 人（33%）、類型 4 に 22

人（24%）が分類された。また、朝来市においては類型 1 に 7 人（24%）、類型 2 に 6 人

（21%）、類型 3 に 13 人（45%）、類型 4 に 3 人（10%）が分類され、養父市においては類

型 1 に 6 人（32%）、類型 2 に 4 人（21%）、類型 3 に 7 人（37%）、類型 4 に 2 人（10%）

が分類された。  
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図 4-2 調査対象各地区における各類型に属する農業従事者の割合(%) 

Fig. 4-2 Percentage of respondents belonging to each cluster in each administrative area 
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表 4-7 カイ二乗検定のクロス表 

Table 4-7 Contingency tables 
地域 類型 1 類型 2 類型 3 類型 4 合計 

 度数 期待

度数 

度数 期待

度数 

度数 期待

度数 

度数 期待

度数 

度数 期待

度数 

旧「豊岡市」 9 6.4 2 3.5 9 8.3 2 3.9 22 22 

新「豊岡市」 26 26.8 14 14.5 30 34.6 22 16.2 92 92 

朝来市 7 8.4 6 4.6 13 10.9 3 5.1 29 29 

養父市 6 5.5 4 3.0 7 7.1 2 3.3 19 19 

新温泉町 0 0.9 0 0.5 3 1.1 0 0.5 3 3 

合計 48 26 62 29 165 

 

各類型に属する農業従事者の割合と地域の相違についてカイ二乗検定を行った結果、両

者の関係はなかった（漸近有意確率 (両側) = 0.351）（表 4-7）。 

 

第４節 考察 

近代的な農業生産活動は農業生態系の劣化の一因となってきた (Lanz et al., 2018)。その

ため、従来の生態系に負荷を与える農業から生物多様性の保全に資する農業へと転換して

いくことを促進するための公共政策の実施が重要となっている (Plieninger et al., 2012)。

農業における生物多様性保全という目標を達成するために政府は規制と自主的参加を組み

合わせた様々な施策を用いるが (OECD, 2019)、農業普及事業を通じて環境保全のための

農家の自主的な取り組みを促すことは⾧い間政府にとって魅力的な施策となっている

(Pretty et al., 2001)。従来の考えでは、新しい農業技術の普及は普及員が農家に新たな技術

についての知識や情報を提供すれば達成されるはずであり、有用な新技術を受容しない農

家は非合理的と考えられていた (Vanclay and Lawrence, 1994)。しかし近年、環境保全に資

するような農業の新技術を農家が受容するかどうかの意思決定には農家の意識、信念、動

機等の様々な複雑な要素が影響していると考えられている (Prokopy et al., 2019)。そのた

め、多様な認識を持つ農家を類型化することによって、特定の類型に属する農家に特化し

た普及活動を行うことの有効性が指摘されている (Schwarz et al., 2009)。本章の研究では、

育む農法やコウノトリの保全に対する意識について質問したアンケートに対する 165 件の

回答を用いて兵庫県の但馬地域で育む農法を実践する農家を４つのグループに類型化した。

このように育む農法に従事する農家を類型化することで得られる情報は、今後とも育む農

法を普及する上で普及施策や活動を特定の農家類型に属するグループ向けにデザインする

ことや、農家に提供する情報（メッセージ）を特定のグループに的を絞って準備し伝達す

ること等に資する可能性があると言えるであろう。 

本章の研究の結果では、育む農法実施農家の回答者全体の 84.2%が育む農法で作られた

コメは慣行農法で作られたコメより高く売れるべきであり、81.8%が育む農法を実施する

農家は収益の増加などで報われるべきであると回答した。特に類型１に属する農家は全員
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前述の２つの期待について同意している。菊地 ・豊田 (2021) が実施した育む農法実施農

家を対象としたアンケート調査においては収入の増加をやりがいと回答した農家が 16%で

あったと報告したのに対し、本章の研究では 80%以上の回答者が育む農法を実施すること

による収益増を期待していることが判明した。この結果の相違は、菊地・豊田 (2021) の研

究では農家のやりがいについての質問においてコウノトリの保全や収入の増加を含む複数

の選択肢から一つだけを選択することとなっているのに対し、本章の研究では収入の増加

等に対する期待についての同意・不同意を問う形式で質問をしたために農家の収入増の期

待を回答に反映しやすかったためと考えられる。農家が環境保全型農法を受容する要因を

検証した既往研究は、農家は自身の社会的目標、経済的目標、そして環境保全への貢献に

関する目標の達成に貢献すると判断したときに環境保全型農法を使用すると指摘している

(Pannell et al., 2006)。それらの要因の中でもしばしば重要な要因と指摘されるのは利潤の

増加である (Cary and Wilkinson, 1997; Chouinard et al., 2008)。本研究の結果でもアンケ

ート回答者 165 人のうち 62 人が「収益重視型」の第３類型に分類された。このことは上西 

(2018) が育む農法の導入にあたっては経済的利点が主要な動機となった農家が多かったと

指摘していることと整合している。したがって、第３類型のような「収益重視型」の類型

に属する農家に対しては、普及事業の実施主体は育む農法で栽培された米の収益性につい

ての情報を農家に周知するなど、育む農法が農家の経済的期待に応えうることを伝達する

情報の中心とすることが有効であろう。 

また、本研究の結果では、育む農法実施農家の回答者全体の 55.2%がコウノトリの保全

が自分自身にとって重要なことであると回答した。この結果は、菊地 ・豊田 (2021) によ

る育む農法実施農家を対象としたアンケート調査において 50%の農家が環境保全へ貢献し

たい意欲があることが報告されていることと整合している。上西 (2018) のアンケート調査

でも回答者の約 67%がコウノトリの野生復帰に貢献したい意欲を表明しているが、経済的

側面により導入動機が形成されたと考えられる回答をした農家が比較的多かったために、 

環境保全は育む農法の導入の際には主要な動機ではなかった考察されている。しかし、本

研究の結果では、81.2%の農家がコウノトリの保全は地域にとって重要であると回答した

ことから、ほとんどの農家はコウノトリ保全に社会的な意義があることを感じていること

もわかった。特に、全回答者のうち 48 人が分類された類型１に属する農家は全員が収益増

加についての期待を抱くとともにコウノトリ保全の地域への重要性と次世代に生きもの豊

かな田んぼを残すことの重要性に同意しており、85.4％が自分自身にとってコウノトリ保

全が重要であると考えている。また、 26 人が分類された類型 2 に属する農家も多数が育む

農法の経済的便益に期待するとともに約 92%が次世代に生きもの豊かな田んぼを残すこと

の重要性に同意している。農家による環境保全型農法の受容の意思決定要因を調べた

Greiner et al. (2009)は農家の環境保全意識や次世代に健全な状態の農地を残そうとする意

欲が環境保全型農法の受容率を高めたことを報告している。また、農家の中には採算性を

多少犠牲にしてでも環境保全に資する営農技術を取り入れる者もあると指摘されている



103 

 

(Chouinard et al., 2008)。本研究では類型化という手法を使用することによって、育む農法

を実践する農家集団の中に経済的利点と同時に育む農法の実践を通して環境の保全に貢献

したいと考える農家が少なからず存在することがわかった。したがって、コウノトリ及び

生物多様性の保全に意欲を持つ農家に対しては、普及事業の実施主体は収益性向上の可能

性についての情報の提供に加えて育む農法が生物多様性の保全に貢献できることについて

の情報の発信を強化することによって農家の環境保全に貢献したいという希望への充足度

を高め、育む農法の受容と継続を促すことに資するであろう。他方、コウノトリの保全の

重要性に対する共感の大きさと対照的に田んぼに生息するカエルの保全に対しては重要と

答えた回答が全体の 34.5%にとどまった。このことは、コウノトリが生きもの豊かな田ん

ぼを普及するための flagship species （象徴種）(Jepson and Barua, 2015)として広範な農家

からその保全に対する支持をとりつけており今後とも育む農法を普及するための有効な手

段となりえることを示唆する一方で、カエルもそもそも育む農法の保護対象種でありコウ

ノトリの保全にとっても餌資源として重要な役割を果たすことについての情報発信を強化

する必要性を示唆している。 

また、本研究では少なからぬ数の農家が第 4 類型に分類されることがわかった。そのよ

うな農家に対しては普及活動において他の類型の農家に対するよりも一層積極的に育む農

法の環境・収益面の利点についての情報発信等を行い育む農法の継続を促す必要があるか

もしれない. 

各類型に属する農家の割合と地域の相違との関連を検証したところ両者に統計的に有意

な関係はなかった。しかし、旧「豊岡市」においてはコウノトリの保全を重視する類型１

の農家の割合が他の地域より大きかった。この理由は、旧「豊岡市」の育む農法実践農家

は他の地域よりも同農法を始めてからの年数が⾧いからかもしれない。また、コウノトリ

の野生復帰事業の中心機関である兵庫県立コウノトリの郷公園が存在する旧「豊岡市」に

居住する農家のほうがコウノトリを見る機会やコウノトリについての情報に触れる機会が

多いからかもしれない。そのような場合、コウノトリについての情報に触れる機会が少な

い地域の農家に対しては育む農法がコウノトリや田んぼの生きものの保全に貢献している

ことについての情報を得る機会を増やすことが重要かもしれない。 

 

第５節 結論 

本章の研究では、但馬地域において育む農法を実践する農家に環境意識や育む農法につ

いての期待等に関するアンケートを行い、得られた回答について因子分析及びクラスター

分析を行うことにより農家を類型化した。その結果、育む農法を実践する農家を４つの類

型に分けることができた。このことにより、農家の環境意識や育む農法についての期待は

一様ではなく多様であることがわかった。特に、類型化という手法を使用することによっ

て、育む農法を実践する農家集団の中には収益向上だけを育む農法に期待するだけではな

く、経済的利点と同時に育む農法の実践を通して環境の保全に貢献したいと考える農家が



104 

 

存在することが分かりやすく整理された。このように、農家の類型化によって得られる育

む農法についての意識の多様性に関する情報は特定の類型の農家に的を絞った普及活動の

デザインと実施に資する可能性があり、今後育む農法を更に普及拡大することに貢献でき

ると考える。  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 5 章 本研究の成果 

Chapter 5 

Conclusions 
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本研究は環境保全型農法の一つであるコウノトリ育む農法（以下育む農法と記載）につ

いて水田生物多様性保全への効果および農業従事者の意識という側面からその特徴を明ら

かにした。本研究で得られた知見は育む農法の生物多様性保全効果の向上と今後とも但馬

地域の農業従事者へ育む農法を効果的に普及することに貢献することができると思われる。

本章においては本研究の成果についてまとめることとする。 

 

第１節 各章の成果 

第 2 章においては水田生物多様性保全への効果という側面から育む農法の特徴を明らか

に す る た め に 、 水 田 に 生 息 す る 動 物 の 例 と し て ト ノ サ マ ガ エ ル （ Pelophylax 

nigromaculatus）を分析対象として扱い、野外調査と定量的な解析手法によって育む農法

がトノサマガエルに与える影響を検証した。水稲の育む農法は技術的指針となる栽培暦が

2005 年に完成されて以降豊岡市における作付面積が年々拡大し、水田に生息する多様な生

きものの保全や再導入されたコウノトリ（Ciconia boyciana）の餌環境を改善することが期

待されている。しかしながら、育む農法が本当に水田に生息する生物の保全に有効である

のか、またどの生物の保全に有効であるかについての実証研究の例は少なく知見の蓄積は

未だ充分とは言えない。水田には様々な生物が生息する中で本章の研究で育む農法の影響

を検証するための分析対象としてカエル類を選んだのはカエル類には絶滅の危機に瀕して

いる種も存在しその保全自体が重要な課題であるとともにカエル類が但馬地域の重要な地

域資源の一つのコウノトリの餌資源としても重要な役割を果たしているからである。また、

本章の研究の調査対象地域の水田には 8 種のカエルの生息が確認されている中でトノサマ

ガエルを分析対象として選んだのは育む農法はトノサマガエルの保全を目的の一つとして

開発されたからであり、そのことにより本章の研究の結果が育む農法の普及と改善に直接

的に資することができると考える。本章の研究ではまずトノサマガエル成体の水田畦畔利

用の実態と季節消⾧を明らかにしたが、このことでトノサマガエルが１年のうち６月から

８月にかけてコウノトリの餌資源の一つとして重要な役割を果たす可能性があることがわ

かった。また、本章の研究はトノサマガエルの個体数密度と調査圃場の中心から半径 100

ｍ以内における育む農法が実施されている水田の面積の割合との間に正の相関があること

を明らかにし、育む農法はトノサマガエルの保全手法としての効果があるという示唆が得

られた。 

第 3 章においては前章と同じく水田生物多様性保全への効果という側面から育む農法の

特徴を明らかにすることを目的としたが、分析対象を水田に生息する維管束植物とした。

その理由は、水田の植物の多様性は動物相の多様性を支えるという重要な役割を果たして

いるにもかかわらず、育む農法や他の環境保全型農法の生物多様性保全効果についての既

往研究は主に動物相を対象とし、植物相の多様性に対する影響に係る知見の蓄積が非常に

重要と考えたからである。本章の研究では水田内に生息する維管束植物を対象に 3 回の植

生調査と畦畔に生息する維管束植物を対象に 2 回の植生調査を行い定量的な解析手法によ
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って育む農法が植物群落の多様性に与える影響を検証した。本章の研究の結果、１年の異

なる時期に水田内及び畦畔に出現する植物種の詳細が明らかになるとともに、育む農法は

植物群落の多様性を高めるために有効であることが明らかとなった。また、コナギ 

(Monochoria vaginalis)とキクモ (Limnophila sessiliflora) の出現が育む農法の実施と関連す

ることがわかった。 

第 4 章においては育む農法を実践している農業従事者の環境意識や育む農法についての

期待等も定量的に解析し、農業従事者が育む農法に対して持つ意識の多様性を明らかにし

た。今後も国、県、市町村や民間団体等が育む農法のような環境保全型農法の農業従事者

への一層の普及を促進する際には、農業従事者が育む農法に対して抱く多様な意識や期待

を理解し各農家の異なる意識や期待に応じた普及活動を行うことが普及効果の向上に資す

ると考えられる。本章の研究では市場調査におけるマーケットセグメンテーションに使用

される類型化というアプローチを用いて但馬地域で育む農法を実践する農業従事者等を類

型化し農家の育む農法に対する意識の多様性を明らかにした。本章の研究の結果、アンケ

ートに回答した 165 件の農家が４つの類型にわけられることが判明し、その環境意識等の

多様性が明らかとなった。本章の研究により、特定の類型の農家に的を絞って普及活動を

実施するというアプローチの可能性が明らかとなり、今後の育む農法の普及に資すること

ができると考える。 

 

第２節 まとめ 

 

2-1  総括 

本研究は水田生物多様性保全への効果および農業従事者の意識という側面から環境保全

型農法の一つであるコウノトリ育む農法を自然科学的手法及び社会科学的手法の双方を用

いて検証し、その特徴を明らかにした。 

第 2 章ではコウノトリの餌として重要な役割を果たし育む農法の実施による保全効果の

発現が期待されているトノサマガエルの保全に対して育む農法が与える影響を明らかにし

た。トノサマガエルは水田生態系の食物連鎖の中で捕食者及び被食者として重要な役割を

果たしており農作物の害虫を捕食するという生態系サービスを提供していながら多くの都

道府県において準絶滅危惧カテゴリ相当以上に指定されているため、本章の研究により育

む農法がトノサマガエルの保全に資する可能性があることを明らかにできた意義は大きい。 

第 3 章では水田に発生する維管束植物を研究対象とし育む農法が水田の植物群落の多様

性を高めることを解明した。水田の植物は野生動物に餌や退避場所を提供することにより

生物多様性の保全に貢献すると考えられており、本章の研究により育む農法が植物群落の

多様性を高めることを通じて田んぼの生きものを育むことができる可能性があることを明

らかにできた。 

第 4 章では育む農法を実践する農業従事者の環境意識をアンケート調査で把握し、因子
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分析及びクラスター分析という解析手法を用いて農業従事者を類型化することによりその

多様性を明らかにした。本章の研究では育む農法の普及活動を効果的に実施することに資

する可能性がある類型化という新しいアプローチの可能性を示すことができた。 

以上のことから、本研究は、地域資源としての生物多様性とコウノトリ育む農法の稲作

を効果的にマネジメントするために有益な新たな知見を提供できたと考える。 

 

2-2 課題 

本研究の今後の課題として 4 つ指摘できる。第一に、本研究では育む農法が水田に生息

するトノサマガエルや維管束植物の保全に効果があることを明らかにできたが、今後育む

農法の生物多様性保全効果を一層高めるためには冬期湛水や中干し延期等の育む農法を構

成する特徴的な要素技術の中のどの技術がどれほど個々の生きものの保全に貢献している

かを定量的に把握し検証する必要がる。いくつかの要素技術の中でも冬期湛水はトノサマ

ガエルの冬眠に適した場所を減らすという負の影響を与えるかもしないことが指摘されて

おり、その影響を検証する必要がある。 

 第二に、本研究では調査対象地域に生息する８種のカエル類の中でトノサマガエルのみ

を分析対象としたが、他の種のカエルも重要な生態系サービスを提供しながら生息数が減

少しており育む農法の保全効果の検証が期待されている。また、水田には生態系を構成す

る他の多くの動物が生息しており、育む農法の影響を検証する対象を拡大していくことで

育む農法が健全な水田生態系の保全に効果的に貢献できるよう改善するための知見を提供

できるであろう。 

第三に、本研究では 2014 年、2015 年と 2016 年に実施した野外調査に基づき育む農法が

水田に生息する生きものの保全に貢献できることを明らかにした。ただし、水田の生きも

のの生息状況は年々変化する気象条件等の影響も受けるので、更に⾧期の経年モニタリン

グデータを蓄積することによって年々の生きものの生育状況を把握し育む農法の効果の⾧

期的な検証を行う意義は大きいであろう。 

第四に、本研究では 2018 年に実施したアンケートへの回答をもとに農業従事者の育む農

法についての意識等を類型化という手法で定量的に解析することで農業従事者が育む農法

に対して持つ意識の多様性を明らかにし、今後の育む農法の普及に資する知見を提供でき

た。農業従事者の考えや意識を把握することは育む農法の普及のための施策や活動を形

成・実施する上で重要な情報であるがこれも社会経済状況の変化につれて年々変化してい

く可能性がある。したがって、生きものの経年モニタリングデータの場合と同様に、農家

の意識についても経年の調査を行いそのデータを分析することが重要である。 
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職員の皆様には多大なご協力をいただきました。 

野外調査の実施にあたりましては、祥雲寺営農組合、百合地営農組合、中谷農事組合、

成田市雄氏、稲葉哲郎氏ほか農業生産者の皆様にご協力をいただきました。また、JA たじ

ま、但馬地域の農業生産者の皆様にはアンケート調査にご協力いただきました。御多忙な

中でアンケートの実施と回答に貴重な時間を割いていただき真にありがとうございました。

厚く御礼申し上げます。 

上記の皆様の御支援と御指導なしでは本研究を完成させることはできませんでした。こ

の場を借りてここに厚く御礼申し上げます。 

最後に、私を支え続けてくれた妻と子供達に心より感謝します。 

月和君、朝陽君、ありがとう。 

 

 

2024 年 2 月 

福島庸介 
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添付資料 

表 A 調査対象圃場に出現した植物種（種名まで判別したもの） 
和名 出現場所 学名 生活形 外来種 

アオウキクサ 田面 Lemna aoukikusa 1 年草 - 

アキノノゲシ 畦畔 Lactuca indica  1 年草/多年草 - 

アゼナ 田面・畦畔 Lindernia procumbens 1 年草 - 

アブノメ 田面 Dopatrium junceum 1 年草 - 

アマチャヅル 畦畔 Gynostemma pentaphyllum 多年草 - 

アメリカセンダングサ 畦畔 Bidens frondosa 1 年草 外来種 

イチョウウキゴケ 田面 Ricciocarpos natans 多年草   

イヌガラシ 畦畔 Rorippa indica 多年草 - 

イヌザンショウ 畦畔 Zanthoxylum schinifolium 落葉低木 - 

イヌタデ 畦畔 Persicaria longiseta  1 年草 - 

イヌトウバナ 畦畔 
Clinopodium micranthum var. 
micranthum 

多年草 - 

イヌビエ 田面・畦畔 
Echinochloa crus-galli var. crus 
-galli 

1 年草 - 

イヌムギ 畦畔 Bromus catharticus  多年草 外来種 

イノコヅチ 畦畔 
Achyranthes bidentata var. 
japonica  

多年草 - 

イボクサ 田面・畦畔 Murdannia keisak  1 年草 - 

ウキクサ 田面 Spirodela polyrhiza  多年草 - 

ウシハコベ 畦畔 Stellaria aquatica 多年草 - 

ウマノアシガタ 畦畔 Ranunculus japonicus  多年草 - 

エノキグサ 田面・畦畔 Acalypha australis  1 年草 - 

エノコロクサ 畦畔 Setaria viridis  1 年草 - 

アイオオアカウキクサ 田面 Azolla cristata x filiculoides 多年草 外来種 

オオアワガエリ 畦畔 Phleum pratense 多年草 外来種 

オオスズメノカタビラ 田面・畦畔 Poa trivialis 多年草 - 

オオチドメ 田面・畦畔 Hydrocotyle ramiflora  多年草 - 

オオツメクサ 畦畔 Spergula arvensis var. sativa  1 年草 外来種 

オオニシキソウ 畦畔 Chamaesyce nutans  1 年草 外来種 

オオニワゼキショウ 畦畔 Sisyrinchium angustifolium 多年草 外来種 

オオバコ 畦畔 Plantago asiatica  多年草 - 

オオマツヨイグサ 畦畔 Oenothera glazioviana  越年草 外来種 

オニタビラコ 畦畔 Youngia japonica  1-2 年草 - 

オニノゲシ 畦畔 Sonchus asper  2 年草 外来種 

オヒシバ 畦畔 Eleusine indica  1 年草 - 

オヘビイチゴ 畦畔 Potentilla anemonifolia 多年草 - 

オモダカ 田面 Sagittaria trifolia  多年草 - 

オランダミミナグサ 畦畔 Cerastium glomeratum  越年草 外来種 

カキドオシ 畦畔 
Glechoma hederacea ssp. 
Grandis 

多年草 - 

カスマグサ 畦畔 Vicia tetrasperma  越年草 - 

カゼクサ 畦畔 Eragrostis ferruginea 多年草 - 

カタバミ 畦畔 Oxalis corniculata  多年草 - 

カモジグサ 畦畔 
Elymus tsukushiensis var. 

transiens  
多年草 - 
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表 A（つづき） 調査対象圃場に出現した植物種（種名まで判別したもの） 
和名 出現場所 学名 生活形 外来種 

キカシグサ 田面 Rotala indica 1 年草 - 

キクモ 田面 Limnophila sessiliflora  多年草 - 

ギシギシ 畦畔 Rumex japonicus  多年草 - 

キシュウスズメノヒエ 田面・畦畔 Paspalum distichum  多年草 外来種 

キツネノボタン 畦畔 
Ranunculus silerifolius var. 
glaber 

多年草 - 

キツネノマゴ 畦畔 Justicia procumbens 1 年草 - 

キュウリグサ 畦畔 Trigonotis peduncularis  2 年草 - 

ギョウギシバ 田面・畦畔 Cynodon dactylon  多年草 - 

キンエノコロ 畦畔 Setaria pumila 1 年草 - 

クサイ 畦畔 Juncus tenuis  多年草 - 

クサネム 田面・畦畔 Aeschynomene indica  1 年草 - 

クズ 畦畔 Pueraria lobota 多年草 - 

クルマバナ 畦畔 
Clinopodium chinense ssp. 
grandflorum 

多年草 - 

クログワイ 田面 Eleocharis kuroguwai  多年草 - 

コオニタビラコ 畦畔 Lapsanastrum apogonoides  2 年草 - 

コケオトギリ 田面・畦畔 Hypericum laxum  多年草 - 

コナギ 田面 Monochoria vaginalis  1 年草 - 

コナスビ 畦畔 Lysimachia japonica  多年草 - 

コニシキソウ 畦畔 Chamaesyce maculata 1 年草 外来種 

コヌカグサ 畦畔 Agrostis gigantea 多年草 外来種 

コヒルガオ 畦畔 Calystegia hederacea  多年草 - 

コブナグサ 畦畔 Arthraxon hispidus 1 年草 - 

コメツブツメクサ 畦畔 Trifolium dubium 1 年草 外来種 

コモチマンネングサ 畦畔 Sedum bulbiferum  多年草 - 

サクラタデ 畦畔 
Persicaria macrantha ssp. 
conspicua 

多年草 - 

ザクロソウ 畦畔 Mollugo stricta 1 年草 - 

シナダレスズメガヤ 畦畔 Eragrostis curvula  多年草 外来種 

シバ 畦畔 Zoysia japonica  多年草 - 

シバスゲ 畦畔 Carex nervata  多年草 - 

シロツメクサ 田面・畦畔 Trifolium repens  多年草 外来種 

シロネ 畦畔 Lycopus lucidus 多年草 - 

スイバ 畦畔 Rumex acetosa  多年草 - 

スギナ 畦畔 Equisetum arvense 多年草 - 

ススキ 畦畔 Miscanthus sinensis 多年草 - 

スズメノカタビラ 畦畔 Poa annua  1-2 年草 - 

スズメノテッポウ 畦畔 Alopecurus aequalis 1-2 年草 - 

スズメノヒエ 畦畔 Paspalum thunbergii  多年草 - 

スズメノヤリ 畦畔 Luzula capitata 多年草 - 

スベリヒユ 畦畔 Portulaca oleracea  1 年草 - 

スミレ 畦畔 Viola mandshurica  多年草 - 

セイタカアワダチソウ 畦畔 Solidago altissima  多年草 外来種 

セイヨウタンポポ 畦畔 Taraxacum officinale  多年草 外来種 

セリ 田面・畦畔 Oenanthe javanica 多年草 - 
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表 A（つづき） 調査対象圃場に出現した植物種（種名まで判別したもの） 
和名 出現場所 学名 生活形 外来種 

タカサブロウ 田面・畦畔 Eclipta thermalis 1 年草 - 

タガラシ 畦畔 Ranunculus sceleratus  2 年草 - 

タケトアゼナ 田面 
Lindernia dubia var. dubia 
Pennell 

1 年草 外来種 

タチイヌノフグリ 畦畔 Veronica arvensis  2 年草 外来種 

タネツケバナ 田面・畦畔 Cardamine occulta 越年草 - 

チガヤ 畦畔 Imperata cylindrica 多年草 - 

チカラシバ 畦畔 Pennisetum alopecuroides 多年草 - 

チョウジタデ 田面・畦畔 Ludwigia epilobioides  1 年草 - 

ツボスミレ 畦畔 Viola verecunda  多年草 - 

ツユクサ 畦畔 Commelina communis  1 年草 - 

トウバナ 畦畔 Clinopodium gracile 多年草 - 

トキワハゼ 田面・畦畔 Mazus pumilus  1 年草 - 

トキンソウ 田面・畦畔 Centipeda minima  1 年草 - 

ドクダミ 畦畔 Houttuynia cordata  多年草 - 

ナギナタガヤ 畦畔 Vulpia myuros  1-2 年草 外来種 

ニガナ 田面・畦畔 
Ixeridium dentatum ssp. 

dentatum 
多年草 - 

ニワゼキショウ 畦畔 Sisyrinchium rosulatum 多年草 外来種 

ヌカキビ 畦畔 Panicum bisulcatum 1 年草 - 

ヌカススキ 畦畔 Aira caryophyllea 1 年草 外来種 

ヌカボ 畦畔 
Agrostis clavata ssp. 

matsumurae 
2 年草 - 

ヌスビトハギ 畦畔 
Desmodium podocarpum ssp. 
oxyphyllum var. japonicum 

多年草 - 

ネズミムギ 畦畔 Lolium multiflorum  1-2 年草 外来種 

ノミノフスマ 畦畔 
Stellaria uliginosa var. 

undulata 
1-越年草 - 

ハキダメソウ 畦畔 Galinsoga quadriradiata 1 年草 外来種 

ハコベ 田面・畦畔 Stellaria neglecta 1-越年草 - 

ハッカ 畦畔 
Mentha canadensis var. 
piperascens  

多年草 - 

ハナイバナ 畦畔 Bothriospermum zeylanicum 1-2 年草 - 

ハナニガナ 畦畔 
Ixeris dentata ssp. nipponicum 

var. albiflora f. ampilifolia 
多年草 - 

ハハコグサ 畦畔 Gnaphalium affine  1-2 年草 - 

ヒガンバナ 畦畔 Lycoris radiata  多年草 外来種 

ヒデリコ 田面・畦畔 Fimbristylis littoralis 1 年草 - 

ヒナガヤツリ 田面 Cyperus flaccidus 1 年草 - 

ヒナタイノコヅチ 畦畔 
Achyranthes bidentata var. 
fauriei 

多年草 - 

ヒメクグ 畦畔 
Cyperus brevifolius var. 
leiolepis  

多年草 - 

ヒメコバンソウ 畦畔 Briza minor  1 年草 外来種 

ヒメジョオン 畦畔 Erigeron annuus 1-2 年草 外来種 
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表 A（つづき） 調査対象圃場に出現した植物種（種名まで判別したもの） 
和名 出現場所 学名 生活形 外来種 

ヒメムカシヨモギ 畦畔 Conyza canadensis  2 年草 外来種 

ブタナ 畦畔 Hypochoeris radicata  多年草 外来種 

フタバムグラ 田面・畦畔 Hedyotis brachypoda 1 年草 - 

ヘクソカズラ 畦畔 Paederia scandens 多年草 - 

ヘビイチゴ 畦畔 Potentilla hebiichigo 多年草 - 

ホタルイ 田面 Schoenoplectus hotarui  1 年草 - 

ホトケノザ 畦畔 Lamium amplexicaule  2 年草 - 

ミズハコベ 田面 Callitriche palustris 1 年草 - 

ミズワラビ 田面 Ceratopteris thalictroides 1 年草   

ミゾカクシ 田面・畦畔 Lobelia chinensis  多年草 - 

ミゾソバ 田面・畦畔 Persicaria thunbergii  1 年草 - 

ムラサキサギゴケ 畦畔 Mazus miquelii  多年草 - 

メヒシバ 畦畔 Digitaria ciliaris  1 年草 - 

メリケンカルカヤ 畦畔 Andropogon virginicus  多年草 外来種 

ヤナギタデ 田面・畦畔 Persicaria hydropiper  1 年草 - 

ヤハズソウ 畦畔 Kummerowia striata 1 年草 - 

ヤブマメ 畦畔 

Aamphicarpaea bracteata 
subsp. edgeworthii var. 

japonica 
1 年草 - 

ヨシ 畦畔 Phragmites australis 多年草 - 

ヨツバムグラ 田面 Galium trachyspermum  多年草 - 

ヨメナ 畦畔 Aster yomena 多年草 - 

ヨモギ 田面・畦畔 
Artemisia indica var. 

maximowiczii 
多年草 - 

 

 

 

 

 

 

 


